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散大山畿年所長  

国立公害研究所の初代所長，大山義年先生は去る7月16日，心筋碩萎による急性  

心不全で急逝された。先生はその発作に見舞われた7月6日の夜まではまったくお  

元気で研究所内外の公務に極めて多忙の日々を送られ，それ以後の日程についても，  

先生のノートはぎっしりと予定で埋まっていたという。私共が急をきいて筑波から  

世田谷の救急病院にかけつけた時にも，先生は極めてお元気で，なにか私たちが大  

袈裟な心配をしていることを叱責されているようなご口調であった。ご発病後ほぼ  

10日経ってこのような結果になったことについては，かえすがえすも残念であった  

が，救急病院でも医師たちが献身的に診矧こ努力して〈れたし，7月8日の午前に  

は東邦大学痛院のCCU（coronary care unit）と呼ばれる，心臓の冠動脈栓塞症の  

ための特別な治療施設に移っていただいて，我が国におけるこの道の最高権威の一  

人である関清教授等，医師看礫陣の放めて手厚い治療を受けられたにもかかわらず，  

ついに不帰の客となられた。   

国立公害研究所が昭和49年3月に創設され，今日の姿に至るまでの発足経過につ   

いては，数多くの重要な協力者たちが先生をお授けしたとはいうものの，まったく  

大山先生の偉大な識見と，見事な統率力のおかげによるものであった。環境科苧と  

いう多領域の専門にわたる研究者の参画と協力が必要な新しい研究所の設立と運営  

を立派に成し遂げることができる科学者は，先生をおいては他に求め得ないという  

ことが，この研究所の創設に－努力された委員会の万々の一致したご意見であったと   



きいている。   

大山先生ほ，化学工学という一つの総合科学の創設者であり指導者であられたが，  

今日新設された国立公害研究所における環境科学という更に幅広い研究領域の創造  

者としても統卒者としても見事な力量を発揮された。先生は一々の研究者に対して  

は細かいことに口を出されず，その自主的な努力と研究意欲を尊重して下さったし，  

何より有難かったことは，決して早急な結果を求めることな〈，何年か後を目指し  

て抜本的な成果をあげることを期待しておられた。また，外に対してはこの研究所   

の創設に必要な人員，施設，研究費の確保に強い努力を払って，それがようやく今   

日の姿を成すまでに頑張って下さったものである。   

先生が発病された翌々日に，私共が待望していた研究第二棟がようやく完成して  

ほとんどすべての研究室が移転を行い，公害研究所もこれからほほ全力の活動が  

始められるようになった。その時に先生が急逝されたことは誠に痛恨の極みである。   

畑作りにたとえれば，先生は地を耕し，肥料を入れ，種をまいて芽が出るところま  

で我が研究所の面倒をみて下さったことになる。これからその作物を病害虫などに  

犯されることなく，立派に育てていくことが，残された私たちの責任である。それ  

にしても，この偉大なる指導者を急に失ったショックはあまりにも大きい。  

（昭和52年8月記す）  
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l．概  況   

昭和49年3月，茨城県南部に造成中の筑波研究学園都市の一角に発足した本研究所も，早や，  

3か年が経過した。この間，研究体制および組織等の全休計画が国立公害研究所設立準備委貝会  

報告書く昭和48年3月 環境庁）に基づいて進められてきた。創刊号に述べられているとおり，  

昭和50年度までに管理部門，研究補助部門を含む10部の骨格が基本構想通りに設置された。昭和  

51年度は研究室の増設，研究員の増員等内容の充実と，研究施設，研究機器の整備が進められた。  

来年度以降も，さらに，研究体制の充実，整備が図られることとなろう。   

主要研究施設のうち，大気汚染の植物への影響等を解明するための植物実験用環境調節施設  

（ファイトトロン）が昭和50年度に完成したが，本施設を利用した実験研究が特別研究「陸上植物  

による大気汚染環境の評価と改善に関する基礎的研究」を含めて．昭和51年度からスタートして  

いる。昭和51年度は主要研究施設として，大気汚染等の動物への影響を研究する動物実験用環境  

調節施設（ズートロン）（昭和51年6月完成）および中動物実験施設（ズートロン）（昭和51年  

10月完成）をはじめとして，昭和51年11月には環境汚染物質が水生生物（主として，メダカ・グ  
ッピー等の／ト魚類および藻歎）に及ぼす影響および水生生物の酬ヒ機構等を研究する水生生物実  

験施設および水中の汚濁物貿の物理的な挙動，すなわち，移流，拡散現象等を解析する水理実験  

施設が完成した。この両施設を含めて水環境実験施設（アクアトロン）と総称している。また，  

昭和52年1月に大気汚染物質の光化学反応槻構を解明するための光化学スモッグチャンバー施設  

が完成した。来年度以降これらの大型研究施設を利用した高度な実験研究が開始される。   

ニれら大型研究施設の有効な利用を図るため，昭和51年4月副所長佐々学を委月長とする植物  

実験施設委員会，昭和51年9月環境生理部長久保田憲太郎を委貝長とする動物実験施設委月会お  

よび昭和51年10月水質土壌環境部長合田健を委員長とする水環境実験施設委員会を設置した。   

また，昭和52年2月にこれら各分野の大型研究施設の完成を記念し，併せてこれまでの研究成  

果の発表も含めて，本研究所主催の毅初の講演会およぴシンポジウムを3部門に分けて開催した。  

第1部はズートロンの竣二Lを記念して「動物用ガス暴露実験施設による大気汚染の影響研究につ  

いて」をテーマとして，2月9日．所外からも専門家を稚いて特別講演会が行われた。窮2部  

は2月23日，ファイトトロンおよぴスモッグチャンバー施設の完成記念を併せて，「大気汚染物  

質の発生機構と植物影響」をテーマに所内でのこれまでの研究成果を中心に，生物学・化学等の  

分野の研究者が一堂に会した本研究所ならではのシンポジウムが開かれた。第3部は2月24日ア  

クアトロンの完成を記念して．駁近，富栄養化現象等水質汚濁の著しい日本第二の湖、霞ヶ浦を  

テーマとして．所員の研究発表を含めて，周辺地城の研究者，行政担当者等によるシンポジウム  

がもたれた。  
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2．調査研究業務  

昭和51年度は経常研究のほかに，生物環境部が実施した特別研究として「陸上植物による大気  

汚染環境の評価と改善に関する基礎的研究」および所内プロジェクト研究として，総合解析弧  

水質土壌環敏弘生物環境部および環境情報部が実施した「陸水域の汚濁防止に関する総合研究」  
およぴ，大気環囁部，環境生理部が実施した「光化学大気汚染における二次生成物懲の実験室的検  

出とその生体影響の研究」がある。これらの研究概要は以下のとおりである。  

2．1特 別 研 究  

研究課馬 陸上植物による大気汚染環境の評価と改善に関する基礎的研究  

〔研究担当部〕 生物環境部  

生理生化学研究室・陸生生物生態研究室  

〔研究期間〕 昭和51年4月－（継続）  

〔研究目的〕 人間の生活環境における大気汚決賀の浪度は極低濃度であるが，その生物へ  

の慢性影響については，ほとんど未知の研究分野で，各種大気汚染に関する生活環境基準値  

設定のためにも，早急に究明されねばならない。また，大京環境の悪化は年々広域に拡大さ  

れつつあり，適切な環境評価法の確立は焦眉の急である。そこで．磋低濃度の大気汚染賛を  

含む環境条件を長期間再現し，各種大気汚染質に対する陸上植物の感受性，抵抗性を生理生化  

学的ならびに生態学的観点から解析し，その結果をもとに，局所的ならびに広域の大気汚染  

度を数量的に評価できる植物指標を開発する。さらに，長期暴露実験の結果をもとに，植物  

群落を利用した大気汚染環境改善の方法を検討する。  

〔研究成果〕 以下のとおり。  

研究課題 り 大気汚染質に対する植物の抵抗性に関する生理生化学的研究  

〔研究目的〕 大気汚染質によって植物体に可視障害が現れるときは，すでに光合成括性もそ  

の他の生理活性もかなりの阻書を受けている。したがって，不可視障害のレベルで障害を検  

知し，環境許容基準を設定することが望ましく，その日的のために低濃度大気汚染質に披暴  

した植物体を用いて細胞膜．細胞硬の生理生化学的変化．細胞内諸活性の変化，植物ホルモ  

ンの変動および光合成電子伝達系の阻害等を追求し，植物の汚染質に対する抵抗性を解析す  

る。  

（1）二酸化イオウ暴露による植物の蒸散変化とアブサイシン酸量との関連について  

【研究租当者〕 近藤矩朗・菅原 淳  
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二酸化イオウの植物影響を考える際，植物体へのガスの侵入の度合が感そ件を決定する郡★・  

の要因となるか．ニの侵入の度合は冥孔開皮によって決められる。柚物ホルモンのlつであ  

るアブサインン酸（ABA）が、この気孔開度を支配しているので，椀物の二酸化イオウに対  

する抵抗性は集中のABA最によって左右される可能性がある。本研究は，欠礼開閉度を蒸  

散変化により測定し，二酸化イオウに対する抵抗性と冥孔開度の変化．およぴガス暴露によ  

る気孔開度の変化と集中のABA量の関係について調べた。  

〔経過および成果〕 所内ファイトトロン施設の温室で生育した鉢梯えの苛ジソ・ホウレンソ  

ウ・ダイコン・トマトt落花生をガス暴露用グロースキャビネット中で重量計上に置き，一  

定条件下で所定の濃度の二酸化イオウに暴露させ，重量の減少速度から蒸散速度を制定した。  

一万，植物集中よりABAを抽出し簡屑クロマトで精製した後，ガスクロマトグラフで定盤  

した。また薬中のイオウ含量の変化も葉を乾燥粉末化後，螢光Ⅹ線分析計により定立した。   

植物を2．恥pmの二酸化イオウに6時間暴露すると，青ジソ・ホウレンソウ・ダイコンでは，  

顕著な可視障害がすべての薬に現れた。トマトは若い葉にのみ可視障害がみられ，落花生  

は全〈可視障害がみられなかった。   

2．恥pm二較化イオウ3時間の暴露による棄中のイオウ含量の増加から葉中への二酸化イ  

オウの取り込みをみると，抵抗性の強い落花生・トマトではイオウの取I）込みは少なく，育  

ジソ・ホウレンソウ・ダイコンなど抵抗性の弱いものでは，棄中へのイオウの取り込みが多  

いことがわかった。   

二酸化イオウ暴露彼の蒸散量変化を測定すると脅ジソ・ホウレンソウ・ダイコンなどのよう  

な，二酸化イオウに弱い植物でほ，ガス接触後も蒸散量は，すぐには減少せず，気孔が閉じて  

いないが，トマトや落花生などの強い植物では，接触後直ちに蒸散量が減少L冥孔がす早く  

閉じることがわかった。   

】万葉中のAl∃A量を測定してみると，青ジソ・ホウレンソウ・ダイコン等はほほ同じ位  

（30－40ng／g生重量）であるが，トマトはその数倍（150ng／g生玉最），落花生は，10倍量  

のABAを含んでいることがわかった。   

以上の結果から，ガス接触によって，気孔がす早く閉じるものは，二酸化イオウの取り込み  

が少なく，ガスに対する抵抗性が強く，葵中のABA含有量が多いが，気孔の閉じにくいも  

のは，二酸化イオウの取り込みが多く，抵抗性が弱く，ABA含有量が少か、ことがわかった。   

次いで，ABA含有量の少ないダイコンについて，人為的にABAを添加して．二酸化イオ  

ウに対する抵抗性を調べた。103M RS－ABAを葉に噴霧したダイコンでは，ガス接触  

後直ちに蒸散真の減少がはじまI），トマトと類似のパターンを示した。可視障害の発現も大   

きく軽減された。この結果は，二酸化イオウに対する気孔の反応の速さを決めているのは，A  

BAであるということを示唆するものであ．），上述の結果と併せて考えてみると，ABA含  

有量の多い植物ほど，二酸化イオウに対する気孔の閉孔反応が速く，ガスの侵入を防いで，高   

い抵抗性を示すといえる。  

（2）二酸化イオウ暴露による植物細胞液のptI変化について  

〔研究娼当者） 菅原 淳・近藤矩朗・滝本道明（客月研究月）  

植物に取り込まれた二感化イオウは．細胞液中でHSO言．SO芸になりH十を生ずる。従って．  
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二略化イオウの毒性は，：HSO言，SO雲イオンによるものと，H＋による酸性効果に分け  

てキえることができる。   

醸惟影響については，クロロフィルの分解や，諸酵素の不括性化などについての報告があ  

るが，前述の二酸化イオウの取り込み実験より、かなりの量の二酸化イオウが植物体に取り込ま  

れることが示されてjうり，かなりのH＋も生ずるはずである。そこで，H＋に対する抵抗性  

を決める細胞液の緩衝能力を解明するために、細胞液のpH変化を調べた。  

〔経過および成果〕温室栽培のホウレンソウをガス暴露用キャビネットに入れ，所定の濃度  

と時間の暴露を行い，葉を蒸留水中で磨砕し遠心分馳により細胞抽出液（上浦）を得た。こ  

の抽出液をpHスタットで滴走しpH変化をもとめた。   

二酸化イオウ濃J監1．0および2．Oppmでの経時的なpH変化を測定すると，30分の暴露でも  

3時聞以上の暴露でもpH帆下はわずか0．1～0．2程度であった。そして，24時間の暴露では，  

むLろわずかなpHの回復がみられた。前述の実験結果のホウレンソウに取り込まれた二酸化  

イオウの遠から推定するとかなりのpHの低下が期待されるにむ拘らず．僅少のpli低下し  

か観察されなかったことは，細胞液の強い緩衝能力を示すものである。また，24時間の暴露  

でpHの臥復がみられ土二とは，細胞液内での諸物質の転換反応がpIlの回復に寄与してい  

る可能炸を小磯する。pH滴定カーフ1リHSO言，SO§‾の転換過程を追究しようとする試み  

は，今後の研究課題として残っている。  

（3）l吸収された二酸化イオウの無毒化機構一亜硫酸イオンの酸化活性について  

〔研究担当者〕 近藤矩朋・菅原 淳  

柵物体に町）込まれた二酸化イオウは，細胞液にとけるとHSO言，SO≡‾イオンになる。こ  

れらのイオンは，酸化されてSO雲‾イオンとなり，紬二還元されてアミノ酸，タンパク賢等  

の生休構成成分として利用されることが才一えられる。   

SO雲‾イオンは，HSO言，SO喜．イオンと比較して榊物に対して秘めて毒性力小さく，ニ  

れらのイオンの恨化反応且 二酸化イオウの無毒化機構の一つとぺ■えることができる。本研究  

では，刷物の二酸化イオウに対する抵抗性においても，この反応は大きな意味を持つと考■え，  

通常栽培の肌物および高澄渡二憶化イオウの存在する箱根大湧往に生育する仙物についての，  

亜硫酸酸化清牲七ついて調べた。  

〔撞過および成果）1976年8月30日に純根大潮斜二おし、て採取したアセビ・リョウプ・ノリ  

ウツギ・サラサドゥダンおよぴ77イトトロン組おで栽培したトマト・ホウレンソウ・ヒマ  

ワリの薬を，0．1M K一リン醸緩衝液（pH7．8）で磨砕しガーゼでろ過後，遠心分離で得ら  

れた抽出洒を試料として，チトクロームCの還元により亜硫酸の酸化活性を制定した。   

二恨化イオウ濃度の高い箱根大湧谷です采収したアセビ・ノリウツギ・サラサドゥダンについ  

て∴l■ご1い恨化活性が得られた。混室搬培の机物でも油性は認められたが，短めて低かった。  

従って，亜硫酸酸化活性が二酸化イオウに対する砥抗性を決める一要因であることが示唆され  

た。この酸化活性が酵素反瓜二よるものか，非酵素的反応なのかについては，現在詳細に解  

析中である。  

（4）ニ酸化イオウの葉緑体におよほす巌響  
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〔研究担当者〕 島崎研一郎・菅原 淳・滝本道明（客月研究員）・岡田光正（客月研究員）  

植物が二酸化イオウ（SO2）に接触すると，光合成反応が低下したり，クロロフィルの分解   

に伴うタロロシスが現れるが，光合成反応の場であり．クロロフィルが局在する葉緑体への   

SO2の影響を調べることは，SO2の障害発現機序を解明するために極めて重要である。本研   

究では，SO2暴露を行った薫から葉緑体を単離し，電子伝達反応，形態変化，螢光収率など   

に対するこのガスの影響を追求した。  

〔経過および成果〕 所内ファイトトロン施設の温室で生育した鉢植えのホウレンソウ・レタ   

ス・トマト・ダイコン・落花生等をガス暴露用キャビネットに入れ，所定の濃度のSO2  

を所定の時間積触させ，これらの糞より葉緑体を卑離して．種々の光合成反応を測定した。   

主として，ホウレンソウを用いて実験を行った。ガス濃度一定で植物を暴露すると，光合成   

電子伝達反応活性は，経時的に低下し，濃度が高いとその低下が著しい。浪度を変えて一定   

時間ガス暴露を行うと，濃度が高くなるに従って反応活性の低下が著しい。種々の電子受客   

体および阻害剤の組み合せ実験から，この電子伝達系の阻害は，電子伝達鎖上の酸素発生系   

（光化学系ⅠⅠ）近傍に起こっていることがわか？た。障害が大きくなると阻害は，光化学系Ⅰへ  

もおよぴはじめた。  

ガス暴露によリクロロフィルの分解が起こるが，電子伝達反応活性がガス接触直後に低  

下するのに比して，時間的におくれのある現象であった。  

電子伝達反応に共役して起こる光リン酸化反応は，非環状的リン酸化反応のみが阻害を受け，   

その大きさおよび時期は．電子伝達反応活性の場合と対応していた。このとき光化学系Ⅰ活   

性に共役して起こる環状リン酸化反応は阻害されなかった。障害が大きくなると，この反応  

も阻害を受けるようになった。  

光化学系Ⅰ活性に共役して起こる，チラコイド膜を介してのプロトン勾配の形成も，光化   

学系lIの電子伝達活慄が低下している条件では，ほとんど低下がみられなかった。  

SO2により光合成電子伝達系の酸素発生系近傍が特異的に阻害されることが示されたが，   

この阻害の程度から植物のSO2に対する感受性を評価した。感受性の高い順にならべるとダ   

イコン＞レタス＞ホウレンソウ＞インゲン＞落花生の順であった。この結果は，先に述べた   

蒸散変化のパターン解析の結果から得られた感受性の比較と一致していた。  

一九葉緑体の電子伝達反応活性が低下するのに伴い，葉緑体の螢光収率が減少すること   

が見出された。ニの蛍光収率の減少を指標として穐々の植物におよほすSO2の影響を調べた。   

方法が簡便であることが利点であるが，定量性に乏し〈，定性的に抵抗性の強弱の傾向を把   

握するためならば，有効な手段であると思われる。  

研究課題 2）大気汚染質に対する植物の抵抗性に関する生態学的研究   

（研究目的）大気汚染質に対する植物の可視障害と植物の生育条件，暴露条件との関係を研   

究するとともに，植物の基本的生理機能である光合成，呼吸，蒸散などに及ぼす大気汚染質   

の影響を実験的に解析し，棄の構造的特徴との関連を検討して，植物の抵抗性を決定する諸  

要因を個生態学の観点から解析する。   

〔経過および成果〕本年度は主として二酸化イオウの植物影響に重点をおいて，下記の5課   

題について室内実験をすすめた。一方，自然的ならびに人工的大気汚染地域に生育する野生  
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植物について調査をすすめ，二酸化イオウに対する植物の抵抗性を解明するための実験村料  

を採集した。  

（1）二酸化イオウ暴露によるヒマワリ菓の可視害徴発現について  

〔研究担当者〕 戸塚 績・田崎忠良（客貝研究員）  

比較的高濃度の二転「化イオウ（SO2）ガス暴露によるヒマワリ葉の可視害徴発硯の経略変化  

や．植物個体および同一個体の菓令による可視書徴発現の差異を検討した。自然光制御温室  

（星間25℃，夜間20℃，相対湿度75％）で．8月5日播種Lたヒマワリを46日間栽培し，これを  

人工光暴露キャビネット（照度約40〟J猥連続照札 気温25℃，湿度75％）内で，1．恥pmSO2暴  

露実験し，第10菓位（千乗を0位）の菓における可視書徴発現の経略的変化をカラー写真記  

録した。その結私 募露7時間後あたりから，ネタロンスが葉面の一部に現れ始め，15時  

間前後でその発現状態が顕著となった。同様な観察を2．OppmSO2暴露したヒマワリ個体（播  

種36日後）で実施した結果，暴露3時間あたりから，可視障蓄が発現しはじめ，6時間前  

後で，その症状が顕著となった。しかも，被験薬は顕著なしおれを示した。一方，播植後の  

日数を19日・26日・32日・39日・46日と5段階に変えたヒマワリ（自然光制御温室で栽培）  

を，1．叱pmSO2でユ2時間暴露（月召度約40∬／gα連続照射，気塩25℃，湿度75％）Lたあと，同  

一環境条件下で24時間放置後，各個体別に棄位別にカラー写真記録し，可視害徴発現面積を，  

画像解析装置で測定し，各葉位毎の全面積に対する割合で表示した。その結果，個体のエー  

ジングや葉位が同一でも．可視障害発現面検率にかなりのばらつきがみられた。しかし，播  

種19日後の植物をのぞいて，いずれのエージングの植物でも，先端部に近い数枚の葉では可  

視書発現は顕著でなかったが．それより下位葉では，次第に被害面楷率が増大していた。  

（2j 二酸化イオウ暴露によるヒマワリ実の表面構造の変化  

〔研究担当者〕 野本宣夫（客員研究貝）・戸塚 績  

二酸化イオウ（SO2）に対する植物の抵抗性を支配する要因の一つに，糞へのSO2の拡散に  

関与する葉の構造的特徴が考えられる。そこで植物のSO2抵抗性を検討するための基礎資料  

を得るために，ヒマワリの乗にSO2を暴露したときにみられる葉の表面構造の変化を，走査  

型電子顕微綻により観察記録した。自然光を利用した環境制御温室内で，播種後約5週間栽  

培されたヒマワリを人工光暴露キャビネットに設置し，照度40∬J〟ズ，気温25℃，湿度75％  

のもとで，2．OppmSO2で，1－4．5時間暴謁した。東に可視告徽が発現したヒマワリ個体  

を24時間環境制御温室内に放置したあとで、菜の試料を採取した。試料は，ただちに固定し， e  

臨界点乾燥法により乾燥後，試料表面にカーボンおよび金の蒸着をほどこして検視した。そ  

の結丸SO2暴露により菓面に発現したネタロンス部分では，表皮の収縮が顕著であった。  

また，孔辺細胞は正常菓では，棄の表面にもりあがっているが，ネクロンス部分のそれは陥  

没していた。しかし．構造に関して稟令による差異は，正常棄でもSO2暴露棄でも認められ  

なかった。このことは棄令によるSO2感受性の差異は，気孔開閉機能や菓内細胞における生  

理的機能の差異によると推論される。  
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（3）ヒマワリの光合成，曳けL開度に及ぼす二酸化イオウの形響   

〔研究担当者〕 古川昭雄・戸塚 績・滝本道明（客月研究員）  

ヒマワリ葉の光合成速度，気孔開度に対する二酸化イオウ（SO2）の影響を調べた。照度38  

〝J〟∬，気温25℃のもとで測定された光合成速度は，SO2を暴露するとただちに低下を始め  

た。光合成速度の低下の度合は，SO2の濃度に依存するばかりでなく，光条件，菓令によっ  

て著し〈異なI），葉令が進んだ葉ほど光合成速度の低下は若しかった。1t孔開度の低下は，  

光合成速度の低下よりも著しかった。嶺孔開度の低下もやはり．薬令によって異なった。  

欠礼閲歴の低下が著しい棄ほど光合成速度の低下は小さ〈，穴孔が閉じに〈い葉では，光合  

成速度の低下が若しかったも光合成速度、気孔閑度とも，SO2の接触を停止すると在ちに回  

復を始めた。老薬に1．Oppm SO2を90分間暴露すると，光合成速度は接触前の12％にまで低  

下したが，接触停止後60分を経過した時点においては，50％にまで回復した。光合成速度と  

気孔開度の相関関係は，SO2暴露峠と回御幸では異なった。すなわち，SO2暴露すると，1も  

孔開度の低下の度合が光合成速度の低下の度合よl）も高く，光合成速度がある捉度まで鶴下  

して，ほぼ安定状態に達してし．舅孔開度は低下を続けた。SO2暴釦宇山二彼の光合成速度と  

気孔開度の間にほぼ直線関係が認められた。また，同じ1ミ孔間度における光合成速度は，  

SO2暴露中よりも，暴露停止後の回復時の方がつねに高かった。ヒマワリの京孔の閲開運動  

はSO2に対して非常に感受性が高く，0．3－1．OppmSO2の範囲においては．どの発位の乗にお  

いても，また，いずれの照度においても気孔開度が低下した。   

光合成速度はSO2暴露によって指数関数的に減少した。高邁度のSO2暴露では，暴露開始  

後20分以内に急激に減少した。この段階では，1〈礼開度はそれほど低‾卜していない。すなわ  

ち，京孔抵抗が小さく，SO2の薬への傑人が最も著しい時と思われる。その後，1も孔が閉じ  

るに従ってSO2の薬内への侵入速度が低下し，それに伴って光合成速度の低下剤合も低〈な  

るものと推察される。このことは，SO2に対する気孔の閉緋反応が鋭敏な葉ほど光合成度の  

阻害は大きくならないことを示している。  

（4）二酸化イオウによる植物の可視障害度と光合成機能との関係について  

〔研究担当者〕 白鳥孝治（客員研究員）・戸塚 績  

二酸化イオウ（SO2）暴露による植物の可視障害がその後の乾物生長におよほす揖響を解明  

するための基礎試料を得るために，可視障害の程度を異にするインゲンマメの葉の光合成速  

度を照度38∬／〃ズ，気温25℃のもとで測定した。播種後20日程度のインゲンウノに2．Oppm  

のSO2を暴露し．初生薬にネタロンスを発現させ，これをカラー写真に記録した。この薬の  

光合成速度を通気法で測定し，暴露直前の他に対する相対値で表示した。一方，カラー写真  

記録した葉の可視障害吾βの面積を、画像解析装置により測定し、薬の全面積に対する障害部  

面横の割合で表示した。その結果．光合成機能は，可視障塗■面梯率が0～数％の間で急激に  

対照他の80％にまで低下した。しかし，面確率が数％から70％の範困では，光合成速度はゆ  

るやかな低下を示し，面梢率70％以上では，光合成速度は再び急激に減少し0にまで低下し  

た。  
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（5）ヒマワリとインゲンマメの乾物生長におよぼす二酸化窒素の影響  

（研究担当者） 牛払忠広（各月研究月）・戸塚 綴  

低濃度の二酸化窒素（NO2）暴霜による植物の乾物生長の変化を明らかにするために，自  

然光暴罵キャビネット（宝t温25℃一ラ己 湿度75％）を剛－て，ロンヤヒマワリとインゲンマ  

メを0．1ppmと1．Oppmの2段階のNO2ガス濃度に，それぞれ2週間連続暴露した。暴露開  

始直後と10日後および，15日後の3匝1，それぞれ10個体の植物をサンフロリングし，菓面積お  

よび葉・茎・根・花・果実の乾重量を測定した。これらの結果を用いて，植物体の単位乾物  

或あたりの乾物増加率をあらわす相対生長率（RGR）と，単位東面稽あたりの乾物増加率  

をあらわす純同化率（NAR）とを算出した。その結果，1．Oppm区では．両植物とも，全  

期間を通じて，RGRとNARいずれも対照区の値よ．）低下していた。Lかし，0．1ppm区  

では，RGRやNARへの影響は顕著でな〈，ヒマワ1）の0．1ppm区では，対照区の値よI）  

拓くなり，インゲンマメでは，暴露実験の前期では、対照区の値よりやや高く，後期にいく  

らか低い他を示すにとどまった。一方，NO2ガス暴露により，両横物とも植物体各器官の  

胴体亜に占める割合のうち，茎・根の割合には，変化が認められなかったが，葉の割合が対  

照区のそれより士別Jロし，花および果実の割合が減少する傾向がみられた。この変化は，0．1  

ppmより1．恥pm区で一層顕著であった。  

研究課領（3）柵物指標による大気汚染環境の評価法の研究  

（研究日的〕 局丹沌勺な大穴汚染質の数量的評価法を開発するために，特定な大気汚染賀に特  

典的な感受性をホす桝物を野生柚物および突然変異働から検索Lて，指標植物を選定すると  

ともに，各棟柵物の組み合わせによる環境評価法を検討する。また，植物体による大気汚染  

賢のl吸収起と大穴汚染度とのl旨】の数鼓的関係を利用した環境評価法を研究する。さらに，広  

域の環境評価のために葉面の光反射特性を利用したリモートセンシングによる手法を検討す  

る。   

〔経過および成果〕 本年度は，植物による大気汚染物賢の吸収能を指標とLた環境評価法の  

開発，火1t汚染矧二特異的に反応する指標植物の開発，ならびに植物の光反射特性を利用し  

たリモートセンシング手法の開発のための基礎的知見を得るために，下記の4課題について  

実施した。  

け）ヒマワリによる二恨化イオウの吸収蓄椅に関する一考察  

〔研究担当者〕 戸妹 績・名取俊樹  

SO2大穴汚染地域に生育する椒物のイオウ含有量が，非汚染地域に生育する植物の他に此  

較して高くなることが知られている。これは大気中のSO2が菓面から吸収され，その大部分  

が紙礫悪の硫酸塩の形で葉に普碩されるためといわれている。そこで，種物の集中イオウ含  

有定をⅠ削票としたSO2大穴汚決環項の評価法を確立するための基礎資料を得るために，SO2  

暴露したヒマワリの葉の全イオウ畳を螢光Ⅹ線分析法で測定し，空京中SO2濃度，暴露時間  
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と葵の仝イオウ畳の増加との関係を検討した。   

制御温室内で育成したヒマワリを気温25℃，湿度75％．明期14時間（約40∬J㍍一定），婚  

期10時間のSO2暴露キャビネット内で，0．05ppm．0．5ppmの2段階のSO2濃度で5日間連続  

暴露し，築位別の棄の全イオウ量（葉蘭碩あたり）を分析した。対照植物では，葉位による  

全イオウ最の変化はみられなかったが，0．05ppmSO2暴露では，上位築のイオウ含有量が若  

干高くなった。さらに，0．5ppmSO2暴露では、いずれの薬位の薬でも対照植物の値より高  

くなったが，壮葵の含有量が著しく高くなり，それより若い菓や老化した葉では若干高くな  

った程度であった。上記の制御環境条件‾Fで，ヒマワリを0．1・0．3・0．5ppmSO2で2日間  

連続暴露した結果，1個体あたりの平均値で算出した葉の全イオウ増加量（対照植物の値  

との差）は，暴露処理したSO2濃度の増加とともに．ほぼ直線的に増加した。その値は0．5  

ppmSO2暴露で．2．7mgS／dm2に達した。別の実験で，上記の制御環境条件下で，0．05・0．1・  

0．3・0．5ppmと4段階のSO2濃度で暴露実験し，菓の仝イオウ増加量の縫時的変化を測定し  

た結果，0．3ppmSO2では，3日後位まではほぼ直線的に増加していたが，その後は飽和曲  

線化した。この結果から，SO2ドースと薬の全イオウ星の増加量との関係を求めた結果，暴  

露実験したSO2濃度（0，05－0．5ppm）範囲では，SO2ドースが1ppm・日程度まで，ほぼ直  

線的関係が得られた。   

以上の実験結果をもとに，乗の全イオウ増加量と空気中SO2濃度．暴露時間との関係を示  

す数学モデルを導いた。数学モデルによる計算値と実測値を比較した結果，低濃度で短時間  

暴露の場合はほほ一致した。  

（2）植物の二酸化窒素吸収に関する榛間差異  

〔研究担当者〕 滝本道明（客員研究員）・戸塚 績・名取俊樹  

植物の大気汚染ガ’ス吸収機能を利用した大気汚染環境の改善方法を検討するために，各種  

植物による二酸化窒素（NO2）の吸収に関する株間差異を検討した。実験1では，アオジソ・  

トマト／フグンソウ・アサガオ・ホウレンソウ・インゲンマメ・トウモロコシの7種各20個  

体を人工光を利用したガス暴露キャビネットに設置し，照度約40∬J〟∬，明期14時間（気温25℃），  

時期10時間（宝も温20℃），相対湿度75％一定のもとで，1．恥pmNO2を2週間連続暴露し，葉  

面梢，植物体の乾物乱 窒素含有率および窒素含有量の変化を測定した。その結果．アオジ  

ソ・フグンソウ・アサガオ・ホウレンソウの植物体乾物生長はNO2暴露により阻害されたが，  

インゲンマノ・トマト・トウモロコシでは促進された。また，植物個体あたり窒素含有量は，  

いずれの楠物でも対照区に比較して増加した。特に，アオジソ・フグンソウ・アサガオ・ホ  

ウレンソウの茎では，窒素含有率が対照区の1．5～2倍に達していた。   

実験2では，播杵10日彼のヒマワリを人工光暴露キャビネット内に設置し，実験1と同様な  

条件下で，NO2浪度を0．1・0．5・1．Oppmの3段階に変えて，48時間連続暴露し，椀物休乾物琵お  

よび．各器官別窒素含有量を測定した。その結果，植物仰＝本乾量は．いずれのNO2濃度区で  

も対照区より減少した。特に1．Oppm区の他は対照区の75％程度であった。集の窒素含有量は，  

いずれのNO2濃度区でも対照区の値より高くなり，NO2濃度が高いほどそれが顕著となった。  

しかし，NO2暴露区の茎，他のそれは対照区の他に比して若干高い程度にとどまっていた。  

個体あたりの全窒素蓑に占める菓の窒素含有愚の割合は，いずれのNO2濃度区でも65－70％  
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となり，対照区の他の約2倍となっていた。  

（3）二酸化イオウに対するイネの抵抗性についての品種間差異   

〔研究担当者） 菅原 淳  

大京汚染評価の植物指標として，数枚の植物が利用されているが，指標植物は，栽培が容  

易で，反応性に個体差がなく，再現性に富むことが必須条件となる。イネは日本で古〈から  

栽培されており，遺伝的に系統化され，観めて容易に生育させることができ個体差も少ない。  

従って，大京汚染物質に対して感受性の高いイネの品種を石一乗程より選択したり，あるいは  

化学物矧こよって突然変異を誘起し，感受性の高い系統を作り出せば，非常に優れた指標柄  

物となると考えられる。本研究においては，指標植物作成の一環として，日本在来種300種  

について二酸化イオウに対する感受性を調べ．数種の系統を選択した。   

日本在来凝（九州大学LO系統）200品種，および気孔数が調査されているもの100品種計  

300品練の幼苗を成育させ，二酸化イオウ2ppml．5時間およぴ3時間，あるいは．0．5ppm7．5  

時聞に暴露させ，可視障老の発現度合から判定し，抵抗性の高いものと感受性の高いものを  

選択した。   

在来品榔では，北方の品種に感受性の高いものが多く，南方（西日本）の品種には抵抗性  

の高いものが多かった。1も孔数との関連は，気孔数を止葉で測定した場合なので，特に決め  

られなかった。   

悠一之件の高い系統として．LO78・148・152・182・138，抵抗性が高い系統として，LO51・  

271・590・591・592・818・949・1034・1148・1180・1181が選択された。   

今後，生育段階を変えた場合の感受性のほか，感受性の特に高かったLO152・182を用い  

て突然変異株を作ることを計画している。  

（4）ヒマワリの葉蘭光反射に及ぼす二酸化イオウの影響  

〔研究担当者〕 篠崎光夫（客員研究員）・戸塚 絹・菅原 淳  

大丸汚縫物矧二接触すると，植物の棄にさまぎまな障害が発現してくるが，この障害発現  

に伴い，葉面の光反射特性が変化する。この光反射特性の変化の解析から，大京汚染度を評  

価できるよいソノ法が得られる可能性があるので，ヒマワリの葉について予備的な研究を行っ  

た。   

温室栽培した針柵えのヒマワリを人コニ光ガス暴露キャビネット（気温25℃，湿度75％）に  

移し，葉の部分を固定して，日本分光製，スペクトロラジオメータ（SSR1型）で陽光  

ラン70の菜面反射特性を測定した。   

2．恥pm，SO2暴嘉射こよる葵面の光反射スペクトルの経時変化を測定し，対照の場合との  

差スペクトルを作成すると，暴蹄麦30分より，400nmあたりに大きな反射の増加が現れて  

葉全師二光州ヒ障怨がみられ，2時間後では，可視光全域にわたって葉面反射率の制l匪み  

られた。2時間のSO2暴露後、止牒控浄でパニジしたキャビネットに敬讃した場合，九州ヒか  

らクロロンスへの進行に伴い，逆に光反射の減少が現れた。2時間放置後の差スペクトルを  
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みると，クロロフィルとカロチノイドのスペクトルに近似したものが得られた。このことは，   

可視障害発現の過程でクロロフィルとカロチノイドの破壊が並行して起っていることを示唆  

している。  

研究課題 ヰ）陸上植物群諸による大気汚染環境改善の方法に関する研究   

〔研究目的〕各種植物群諸による大気汚染質の葉内吸収・蓄積作用と菜による酸素放出機能   
との関係を実験的に解析するとともに，各種環境条件と群落の大気汚染貿の除染機能との関   

係を示す数学モデルを組み立て，気象環境の変動と群落の除染機能との関係を検討し，この   

結果をもとに，群落による大気汚染環境改善の方法について検討する。  

〔経過および成果〕本年度は，本研究所に設置されている暴露キャビネットについて．群落   

光合成測定のための同化箱としての適用性を検討した結果，植物群諸によるCO2吸収量を精   

度よく測定することが困難であった。そこで，下記に述べた簡易型同化箱を試作しテストし  

た。  

（1）植物の群落光合成速凰汚染ガス吸収能に及ばす大気汚染ガスの影響  

〔研究姐当者〕牛島与息広（客月研究員）・戸塚 梼・名取俊樹  

植物群蒲の酸素放出機能（光合成）や，大気汚染ガス吸収能を測定するための装置として，  

暴露キャビネット内で使用する群落用簡易形同化箱を試作し，自然光暴露キャビネット（気温25   

℃，湿度75％）内で，予備的実験を試みた。鉢植えヒマワリ16個体（播植26日後の個休）を上  

記の同化箱内に設置し，梅内のSO2濃度1．Oppmで日中10時－15時まで5時間暴露した結果．   

群落光合成速度は対照区とほとんど差がみられなかったが，夜間の群落呼吸速度が対照区の   

低に比較して若干増大していた。同様な実験で，2．恥pmNO2で日中11時40分－17時40分ま  

で，6時間暴露した。日中の群落光合成速度は対照区の値と比較して，ほとんど差が認めら  

れなかったが，日没後3時間程度まで，呼吸速度が暴露区で若干高くなl），それ以後は差が  

みられなくなった。実験に使用した植物群落を層別刈取りし，各層別のSO2およぴNO2の  

吸収量の差異を剃完するために試料を調製した。  

〔今後の計画〕研究課題1→4に関して，51年度にひきつづいて，二酸化イオウの植物影響  

に関する研究を継続するととい二．植物に対するNO2の影響を生理学的，生態学的な視点  

から究明する。一九 これら室内実験で得られた成果の野外への適用性を検討するために．  

大気汚染の柵物彩響に関する野外調査を実施する。   

さらに，研究課題5として，ガス暴露キャビネット内の汚染ガス浪度制御方法の研究を技術  

部が拙当して，極低濃度のNO2．SO2およぴ03の複合汚染ガス制御方式を検討するととも  

に，制御計算機を利用した大京汚染ガスの植物影響の評価を行うためのオンライン情報処理  

システムの基礎的研究を実施する。  

〔研究発表〕  

（講演）  
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し1）近藤知朋・菅原淳：大気汚染ガス暴露による植物の葉中のア7サイシン酸量の変軌 日  

本生物環境調節学会，松江．（51．10）  

（2）鳥明朝一郎・菅原淳：光合成電子伝達反応におよほす亜硫酸ガスの影粗 目本生物環境  

調節学会，松江．（51．10）  

（3）菅原淳・近藤矩朗・L川合研一郎：亜硫酸ガスの植物影執二間する生理生化学的研究．国  

立公害研究所大聖研究施設竣工記念講演会烏よぴシンポジウム，筑波．（52．2）  

（4）近藤矩朗・督促淳：亜硫酸ガス暴露による椀物の蒸散変化とアブサインン酸1E本植物  

生理学会，大阪．（52．4）  

（5）高崎研一郎・菅原眉：SO2の葉緑体に及ぼす影響．日本株物生理学全，大阪．（52．4）  

（6）古川昭雄・戸塚絹：露等個物に対する亜硫酸ガスの影響．  

け）SO2による不可視障害の評価法について．日本生物環境調節学会，松江．（51．10）  

（7）戸牒㈲・呈川l昭雄：高等楷物に対する亜硫酸ガスの影響．  

（2）ヒマワリの光合成t宝t孔開度に及ぼす影響．日本生物環境調節学会，松江．（51．10）  

（8）古川郎摘七 戸操縦：高等細物の光合成に及ほす亜硫轄ガスの影響∴1．ヒマワリの光合成  

速度・京孔閲度・吸水速度に及ぼすSO2の形啓葉位による差異－．日本紙物学会  

第41回大全，1：て山．（51．10）  

（9）戸塚紆i・7！J川昭雄：亜硫酸ガスによる柄物の不可視障害の評価法について．国立公害研  

究所大型研究施設竣工記念講演会烏よぴシンポジウム，筑波．（52．2）  

（1佃 戸塚硫・名取俊樹：ヒマワリによるSO2の吸収蓄梢に関する－・考■軋 酌24回目本生態学  

仝，広几（52．4）   

川】脚）  

（1）戸塚織（1977）：1976年度アサガオによる光化学スモッグ観察全国調査結果報告書．光  

化学スモッグ全国調査委員会，読売新聞社．  

（2）戸塚績・古川昭雄・名取俊樹・小川潔（1977）：足尾精錬所の周辺に生育する植物の案  

内水溶性硫酸塩量について．「柵物群落の物質代謝による環境保全に関する基礎的  

研究」．i論文集，（門司正三編），164p．，叩．19－23．  

2．2 経 常 研 究  

2．2．1 総 合 解 析 部  

研究計画とそのねらい   
本総合解析部は，その名のとおり環境・公害に関連する多くの分野にわたる知見を総合的に活  

用し，現在及び将来にわたる健全な人間環境の創造と維持管理のあり方や方策をシステム解析等  

の手法により打ちたてることを研究の目標としている。   

従前の第1及び登2グループの研究人貝に加え，昭和51年度においては実質第3グループに2  

名（うち1名ほ併任）の研究員を得て，より学際的な研究を行うべく体制をととのえつつある。  

また研究実施の方式は，本研究部の特殊性から．研究テーマあるいはプロジェクトごとに所属グ  

ループから結葉する部開設当初からの方法を踏襲している。   

本年度の経常研究課題は，昨年度を発展させ以下に述べる5テーマを設定した。これらは．大  
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別して2つの研究方向に集約できる。すなわち，1つは環境の総合評価あるいはアセスメントの  

研究であり，他は長期的あるいは広域的な環境計画策走に関する研究である。前者については．  

¶評価システムのフレームワーク設計〝とアセスメントの制度化に際しての問題点である環境に直  

接関与する住民の“意思決定システムヘの参加〝の2つの課題を設けた。また，後者の方向の研  

究課題としては，環境汚染規制方式の確立等をめぎしその≠方法論開発の基礎的研究′r，廃棄物の  

リサイクリングを事例としたや長期的資源・環境管理の影響研究′′，さらに一般的に短期的利潤追求  

の“経済活動と環境保全との調和研究′′を設定し．これらの課題に研究のねらいをおいた。   

以上のように，ややもすれば発散的になりやすい環境・公害問題の総合解析研究に．一応柱と  

なる方向を策定し，これに沿ってプライオりティの高い研究課題を策定し．有機的な研究月の配  

置によって実効ある成果を得ることを企画した。   

なお，研究の実施に際しては，研究月が理工学，システム工学，社会科学など広範なバックグ  

ラウンドを有することに鑑み，各研究課題について研究者間の討議やコミュニケーションをでき  

るだけ重視し，実のある学際的研究が促進されるよう努めた。   

今後の研究計画とそのねらいについては，各研究テーマと行政への反映を以下のように考え，  

そのつながりを強調すべく研究を実施して行く予定である。  

研究テーマの一覧とその行政への反映  

1．環境展手管評価システムの設旨  中央会審審議会政策専門部会  
囁アセスメント手ざ去研究委貝全  

（2．環境質の社会的側面の評佃に関する研究）  Ox総見規制手法開発委貝全  

0Ⅹ総量規制マニュアル作成委月食  

3．環境政策の形成過程に関する研究  合大気汚染影響総合解析委員会  
栄養化予】則手法開発委貝会  
質総量規制方式横言寸委員会  
薬廃棄物サン7■リング方法委月全  
型工業技術研究開発連絡会譲  
ラスチック一亮葉物組合処理システム研究会   

4．環境予測，管理，保全計画手法の開  

注）（）は計画中のもの  

研究課題 環境影響総合評価システムのフレームワーク設計  

〔研究担当者〕 内藤正明・後藤典弘・丹羽富士男・中形修身・北畠能房・  

森田恒幸・原利幸彦  

〔研究期間〕 昭和51年4月－（継続）   

〔目的） 環境影響評価（環境アセスメント）は，すでに各自治体あるいは国において法制化  

の方向にあるが，これを一つの政策決定システムとしてとらえると，その具休的体系がどう  

あるべきかについてはまだ明らかではない。本研究では，このシステムの総合的骨格（フレ  

ームワーク）を明らかにするとともに，システム概念設計を行うことを目的とする。  

（潅遇および成果】以下の研究項目を実施し長。①システム・フィージビリティの検討：ア  

セスメントが効果的に実施運用できるような社会システムとしての成立条件を検討するため．  

13－   



中公務の制度委貝会の「まとめ案」を基盤として，各手続き過程で実施すべき評価項目，手  

続きを実施すべき主体を明らかにした。また，福井県，栃木県，むつ小川原等の開発事例に  

ついての評価システムの検討を行い，さらに川崎市や宮城県など地方自治体の独自の法制化  

（条例や要綱）についても検討を行った。②システム・フレームワークの作成および検討：50  

年度に示したフレームワーク素案（第1次案）を改良した第2次案を作成し，これに閲し，  

評価対象となる行為の類型分け，環境影響要因の拾い出し，インパクトの環境変動のうち物理  

化学的あるいは生物学的過程，きらに人間へのインパクトの回帰過程における評価項目の整  

毯 また合意調整過程のあり方などを検討した。これらの検討に際しては，SCOPE活動委  

員会の環境リスクアセスメントの考え方やフレームワークと比較衡量を行った。また，シス  

テム運用に際して重要な陳述書作成費用については，米国等の事例を参考に検討を行った。  

（今後の計画〕 今年度作成検討したフレームワークに基づいて，今後はシステム運用のたゆ  

の各部分の詳細設計．標準的な適用手法の整理・向上化，さらに総合化を因っていく計画で  

ある。また，これらの結果がシステム運用に際してのガイドラインとなるべくマニュアル化  

を計画している。なお，本研究は今後とも環境庁企画調整局に設けられている環境影響評価  

システム研究会と密接な連携をとりつつ実施する。  

（研究発表）  

（講演）  

（1）後藤典弘・森H恒幸：環境影響総合評価システムについて．中部科学技術センター環境  

アセスメントセミナ【，名古屋．（51．11）  

（2）後藤典弘・内藤正明：環境影響評価のフレームワークと技法の問題点．化学工学協会第  

42年会，広島．（52．4）  

（印刷）  

（1）森田恒幸（1976）：環境アセスメントの考え五 はぐるま，鵬242，2ト28．  

（2）後藤典弘（1976）：環境評価の多様性．環境情報科学，5（4），2－7．  

研究課題 環境計画の方法論開発に関する基礎研究  

〔研究粗当者〕 内藤正明・中杉修身・飯倉善和・後藤典弘・北畠能房・  
田村正行  

〔研究期間〕 昭和50年4月－（継続）  

〔目的〕各種の社会活動（生産，輸送等）から生ずる環境汚染の防止は，防除のための諸施   

設の適用と同時に，発生活動そのものの改変という両手段の総合的な計画，さらにこれを行   

政的に裏付ける適切な環境規制があってはじめて有効になされるものである。その認識の下   

に，まず発生そのものを防止することの可能性とその論理を新幹線を対象に，また発生した   

汚染を防除するシステムのあり方を広域汚水処理システムを対象に即）上げて検討を試みた0   

さらにこれら汚染防止システムの機能を意義付ける法的規制のあり方を「総量規制」を対象   

に検討した。その各々は以下の通りである。  
〔経過および成果】㈹公む発生を抑える新幹線運行プJ■式：公震源の一つとして最近注目されて   

いる新幹線を取り上げ，騒音・振動による環境影響の毅も少ない運行，防止，防除策のあり   

方を経済社会的側面も加味して総合的に検討したゥその第2段階として，エネルギーと便益  
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を考慮にいれつつ，騒音による公害被害を馴、化する最適巡行速度配分をDP手法によって   

求めた。これは次の段階で防音施設をも加味することにより．新幹線公吉村策の決定に当っ  

て一つの示唆を与えるものとなろう。   

（B）総量規制のあり方に関する検討：今日の最大の環境行政課題の一つである総還規制（特に   

NOx，COD川こ関して適切な規制施策のあり方を検討した。その結果，総量規制の根拠は次  

の3つの大きな基準を設定した。  

1）環境保全上有意であること（Environmentallysound）  

2）経済・技術上合理的であること（Economicallyeffective）  

3）社会的に公平であること（Sociallyjust）  

これらの「規制が妥当であるための基準」に別して，現在考えられている総量規制プJ式が   

それにどのように対応しているかを考察した結果．現行のSOx総長規制で探聞されようとし   

ている手法は，3つの基準を十分にとは言えないまでも一応現実的な形で配燈するように設   

定されているが，それに引絞いて実施が検討されているNO2とか水質の線量規制については，  

SOxの場合に比べて多くの困難な点を含む。  

そこで，これら多くの問題点を踏まえて，現実的でかつ妥当な手順というのはいかにある  

べきかの一試案を提示した。   

（C）汚染防除施設の計画理念と手法二霞ヶ浦を対象に全体的な水系浄化対策を総合的に検討し，   

特に水質シミュレーション結果に基づいて，環境基準を満たす廃水処理プラントの設置計画   

の適正方式を探求した0さらに浄化登用負担のあり方を決定するための基本概念を検討し，   

これらを一連の汚染防除システムの計画手法として一般化することを試みた。   

（研究発表〕   

（印刷）  

（1）内藤（1976）：水質汚染現象のモデリングとシミュレーション．計測と制御．唖3），  

299．   

（2）内藤（1977）：総量規制施設のあり方に関する一考・軋公告と叶策，t3（1），1．   

研究課題 長期的な資源管矧こ関する実証的研究  

〔研究担当者〕 後藤典弘・中杉修身・北畠能房  

〔研究期間〕 昭和50年4月－（継続）   

〔目的〕 人間生態系を維持する物質およびエネルギーは資源からとり出されており，資源の  

状態が人間環境質におよほす影響は短期的にも長期的にもきわめて甚大である。また資源採  

取，加工製品化，流通，消費の各段階で廃棄物を発生あるいは廃棄物となるので，これを長  

期的かつ総合的に管理することは公害防止の面からも今後ますます重要となる。本研究で  

は，廃棄物を再び資引引こ還元するりサイクリングに着目し．これにより資源管矧こどのよう  

なインパクトが与えられるかを解析評価するのを目的とする。   

〔経過およひ成果） 前年度の研究に引き続き，リサイクリングの技術的評価研究およぴリサ  

イクリングの経済的評価研究の2課題について研究した。①リサイクリングの技術的評価研  

究：リサイクリング技術の評価を行い，技術プロセス解析によって最適なリサイクル比を  

求める手法の開発を目指した。まず，都了†iごみからのリサイクリング・プロセス・システム  
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を解析するため．システムにおける廃棄物のフローをマトリックス表示する方法を考えた。  

これは，ごみ質を表す廃棄物特性ベクトルと個々の処理あるいはリサイクリング技術の特  

性を表す要素技術ワーク・マトリックスおよび資源化の是非を判断するための評価マトリ  

ックスから成っている。廃棄物特性ベクトルは要素技術ワーク・マトリックスによって変換  

される。これに，評価マトリックスを作用させて，リサイタリングに伴う社会経済丸  

損境影響などの評価項目を算定し，このリサイタリング・システムの是非を判断する基礎デ  

ータを与える。個々の廃棄物特性ベクトル，要素技術ワーク・マトリックスの検討も始めて  

いる。特に各要素技術のサーベイを行い，要素技術を類型化し，ワーク・マトリックス作  

成の基礎データを一部収集している。リサイクリング・システムの評価に関連して，このプ  

ロセスと競合する廃棄物最終処分システムについて影響評価手法を検討している。まず．最  

終処分システムについての技術的な検討を行い，最終処分．特に埋立てにおける問題点を  

明らかにした。②リサイクリングの経済的評価エリサイクリング事業の経済的基盤について  

検討を加えた。また．リサイクリングに係る物質およびコスト収支式を明らかにし，リサイ   

クリングの事業基盤としてタン70・フィーがいかに重要かを明らかにした。これに関しては  

3自治体の実施例について解析を行った。次に，ダンプ・フィーの内容を検討し，外部不  

経済を内部化するコストをダンプ・フィーに含めるように提案した。一方．リサイクリング  

事業の経済性を見積るため，故紙からのパルプ回収を例にとって，処女資源との比較で機会  

費用の推計を行った。   

〔今後の計画〕上記の2課題について来年度以降も継続して研究して行〈。更にリサイク  

リングの社会的影響についても検討を加えていくつもりである。   

〔研究発表〕  

（講演）   

（1）Gotoh，S，andO．Nakasugi：Aneconomicalevaluationonurbanwasteresource  

recovery systems．環境システムに関するIFACシンポジウム，京都．（52．8）  

（印刷）   

（1）後藤典弘（1976）：資源化技術実用化の条件．月刊廃棄と臥（13），116－123   

（2）後藤典弘（1976）：廃棄物処理システム改善に関する考乳都市環境工学，  

8（2），3Ⅶ17．   

（3）後藤典弘（1976）：廃棄物処理の今後のあり九生活と環隠21（7），6－13．   

（4）後藤典弘（1976）：郡市ごみのコンクリートへの利札 コンクリート工学，唖9），61．  

研究誅囁 環境保全と経消活動の調和に関する基礎的研究   

〔研究担当者〕北畠能房・中杉修身・内藤正明・後藤典弘・森田恒幸・  

桜井美紀子  

〔研究期間）昭和50年4月－（継続）  

〔目的〕経済活動を消費活動，生産活動に大別しキ場合の主として生産部門における外部性   

の間掛こ的をしばり，厚生経済学的アプローチによる理論的枠組の設定と，それに基づいて  

のケーススタディを行うことを目指す。  

（経過および成果〕まず理論的枠組であるが，これは3つの段階から成っている。その第1  
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は各種稀少資源の各種生産活動への最適配分に関するもので，ここで最適性の規準となるの  

はパレート規準である。今，m種の生産要素（稀少資源）を用い■てR人の生産者がn種の経  

済財および結合生産物としての1種の公害因子を生産，排出しているとする。この仮定のも  

とで，任意に選ばれたある1つの財の生産を増やすには他の財の生産を犠牲にせずにはおか  

ないという意味でパレート最適な資源配分状態を求めるのが第1段階の目的である。この場  

合，各生産者の生産活動は他の生産■者によって排出された公害因子によって影響を受け，か  

つまた，自らも汚染者となり得るので，一般的には彼の生産関数は．経済財の生産およぴそれ  

に伴う用水等の前処理および公害因子の除去的処理の3つの側面を表現するものである。こ  

の第一段階は，価格メカニズムとは独立して純粋に技術的な生産関係に基づいて，所与の資  

源量の種々の経済財生産への最適酉己分を求めようとするものである。   

枠組の第2段階は，第1段階で示されたパレート最適性が，各人の生産関数を制約として  

R人の生産者の利益の総和を最大にすることによっても導き出せるということを示すことで  

ある。これは，生産関数が各生産要素についての収穫逓減則を満足しているという条件を付  

与すれば証明され得る。この第2段階は，いわゆる ≠外部性の内部化〝に関する部分で，外  

部性が完全に内部化されれば，その時の資源配分状態はパレート最適規準を満たしていると  

いうことを示している。   

しかしながら，R人の生産者が各自の私的利益追求をやめてR人全体の総利益を最大にす  

るように常に行動するとは限らないので，枠組の第3段階は，各生産者に，もしも彼が外部  

不経済を他の生産者に課しているならば課懲金を，外部経済を課しているならば補助金を与  

えて，たとえ各人が私的利益追求に邁進したとしても，第1，第2段階で示されたパレート  

最適性を満足するような結果を引き出そうとするものである。   

以上のように，本年度において我々の採用した理論的枠組みは，技術，経済，（ピグー流の）  

政策介入の3つの観点から，稀少資源の利用に関してパレート最適性を確保しようとするも  

のである。   

ケーススタディの対象地城として霞ヶ浦高浜入流域を選び，得られるデータおよび計算手  

法上の制約もあって，我々の理論的フレームワークの全面的適用は無理と判断し，第2段階  

（および間接的に第1段階）に多少の修正を加えて適用することを試みた。すなわち対象沈城  

内の各生産者を（BOD指標による）汚染者と被汚染者の2つに大別し，前者の生産量は現状  

値に固定し．後者の生産量をパラメーターとして扱うことにした。この仮定のもとで第2段  

階の分析を遂行するためには．どうしても水質の総量規制という概念を導入せねばならない。  

それゆえ我々の問題は，総量規制のもとで対象流域全休の公害処理費用を最少にするような  

流域汚水処理システムを求めるということになる。この間題の定式化およぴその中間結果は  

以下の〔研究発表〕に報告されている。  

〔今後の計画） 本年度に用いられた理論的枠組みにおける主要な問題点は2つある。その1  

つは，公共下水道の例からもわかるように，公害処理における規模の経済に関しての公共部  

門の役割とそれに伴う費用負担（とくにPPPとの関連において）の問題であり，もう1つ  

は，公害の処矧こ関して，自然環境の果たす役割りについてである。これら2つの点をどの  

ように理論的枠組みの中に取り入れて明確化していくかが今後の検討課題である。  

〔研究発表）  

（講演）  

（1）北畠能房・中杉修身・宮崎忠国・内藤正明：高浜入江周辺を対象とする削ヒ対策モデル  
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手法の一考察．国立公害研究所大型研究施設竣工記念講演会およぴシンポジウム，  

筑波．（52．2）  

研究課題 住民参加による意思決定システムの機能論的解明  

〔研究担当者〕 丹羽冨士男・後藤典弘・原料幸彦・森田恒幸  

（研究期間） 昭和51年4月－（継続）   

〔日的〕 多大の環境変動をもたらす開発行為等の実施に際しては，影響を受ける地域性民の   

参加によるコンセンサスが重要である。本研究では，住民参加のシステムが，とくに環境影   

響評価制度においていかにあるべきかを明らかにするため，このシステムを機能論的に追求  

し，望ましい住民参加方式を提案することを目的とする。   

〔経過および成果） 以下の研究項目を実施した。①住民参加の機能と構造分析：住民参加の   

機能は政策形成過程の部分機能として検討を加える必要がある。そのため，各種の環境に係  

る枚策形成過程をサーベイすることにより，この過程に対して住民参加の果たした機能を抽出  

し，整理かつ体系化した。さらに文献サーベイにより，既存の住民参加方式を調査し，参加  

規模，情報量，情報構造等により分類整理した。②インタビュー調査による住民の意識形成   

構造の分析：環境影響評価制度における住民参加を考察するためには，一般住民の環境に対   

する意識形成の構造を明確化する必要があり，そのための基礎研究として，マスコミ等を通   

じた新情報に対する一般住民の反応に関する調査を実施した。ニの調査は，一般住民に対し   

て，公害に係る技術開発情報への反応と，知識量・情報源・開発主体及び政策主体の特性等  

との関連について質問したものである。調査結果の分析より，意識形成構造と情報量及び情   

報構造等との関係が明確にされた。③実験による参加方式の機能進行度の測定：いかなる参   

加方式がどのような機能を果たすかを公析するためには，コントロールされた場での実験が   

不可欠となる。そのため，筑波大学の学生を対象とした「構内交通政矧こ係るアセスメント」   

への実験的参加を企画実施し，各種の指標を計測することにより，参加方式の違いによる機   

能遂行度の差を測定した。制定結果の分析により．ORAKELのごとき大規模参加方式を環   

境影項評価に・用いる場合の，利点及び欠点が明確にされた。  

〔今後の計画〕本研究課題は今年度内に一応の成果を得たので，昭和52年度からは「環境政   

策形成の理論的・実験的研究」の一部に位置づけて，より高次の検討を行うことを計画して  

いる。  

〔研究発表〕   

（講演）  

（1）丹羽・後藤・即斗・森H：技術開発に対する社会的反応に関する調査研究．  

（財用木科学技術振興財【乱 東京．（52．3）   

（2）丹羽富士男・森圧‖亘幸：市民参加のための実験的会議．ディスカッション・ペーパー  

鼠軋（52．1）  

2．2．2 計iRり 技 術 部   

研究計画とそのねらい  
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本研究部は人間をとりかこむ環境の状態を正確に把握するという立場から，大気，水，生体中  

の環境汚染物質の測定技術をはじめとして，現場を適正評価するための計測方法を研究するとと  

もに計測方法の統一化と自動化等計測技術の改良 開発を行うことを目的としている。   

研究室構成は大気計測，水質計測．生体化学計測と対象別で，いずれもそれぞれの媒質中にお  

ける汚染物質の分析方法の研究を主として行う。   

当初は人月や機器の関連から研究テーマは，主として無機物をあつかうものと，有税物をあっ  

かうものと二つであったが，人月の増加にともなって，研究課題も以下のごとく対象別に分化し  

てきた。しかし研究の桂としては微量の重金属の定量法およぴその存在状態の解明，および微量  

汚染有機物の系統的な分析法の確立ということにまとめられ，前者については原子吸光分析法．  

螢光Ⅹ線法を主要な手段として用い，後者では各種タロマトゲラフ法と質量分析法の組み合せに  

よる方法を武器とする。いずれも機器分析法が中心であり，その方法は種々の対象物にたいして  

広く応用する可能性をもつものである。とくに多元素同時分析システムやスパーク源四垂施質量  

分析計の開発研究といった機器の開発に力をいれていることも本研究部の特徴である。  

研究課題 降水中の汚染物質の測定に関する研究  

〔研究担当者）安部書也・藤井敏博・河合崇欣・横内陽子  

〔研究期間〕 昭和51年4月（継続）   

〔目的〕 大気汚染の指標として，また大気汚染物質の移動過程として重要な意味をもつ降水  

中の汚染物質濃度について系統的な測定方法の確立を目標とし基礎的な検討を行う。   

〔経過および成果】 細東京都内および研究所において毎月ごとに降水および降下物を採取し  

試料の採取と保有方法について検討を行った。特に微粒子および有機成分の処理については  

問題が多く今後更に検討が必要である。また採取した一雨ごとの試料について溶有性有機炭  

素（DOC）の測定法を検討し，海水について開発されたMenzel法を適用することの可能  

性が確かめられた。   

（B）降水その他各種天然水およU：水道水中の微量有機汚染物質のGC－MS直接導入法による  

分析法について検討した。適当なカラムを用いる事により目的物質を水分と分赦することで   

100－1000JJlの試水を直接GC－MSに導入することが可能になった。さらにマスフラグメン  

トグラフイーを用いることでCHC13，CHCl＝CH2，CHCl＝CC12，CCl4，CC12＝CC12そ  

の他の有機ハロゲン化物についてppbレベル以下の制定が出来るようになり，若干の水道水お  

よび雨水について応用を試みた。   

（C）酸性雨などで問題となる降水のpHについて連続自動測定を行う装置を作成するためにpH  

用イオン電極の自動温度補償の可能性について検討した。温度変化にともなうpH電位のズレ  

が直線的であることが実験的に確かめられこの直線の勾配がpHにより異なることが明らかに  

なった。さらに電極内部溶液の組成を調節することによってこの傾きを一定にする可能性が  

確かめられたので，これらの結果を総合することにより，新しい方式によるガラス電極法に  

よるpH測定の際の自動温度補償法の見通しが得られた。  

〔今後の計画〕降水試料の採取方法および保存方法についてさらに検甲を加えるとともに，  

降水の自動試料採取装置の開発を計画中である。   

〔研究発表〕  
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し講演）  

（1）藤井，不破：検水の直接導入GC－MSによる水道水中の有機塩素化合物の分汎有機マ  

ススベタトロメトリー討論会，野臥（51．11）   

（印刷）   

（1）Fujii．T．：ThedeterminationoftracesoforganohalogencompoundsinaqueousSO’  

1utionbvdirectaqueousgaschromatographyrmassspectrometry andsinglp  
iondetection．AnalyticaChimicaActa．（inpress）   

（2）FuJii．T．：Directaqueousiruectiongaschromatography－maSSSpeCtrOmetryfor  

lessthanppblevelanalysisoforganohalidesinwater．Jour．ofChromatogr・  

（inpress）  

研究課題 スパーク源四重壌質量分析計の開発  

〔研究担当者〕 藤井敏博  

〔研究期間） 昭和51年4月54年3月  

【目的〕迅速で簡単であることが必要な環境汚染試料の分析手段として，スパーク源四重極   

質量分析計（SparkSourceQuadrupoleMassSpectrometer，SSQM）の開発を行う。特  

に大気微粒子等固体試料の元素分析を目標とする。   

〔経過および成果〕 ㈹SSQMのスパーク源を試作し四重板質量分析計と組み合わせるための  

イオン光学系（スリット系，エネルギーアナライザー，減速レンズ系，モニター電撞）につ  

いて検討後，基本設計を完了し，試作に着手した。   

（B）SSQMの構成要素として計画しているパルスカウント法について，さしあたりGC－QMS  

に組み合わせることにより，その方法の計数特性を明らかにし，その有効性を確認した。   

〔今後の計画〕装置の完成を待って大気中の微粒子等の元素分析に応用するとともに，さら  

に高感度化およぴイオンビームの安定化による性能の向上をはかる。   

〔研究発表〕  

（講演）   

（1）藤井・不破：スパークイオンソース四重極質量分析計の可敵性について．24回目本質量  

分析学会，東丸（51．7）   

（2）藤井t不破：GC－MSにおけるイオン計数法とその特帆応用スベタトロスコピー討論  

会，東京．（51．10）  

（印刷）   

（1）藤井（1976）：GC－MSにおけるイオン計数法とその特性．質量分帆24，253．  

研究課題 水中の汚染物質の多成分同時分析法の開発とその応用に関する研究  

〔研究担当者） 不破敬一郎・大槻 晃・安原昭夫・古田直紀  

（研究期間〕昭和50年4月（継続）   

〔目的）水中の無機および有機成分を出来るだけ簡易に多成分を同時分析する方法の開発研  
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〔経過および成果〕㈱連続光源付原子吸光分析装置による多元素同時分析システムの開発   

紫外領域（200～400nm）でも輝度の強い連続光源としてOSRAM社製Ⅹe450WXBO／4を従  

来の原子吸光分析装置に取I）付け，フレーム中の直子および分子による吸収スぺクいレが同  

時に測定出来るようにした。検出器としては紫外領域の光に対して高感度な光■に子増倍管R  

919を使用し，検出されたスペクトルをアナログ信号のまま磁穴テープに一時記憶させてお  

き．後で水によるバックグラウンド吸収を差し引きバックグラウンド補正宜行うことが出来  

る。隈子吸収スペクトルによる9金属元素の同時分析の検出限界を求めた。また分子吸収ス  

ペクトルからアルカリ金属塩によるバックグラウンド吸収は酸化物（MO）の光解離過程に  

よる吸収に，ハロゲン化物はハロゲン化物（MX）の光解離過程によるl吸収，リン酸塩は一酸  

化リン（PO）による吸収，硫酸塩は二酸化イオウ（SO2）による吸収がそれぞれ琉なって  

いることが明らかになった。  

（B）高速液体タロマトグラフを用いる有槻汚染物質の分析法の研究   

50年度にひきつづき，7タル酸エステル類の逆相吸着クロマトグラフィーの基礎的条件の  

検討をおこない超過分析条件を設定した。しかし湖水中に標準物質を添加した場合，その回  

収率はn－プチル，n－ペンチルフタル酸エステルをのぞき，アルキル基の炭素数が7コ以  

上は回収率が50％以下であり環境試料の分析にはさらに研究が必要である。  

忙）排水の塩素殺菌過程における有機塩素化合物の牛成とその光分解に関する基礎的研究  

（1）フェノール水溶液に各種濃度の塩素ガスを溶解し，フェノールの変化と生成物をガス  

タロマトグラフと質量分析計を用いて測定した。（2）次に主生成物の中の2一，3および  

4一タロロフェノールを10ppm水溶液にして紫外線を照射してその変化を調べ，分解速度を  

測定した。（3）2－，3－およぴ4－タロロフェノールの10ppm水溶液に，種々の量の過酸  

化水素を加えた後，紫外線を照射して過酸化水素を加えない場合との比較をおこなった。そ  

の結果，1000ppmフェノール水溶液のタロル化では5種類のタロロフェノールが生成し，10  

ppmでは主生成物は2一および4－タロロフェノールであった0これらは強い消毒液臭を持  

っていた。2－，3－および4√タロロフェノールの水溶液を紫外線照射した結果，過酸化  

水素がない場合には一次反応で分解がおこり，4－タロロフェノール，2一クロロフェノー  

ルの順に分解しにくくなることが明らかになった。過酸化水素が存在する場合には，過酸化  

水素の濃度が増加するに従って2一タロロフェノールの分解速度は増加し，4－タロロフェ  

ノールのそれは減少した。  

〔今後の計画〕㈹に関しては，連続光源を用いた場合の多元素同時分析の基礎的研究を終了  

し，今後高分解能分光器およびオブチカルマルナチャンネルアナライザーを導入し，感度上  

昇をはかるため，来年度以降は個別の研究課題として継続実施する。  

（B）に関しては，来年度以降別の研究課題と統合して継続実施する。  

〔研究発表〕  

（講演）  

（1）古田・原口・不破：フレーム発光および吸収スペクトルの研究，アルカ㌧レ＼ライドの光  

解離過程．分析化学討論会，鹿児鼠（51．5）  

（2）大槻・安原：高速液体タロマトグラフを用いる水中有機物の直接分析法，水中の7タル  

酸エステルの分析法の検札分析化学討論会，鹿児軋（51．5）  

（3）古田・原口・不破：フレーム発光および吸収スペクトルの研究，多元素同時分析の試み．  
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日本分析化学全年会，新潟．（51．10）   

（印刷）  

（1）Haraguchi．H．，N．Furuta，E．Yoshimuraand K．Fuwa（1976）：Analogdatatreat－  

mentofspectrainflame absorptionandemissionspectrometry．Anal．Chem．，  

48，2066－2069．   

（2）舌村・古田・不破（1977）：フレーム分帆 ぶんせき，2，105－110．  

（3）Otsuki，A．（1977）：Reversed－phaseadsorptionofphthalateestersfromaqueous  

SOlutions andtheirgradientelutionusingahigh－performanceliquidchroma－  

tographJ．Chromatogr．．133，402－407、  

研究課題 水中に存在する微量有機汚染物質の同定定量に関する研究  

〔研究担当者〕 大槻 晃・安原昭夫  

（研究期間） 昭和51年4月－（継続）   

（日的〕 上水道の水源となる河畔水および湖水中の微量有機汚染物質のりストを作成する。   

〔経過および成果） 仏）GC－MSによる揮発性成分の同定定量   

（1）河川水中に溶存する微量有機物を減圧蒸留により揮発性成分を分離し，さらに溶媒抽出  

して減圧濃縮し，これをGC－MSにより同定をおこなった。揮発性有機物の大半は炭化水素  

およぴ7タル酸エステル頬であり，新しく1，5－dトtrbutyl－3，3rdimethylhicyclo〔3，   

1．0〕hexanL2－Oneと推定されるピークを検出した。（2）河川に流入する養豚場からの  

排水中の揮発性成分を水蒸気蒸留にi：り分離し，揮発性カルポン酸をGCqMSで同定した。   

（B）FD－MSによる不揮発性成分の同定定量  

水中の懸濁性物質を除くために広く用いられているメンプレンフィルターから．ろ過の際  

なんらかの化合物が溶出され有機物分析に際して問題になっていた。この化合物を逆相吸着   

クロマトグラフィーにより単離し，非イオン界面活性剤の一つであるポリオキシュチレンノ  

ニールフユニールエーテルであると同定した。   

（今後の計画〕 本研究は来年度以降別の研究課題と統合して継続実施する。   

〔研究発表〕   

（講演）   

（1）安原：養豚排壮物中の揮発性酸性成分の同定．有機化合物のマススペクトロメトリー討  

論会，野田．（51．11）   

（印刷）   

（1）Yas血ara，A，and K．Fuwa（1977）：Odorandvola［iJecompoundsin】iquidsw7ne  

manure．I，Carboxylic acidsandphenoIs．Bu11．Chem．Soc．Japan．50，731－  

733．   

（2）otsuki，A．andK．Fuwa（1977）：IdentificationofanorganlCCOmpOundleached  

fromamembrane filter．Talanta．inpress．  

研究課題 生体中の重金属の存在状態およぴその分析法に関する研究  
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〔研究捜当者〕 岡本研作・佐竹研一・山本祐子  

〔研究期間〕 昭和51年4月－（継続）  

〔目的〕 生体中における重金属の分布および存在状態，ならびに周辺の環境との閑適を明ら   

かにするとともに，環境試料中の重金属の分析法について再検討し．評価を行う。  

〔経過および成果〕刷生体中の重金属の存在状態に関しては，コバルト蓄積梱物リョウプを   

とりあげ，試料を緩衝液中で破砕後，抽出し，イオン交換セルロース法，ゲルろ過法などを   

用い，コバルトおよび他の重金属との化合物を分離精製し，リョウプ中のコバルトには少な   

くとも三つの成分があり，その一つは比較低分子（分子量約数百）のものであることがわか   

ったb さらにりヨウブより鋼蛋白質（ブループロテイン）を分離した。   

（B）エネルギp分散形螢光Ⅹ線分析装置を用いて植物体試料中の重金属量をDDTC沈殿法に   

より正確に定量できることを確認するとともに，各種生体試料中の無機元素の非破壊分析の   

可能性を検討し，生体標準粉末試料については，K．Ca，Mn，Fe，Ni，Cu，Zn，Rb，Sr等の各元素の   

存在量とカウント数がほぼ半対数比例の関係にあり，定量的測定の可能性が認められた。ま   

た生きているままの試料に直接Ⅹ線を照射した場合に受ける放射線障害について予測するた   

め．この装置において試料に照射されるX線量を測定した結果．40～100Rの範囲であり，   

小形の動植物を生きたまま分析試料として使えることが明らかになった。   

（C）フレームレス原子吸光法による生体中の重金属の分析法を検討するとともに，各種植物体   

中の微量金属の測定を行い，リョウプはコバルト（Co）の他にMn，Ni，Zn，Cdについても選択的  

に濃縮する植物であることがわかったので，リョウプを植物分析用の標準試料とすることを   

検討し，試作の準備を開始した。  

〔今後の計画〕 植物体中の重金属の存在状態および分析法についてさらに研究を続けるとと  

もに標準試料の試作を実施する。   

（研究発表〕   

（講演）   

（1）不破・角田・土器屋・岡本・根本・戸田：生物標準試料の作製と評帆（Ⅰ）茶葉試料の調  

製と原子吸光分析．分析化学討論会，鹿児鼠（51．5）   

（2）岡本・根本・不破：生物標準試料の作製と評胤（nl）茶葉試料の蛍光Ⅹ線分析．分析化  

学会年会，新潟．（51．10）   

（3）Okamoto，K：Ⅹ－rayfluorescencemethodandquadrupOlemassspectrometryofsome  

environmentalsamples．ET米科学協力事業合同セミナー，／、ワイ．（51．12）  

研究課題 環境における重金属のNMRによる非破壊状態分析に関する研究  

【研究旭当者〕 盲田直紀  

〔研究期間） 昭和51年4月一52年3月   

〔目的〕 海水，湖水，土壌などの環境中の重金属の非破壊状態分析を行い，その存在状態を  

明らかにする。  

〔経過および成果〕海水中の水銀の存在状態を明らかにするための予備的研究として・慧CI   

NMRの線巾を測定することにより水銀を分析し，水銀以外の金属による35CINM長の緑巾  
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への影響を調べた。NaCl水溶液の35CINMRの横緩和時間T2をCarr－Purcell・Meibo－  

om＿Gi11法により測定し，主磁場の不均一性による効果が無視できることを確認した。ま  

が5cINMRの線巾により検出限界約3ppm水銀の運動状態が解析できることが判明した。  

2．2．3 大 気 環 境 部  

研究計画とキのねらい   

本研究部は大気汚染現象を解明するために，  

（1）大気中の汚染物質（主として，NOx，SOl，オキシダント，エアロゾル）の分布ならびに移  

流拡散  

（2）大気中の化学反応によって生ずる光化学スモッグのような2次汚染物質の生成機構を研究す  

ることを当面の研究目標にしている。   

そのために大型研究設備として，光化学スモッグチャンパーが，日製産業一日本真空共同事業  

体の手によって完成し．所定の性能を示すことが試運転によって確かめられた。ブロック・エン  

ジニアリング杜によるフーリエ変換赤外分光器，ならびに多重反射用の反射鏡は4トン余りのコ  

ンクリート台の上に同定した。このような加熱排気可能な赤外分光器は世界にも例を見ない。   

チャンバーの照射光源には太陽光と類似した分光特性をもつ19個の1ワットのキセノン灯が用  

いられた。反応物質および生成物の分析装置としては，日電バリアンのガスクロマトグラフ質量  

分析装置をはじめ，オゾン計，NOx計，レーザーを用いた光散乱計が附属している。   

光化学スモッグの発生機構の解明のためだけではなく，NOJHC／03の定量的関係を基礎にし  

たオキシダントの規制値の決定，炭化水素類の光化学反応性の数値化など汚染物貿の規制方法の  

検討のためにスモッグチャンパーの重要性は新たに高まっている。これらの諸問題を解決するた  

めには多くの実験データが必要であり，米国の同種チャンパーと同様，サンプリング並びに測定  

の自動化が望まれる。   

環境用大型風洞は川崎重工によって建設の途上にあり，来年度末には完成する予定である。   

研究所の計測車に搭載するレーザーレーダーは東芝製のYAGレーザーと日本電気製の色素レ  

ーザーを既存の受光望遠鏡に設置して用いるように製作された。測定データは磁気テープに記労  

し，研究所の大型コンピューターで処理される。これは計測車にミニコンピューターを設置して  

観測時に測定結果が判明するように改良する必要がある。   

レーザーレーダーは逆転層の測定に実用化きれているが，最近，問題になっている高煙突から  

の煙の拡散ならびに煙の内の汚染質の化学反応の問題に対しても有力な測定手段として用いるこ  

とができる。   

大気物理研究室は大気中の汚染物質の立体分布を遠隔測定すること，ならびに逆転層の高風  

風速のような気象要素を遠隔測定するために，各々に適したレーザーレーダーを製作し，7イ‾  

ルド実験を行った。   

大気化学実験室では，前年度に引き続き，光化学スモッグの生成機構を解明するために・′ト型  

スモッグチャンバー中で，種々の条件下で汚染物質を生成させ，ガスマスによって生成物の国定  

を行った。また，光イオン化質量分析計などによって光化学スモッグ生成に関与する素反応の  

研究を行った。   

大気環境計画研究室では大型風洞の設置に先だって，大気汚染に関連するフィールド実験を行  

った。接地大気境界層での拡散度の日変ならびに逆転層高度の日変化を測定した。後者について  

－24－   



は音波レーダー，レーザーレーダー，カイツーンの3種の方法による測定結果を比較した。また  

小型風洞によって単純な建築モデルの周囲の汚染賀の拡散を研究した。   

エアロゾルに関しては正確な測定方法が，サンプリング法を含めて，確立していないので，そ  

の検吉寸から開始した。  

研究課題 ミ一散乱レーザーtレーダーに関する研究  

〔研究担当者） 竹内延夫・清水 浩  

〔研究期間〕 昭和51年4月－（継続）  

〔目的〕 ミ一散乱によるレーザー・レーダーは大気汚染物質の移流拡散，大気混合屑の構造   

および時間変化，エアロゾルの空間分布や，排煙の観測に最適であるが，膨大なデータ量を   

処理するにはコンピュータ化することが不可欠である。前年度の「大気汚染測定用レーザー  

・レーダー・システムの検討および予備実験」を継承して．新たにコンピュータによるデー   

タ処理の機能を備え，フィールド計測車に搭載されるレーザー・レーダー・システムを完成   

し．フィールド計測に使用する。  

〔経過および成果〕㈹3階ベランダに受光翠遠鏡を設置して，クーデ方式（レーザー光源を   

別に設置し，レーザー光を望遠鏡回転軸を通して．送光・受光の両光軸をすべての掃引角度   

で一致させる方式）で窒素レーザーを光源としてA－スコープの観測および動作試験を行っ   

た。受光望遠鏡を掃引の際に，入念な光軸調整を繰り返しても，送光・受光南光軸の平行性を   

保つことは困難であった。これはクーデ光学系の調整機構は特別の精度を要求されることを   

意味する。この問題はYAGレーザーを構入して望遠鏡側面に直鞍取りつけることによって   

解決され，水平・垂直面内の掃引が可能となった。また．掃引速度も両方向とも100／秒に   

変更した。データ処理を含めたレーザー・レーダーの全体の仕様は第1表に示した。  

（B）レーザー・レーダーの受光信号をコンピュータ処理するために．トランジュントレコー   

ダーと磁気テープの組み合わせによるデータ記録装置を製作した。磁気テープ・レコ【ダー   

は将来，システム全体をプログラム制御する設計とした。データ取得のソフトウエアやデー   

タ処理は環境情報部電算機管理室および情報システム室の協力によって行われた。  

このレーザー・レーダー・システムを用いて．雲のパターンを一定時間毎に測定し，その   

時間変化から上空の風向・風速を求めた。  

（C）フィールド計測車にレーザー・レーダーを搭載できるように，床下にオイル・ジャッキを   

組み込み，天井がスライドして開くように設計された。また，それに合わせた仕様でYAGレ   

ーザーを製作し，実際に搭載して動作試験を行った。  

（今後の計画） コンピュータ制御システムを完成させて計測単に搭載し，実際のフィールド   

計測を行い，データの輿積を図るとともに，測定法の確立を行う。  

〔研究発表）   

（講演）  

（1）竹内延天・清水 浩・安岡着丈・植田洋匡・奥田典夫：レーザールーターによる風向・  

風速の3次元的測定法の開発．レーザー・レーダー・シンポジウん東京．（52．い  

（2）清水 浩・竹内延夫・奥田典夫：レーザー・レーダーによる大気状態の総合的測定法．  

応用物理学全，横浜．（52．3）  
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（印刷）  

（1）竹内延夫（1976）：レーザー・レーダーの原理と応用．インタ「フェース，2（2），  

36－43．  

第1表 レーザー・レーダー・システム仕櫓  

機種 DM901（岩通）   

ゲート幅 最小10ナノ秒   

語数 最大1024×2   

精度 8ビット／語  

2）コンピュータ   

機種 NOVA Ol   

メモリー容量 32キロ語  

3）磁気テープ・レコーダー   

槻種 VD75   

トラック数 9，記録密度 800BPI   

サイズ 2400フィート   

記録速度 60KB／秒  

YAG：Ndレーザp   

基本波長：1．06仰l出力：100mJ／パルス   

第2高調波  

波長：0．532J‘m 出力：10mJ／パルス   

繰り返し  
周波数：40，20，ユ0，5パルス／秒  

受光望遠鏡  
カセグレン型．口径：3（km  

架台  
フォーク型  

掃引：水平・垂直方向とも100／秒  

データ処理  
1）トランジュント・レコーダー：  

研究課題 波長同調型レーザー・レーダーによる汚染物濃度分布測定に関する研究  

【研究担当者〕 竹内延夫・清水 浩  

〔研究期間） 昭和51年4月一（継続）   

〔目的〕 前年度の「レーザー・レーダーの基礎研究」を継承し，各種の汚染気体浪度測完法   

のうち差分吸収散乱方式（DAS方式）に研究対象をしぼって，DAS方式を実用化するた   

めに必要なレーザー光源の検討・試作，感度計算，システムの検討，必要な基礎分光データ  

の取得を行う。   

〔経過および成果〕 伍）前年度に引き続いて，汚染気体計測に必要な狭スペクトル帽で高出   

力な波長可変レーザー 光源を得るために，窒素レーザー励起の色素レーザーの実験を行った。  

ロータミン6G色素のエチルアルコール溶液を用いて，レーザー共振器内のど－ム拡大器を  

改良し，回折格子を高分散のものに変えることによって5×10－3Tmのスペクトル幅を得るこ  

とができた。さらにユタロン板を挿入することによって10－㌦mのスペクトル幅が得られる  

と期待される。   

（切色素レーザーを光源とするDAS方式レーザー・レーダーの感度を到達距離や検出濃度を  

パラメーターとして計算し，距離2kmで，濃度1ppm，距離分解能100mの測定が現状の技   

術で可能なことを見い出した。それにもとづいて，2波長交互発振可能な色素レーザーを製  

作した。   

匿）大気圧中での微量汚染気体の分光基礎データを得るために，NO2のスペクトル幅および吸   

収強度を種々の雰囲気圧力のもとで測定した。測定は，東京大学理学部物理教室の分解能50   

MHzの波長連続可変色素レーザーを使用して行った。  
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〔今後の計画〕 狭スペクトル幅の色素レーザーを安定化・高出力化し，野外計測に便用でき   

るようにする。さらに，波長を連続自動可変にできる機能をもたせ，実験室内で基礎分光デ   

ータが取得できるようにする。   

また，本年度製作した2波長交互発振色素レーザーをフィールド計測車に塔載して野外の  

NO2濃度分布の計測を行う。   

（研究発表〕   

（講演）   

（1）竹内延夫・清水 浩：差分吸収型レーザー・レーダーの到達距離に関する考察．応用物  

理学会，仙台．（51．10）   

（2）竹内延夫・清水 浩・奥田典夫：DAS方式によるNO2濃度の検出感度．レーザー・レ  

ーダー・シンポジウム，東京．（52，1）   

（3）岸田俊二・鷲尾邦彦・竹内延夫・清水 浩・奥田典夫：NO2監視用レーザー・レーダー  

光源の開発．レーザー・レーダー・シンポジウム，束京．（52．1）  

研究課題 ラマン・レーザー・レーダーに関する研究  

〔研究担当者〕 清水 浩・竹内延夫  

〔研究期眉〕 昭和51年4月－（継続）   

〔日的） 汚染物濃度や温度．湿度，視程などの気象要素の空間立体分布をラマン散乱に基づ  

いて測定するために必要な基礎資料を得る。   

（経過および成果〕 大気汚染気体を分光的に計測する場合には，汚染物質が大気圧中に存在  

するために，真空に近い状態で得られた基礎データが使用できないことがある。汚染物質と  

してSO2気体を選び，無機材質研究所のレーザー・ラマン分光計を使用して，散乱断面梯の  

圧力依存性を測定した。その結果，大気圧中でも，低圧でも，一分子当りの散乱断面積に変  

化がないことが確かめられた。  

温度，視程の空間分布測定の基礎資料として，N2の振動回転ラマン散乱の微細構造と02  

の反ストークス線の強度を測定し，それらに基づいて，ラマン散乱を用いた温度，視程の空  

間分布潮定の検出能力を計算した。   

〔今後の計画） 温度制御ができ，しかも迷光が少ないラマン散乱用の試料セルを製作して02  

およびN2のラマン散乱の温度依存性を測定し，温度計測の計算の詳細な資料を得る。フィ  

ールド計測車のレーザーーー・・・レーダーによって上空の温度．湿度 視程の測定を行う。   

【研究発表〕  

（講演）   

（1）清水 浩・竹内延夫・奥田典夫：ラマン散乱を用いる大気温度の遠隔的測定法の比較  

検討．レーザー・レーダー・シンポジウム，東京．（52．1）  

研究課題 赤外レーザーーー・・・レーダーの基礎技術に関する研究  

〔研究担当者）竹内延夫・清水 浩  
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〔研究期間〕 昭和51年4月Ⅶ（継続）   

〔日的〕 可視・紫外光領域の吸収だけでは測定できる汚染気体の種類が限られる。全ての汚  

染気体，特に炭化水素を測完するには赤外光領域の吸収を用いると感度良く測定できる。赤  

外領域の分光計別法およぴレーザー・レーダーの基礎技術の開発のために，波長可変レーザ  

ーを光源とする汚染気体の分光特性の研究や長光路吸収実験を行う。   

〔経過および成果〕 まず，赤外レーザー・レーダーの設計の基本データを得るために各種の  

赤外レーザー光源の比較，被測定汚染気体の検札 測定感度の計算を行った。その結果，半  

導体レーザーが，製品の入手の可能性や取り扱いの点から優れており，大気の窓にあたる波  

長域を利用して，炭化水素，NO．NO2．SO2，03，COなどの汚染物質の測定が可能である  

ことがわかった。最初の例として，既に開発されている半導休レーザーと波長が一致する  

SO2を選び，長光路吸収による測定実験を計画した。   

〔今後の計画〕 液体窒素温度動作のPbl－XSnxTe半導体レーザLを光源としてSO2を測定  

するために，レーザー光源の周波数・出力安定性のテストや長光路伝幡実験を行い，最終的  

には長光路吸収法による測定システムを製作し，野外測定を行う。   

〔研究発表〕  

（講演）   

（1上竹内延夫：1mW半導体レーザーによる大気汚染検札微小ギャップ半導体研究会，東  

京．（52．3）  

研究課題 ′ト型ガラスチャンパ、による光化学スモッグ生成機構の研究  

〔研究担当者〕 秋元 謹・菅田仲明・星野幹雄・井上 元  

〔研究期間） 昭和50年4月－（継続）  

〔日的〕光化学大気汚染Iこおいてはオゾン以外にも多くの二次生成物が生成され，しかもそ  

れらの柾頬および生成機構は一次汚染物貿である炭化水素の種類によって異なることが予想  

される。本研究では各種の炭化水素一望葉酸化物の光化学反応における生成物の同定を行  

い，それら二次生成物の生成機構について明らかにすることを目的とする。  

〔経過および成果〕本年度は前年度のトルエンーNO2－02／N2系の実験に引き続き，以下  

の三項目についての実験を行った。実験に用いられた小型スモッグチャンバーはパイレック  

スガラス乳 内径240叫良さ1660mm，の円筒型で，内容積約70恩，1×106torr以下に高貴   

空排気可能のものである。光源としては500wの高圧キセノンアークランプを用い，楕円鏡，  

レンズ，放物面銑によって光束径約200mの平行光線とした。この光はチャンバーの両端に，   

金属性フランジ（内面テフロン被覆）を介して取りつけられた厚さ20mmのパイレックス窓を  

通して，円筒軸に平行にチャンバー内に照射された。  

反応気体のサンプリングは内径2mのガラス管を通じて適時，一定量（約600cc）を取り出  

した後，シマライトQ充項のU手管（液体窒素温度）または一600c冷却のガラス蛇管（内径  

2叫 約4m）を用いて低温濃縮した後にガスタロマトグラフに直接導入し，定量を行った。   

後者の濃縮方法は特に反応生成物のフェノール顆と反応軌NO2の濃縮管内での熱反応を防  

ぐために有効である。   

（i）トルエンー亜硝酸－02／N2系反応生成物の研究では亜硝酸（HNO2）の光分解によっ  
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て直接0Iiラジカルを生成させ，NO，NO2の存在下でOHラジカルとトルエンの反応による   

生成物について研究した。反応生成物としてはベンズアルデヒド．クレゾール，ニトロトル   

エン，硝酸ベンジル，ニトロクレゾールなどが同定されたっ 反応生成物の種類は前年度に行   

ったトルエン＋M元一02／N2系の場合と同じであるが，それらの生成比はかなり異なり．特にm   

一ニトロトルエンの生成比が多いことが大きな特徴である。反応生成物比の検討からOHラジかレ   

とトルエンの反応はOHラジカルによる側鎖メチル基からの水素引き抜きと，ベンゼン環への   

OHの付加反応の両者があることが明らかとなった。   

（ii）ベンゼン，エチルベンゼンー亜硝酸－02／N2系光化学反応生成物の研究では，ベン   

ゼンの場合生成物はフェノール．ニトロベンゼンであり，エチルベンゼンの場合生成物はベ   

ンズアルデヒド，アセトフユノン，エチルフェノール．ニトロエチルベンゼンであった。こ   

れらの生成物の内，ニトロ化合物の相対生成量はトルエンの場合と同様に初期NO2膿虔の高   

い方が大きくなる。反応生成物の検討から一般にOHラジカルと芳香族化合物の反応は側鎖   

メチル基からの水素の引き抜きと，ベンゼン環への付加反応の両者が平行して進むことが   

明らかとなった。   

（Hi）炭化水素－NOx一空気系の光化学反応において見掛上，炭化水素1分子がNO分子何   

個を酸化するかを測定するため，16種の各種炭化水素について炭化水素0，5～2．Oppm，NO   

l～3ppm，空気1気圧，湿度約50％の条件で光照射を・行い，炭化水素の滅少速度1NOの   

減少速度の測定を行った。測定された各炭化水素のNO酸化効率（炭化水素1分子当たりの   

NO酸化分子数）はオレフィン，パラフィン，芳香族炭化水素を通じてほぼ2．0±0．3の範囲   

内にあることが明らかとなったが．m－キシレンではこの値が3・3と大きく，他に比べて光酸   

化反応過程における炭化水素のフラグメンテーションが大きいことが示唆された。  

〔今後の計画） 来年度は0一，m－，P－キシレンーNO－H20－02／N2系についての光化学   

反応を行い反応生成物の定量から反応機構の解明を行う予定である。  

（研究発表）   

（講演）  

（1）星野幹雄・驚田仲頭・秋元 葦・井上 元・奥田典夫：NO∴空気存在下における0、  

OH－トルキンの反応機構．光化学討論会．福臥（51．10）   

（2）奥田典夫，星野幹雄・鷲田イ申明・秋元 謹・井上 元・長沢克己・臼井義春：トルエン  

ーHNO2－NOx－02／N2系の光化学反応生成物．大気汚染全国協議会第17回大全，  

横浜．（51．10）   

（3）Akimoto，H．∴M．Hoshino．G．1noue，M．OkudaandN．Washida：Photooxidation of  

the tolueneLNO2－02－N2SyStemin a smallsmog chamber．Internation－  

alConference on Photochemica10xidant，ResearchTriangle Park，U．S．A，  

（51．9）   

（4）Akimoto．H．∴M．Hoshino，G．Inoue，M．OkudaandN．Washida：Photo－OXidation  

Of toluene－NO2－02－N2SyStemingas phase，InternationalConference  

on Photochemistry，Maryland．U．S．A．（51．6）  

研究課題 バックグラウンド地域および低濃度汚染域におけるオゾン生成機構の解明  

〔研究担当者〕 秋元 磁・村野健太郎・光本茂記  
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〔研究期間） 昭和51年4月一54年3月  

（目的）光化学大気汚染における一次汚染質である窒素酸化物と二次汚染質であるオゾンと   

の関係を明らかにするために，特に窒素酸化物濃度の低い場合の両者の濃度相関を調べ．非   

汚染地城およひ低濃度汚染地域におけるオゾンの生成機構を解明する。  

（経過および成果〕本年度は予備的調査として，前年度に行った国立公害研における環境大   

気中汚染物質濃度測定データの解析およぴヘリコプターによる上空大気中の汚染物質浪度の予  

備的測定を行った。  

前者の調査では夏期2ヶ月の測定において筑波地区における窒素酸化物濃度の1時間値最   

高値はNO2で0．05ppm，NOで0．02ppm以下であるにもかかわらず，オゾン濃度の1時間値の   

最高値は，0．15ppmを越えることがわかった。この地域においては，東京地区等高汚染域か   

らの移流によるオゾンと現地において発生するオゾンの両者があるものと考えられるが．後   

者のみによっても，0．10ppm以上のオゾンが記録されることが推定された。  

これに対し東京都上空における二日間のヘリコプター調査においては追跡気団内における   

窒素酸化物濃度がNOxとして0．02－0．03および0．03～0．04ppmであったのに対し，オゾン濃   

度はそれぞれ0．09±0．005，0．052±0．005ppmを記録した。両日におけるオゾン濃度の差は  

日射強度の差によってもたらされているものと思われ 十分な日射強度がある場合にはかなり   

低濃度の窒素酸化物からも環境基準を越えるオゾンの生成がもたらされることが推定された。  

〔今後の計画〕 この研究は52年度以降は特別研究「スモッグチャンパー等による炭化水素一   

望素酸化物系光化学反応の研究」の一部として継続する。52年度はスモッグチャンバーを用   

いた窒素酸化物低濃度領域の実験結果の解机53年度はヘリコプターを用いた本調査を行う  

予定である。  

研究課超 光イオン化質量分析法による気相反応に関する研究  

〔研究担当者〕 鷲別申明・井上 元・秋元 肇  

（研究期間〕 昭和50年4月－（継続）  

〔且的〕光化学スモッグをはじめ光化学大気汚染の際に生ずる光化学反応では，NO2の光分   

解で生ずる酸素原子，その酸素原子と炭化水菜の反応で生成するOHラジカルや種々の炭化   

水素ラジかレが大気中の酸素やNOlまた炭化水素と反応してオゾン，PAN，アルデヒド頬   

を生成する。このようなラジカル一分子反応は，非常に速い反応であるため，反応系の中で   

最も重要な役割を果たしているにもかかわらず，その反応速度や反応機構ほ不明な点が多い。   

本研究では光イオン化質量分析計を用いて，光化学スモッグと関係の深い酸素原子と炭化水   

素の反応で生ずるフリーラジカルの検出と，その反応速度．反応機構を明らかにし，大気光  

化学反応に関与する素反応を解明する。  

（経過および成果〕四極型質量分析計（UTIlOOC）とfast－f】ow－re云ctorとを組み合わ   

せ，イオン化主にはAr，Kr，Ⅹe等の希ガスのマイクロ波放電による真空紫外光源を取りつ   

け，イオンの検出は従来のエレクトロンマルチプライヤーでなく，シンナレータ一方式を用いた。  

この方法は質量分析管を通り抜けたイオンを杓－30KVの金属製ターゲット（ステンレスステ  

イールにアルミニウムを薄く蒸着したもの）に引きつけ，そこから出る二次電子をプラステ  

ィッタンンナレーターにぶつけ．電子を光に変換した後．光電子増倍管およぴ，マルチナ  
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ヤンネルアナライザーでパルスカウンティングするものである。この場合，イオン →電子→  

光→電流への変換効率か極めてよく，従来のエレクトロンマルチプライヤーをはるかにしの  

ぐ感度を得る事が出来た。光イオン化の場合，その感度は分子により異なるが ，この装置で  

はイオン化室で105～106／ccの分子を検出できた。   

本研究で光イオン化法を剛－た理由は次の2点である。光イオン化法は電子祷撃法と異な  

り，イオン化の過程で，いわゆるイオンのフラグメンテーションがほとんど起らない。この  

事は反応の中間体として存在するフリーラジカルを検出する上で大変有利である。また，多  

くのフリーラジカルが安定分子よりも低いイオン化ポテンシァルを有しているので，目的の  

フリーラジカルだけを検出することができる。   

本年度は酸素原子とシクロヘキサン，シクロペンタンの反応で出来るシクロへキンルラジ  

カル，シクロペンチルラジかレの検出と，酸素原子とトルエンの反応で新しいフリーラジカ  

ルの検出に成功した。   

酸素原子はN2／Heの放電で生成する窒素原子からN＋NO→N2＋0の反応で作り．そこに  

炭化水素を流し生成したフリーラジかレおよび生成物を蒔いパイレックス製ピンホール（0・2  

mm）を通して質量分析計にサンプリングする。シクロヘキサンと酸素原子の反応の場合，  

シクロヘキンルラジかレ，シクロへキセン，シクロヘキサノンが検出きれ，  

0＋cyclo－C6H12→CyClo－C6Hll・＋OH  

cyclo－C6H10＋OH  

。y。l。一GHl、・＋0く’  
CyClo－C6HlOO十H  （2b）  

の反応で酸化反応が進み，klの値が（1．20±0．15）×10‾13cm3molecule‾1sec1であr），  

（2a）と（2b）の過程の比が7：3である事が分かった。   

またシクロペンタンと酸素原子の反応の場合．シクロペンチルラジかレ，シクロペンチン，  

シクロペンタロンが検出され，  

0＋cyclo－C5HlO→CyClo－C5H9・＋OH  

CyClo－C5E8＋OH  

cyclo－C5H9・＋0く  

cyclo－C5H80＋H  （4b）  

で反応が進み，k3＝（1．12±0．13）×1013cm3molecule‾1sec‾1，k4＝7・0×10Jllcm3  

moleculeLIsec¶1の値が求まり，kh／k4b＝3という事が分かった。   

また酸素原子とトルエンの反応では，  

0十くむcH3→〈読CH3  
というバイラジカルが最初に生成し，それが  

笥；CH3→q吉≡3  
（6）の過程でクレゾールに異性化する事が分かった  

（5）  

（6）  

〔今後の計画）来年度は酸素原子とアルコール類，また水素原子と無機ガスの反応で生成す  

るフリーラジかレの検出，さらに光化学スモッグにとって重要なm2ラジカルの検出を試み  

る。  

t研究発表〕  

（講演）  
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（1）常田伸明・井上 元・秋元 蚤・奥田典夫：酸素原子とトルエンの反応．窮11回高速反  

応討論会，札幌．（51．8）   

（2）鷲別申明・秋元 輩・井上 元・奥田典夫：光イオン化質量分析計による酸素原子とシ  

クロへキンルラジカルの反応．日本化学会第36春季年会，大阪．（52．3）   

（3）鷲別申明・井上 元・秋元 輩・奥田典夫：光イオン化質量分析計による酸素原子とシ  

クロペンチルラジカルの反応．日本化学会第36春季年会，大阪．（52．3）  

研究課題 光化学大気汚染に関与する素反応のケイ光法による研究  

〔研究‡旦当者〕 星野幹雄・秋元 輩  

〔研究期間） 昭和50年4月－（継続）   

〔目的〕 汚染大気中の光化学反応で主要な役割を演じているOHラジカルと各種有機化合物  

との反応速度定数の測定は光化学スモッグ発生機構を解明する上で重要である。本研究では  

それら反応速度定数を測定し，光化学大気汚染反応機構の解明を目的とする。  

〔経過および成果）OHラジカルの関与する反応速度定数の直接的測忌法としてはflow  

tubeを用いたESR，LMR法，共鳴吸収法，共鳴ケイ光法および閃光光分解と共鳴ケイ光を  

組み合わせた方法がある。この閃光光分解と共鳴ケイ光を組み合わせた方法は比較的高い圧  

力の下でも測定可能なこと，および低濃度のOHラジカル渡度で測定可能なことなどの利点  

があるので，本研究ではこの方法を採用した。  

測定装置は大きく分けて真空排気系，反応セル，フラッシュランプおよび電源，OH共鳴  

テン70，ケイ光探知部分より成る。現在の各部分の性能は次の通りである。（1）フラッシュラ  

ンプ出力10－50J／flash，半値幅100FLSeC，くり返し回数3Hzである。（2）OH共鳴ランプは  

Ar中にH20を流しながらマイクロ波放電させることによって点灯する。そのスペクトル分  

布の測定からOHラジカルの発光を確認している。（3）光電子増幅管へのOH共鳴ランプから  

の迷光を避けるためhoney combを取りつけることにより熱雑音に対する迷光の比は，3程  

度となり，フラッシュランプからの迷光も以前の兄となった。  

反応セル中でH2010－100mtorr，ArlOtorrの混合ガス系で予備実験を行っているが，  

OHの発光信号は確認するにいたっていない。フラッシュランプから反応セルまでの距離の  

長さの信号探知部分の′ll〔1く回路などになお若干一間題があると考えられるので現在改良中である。   

〔今後の計画〕 装盲罠の感度を改良するために，フラッシュランプと反応セルの距離を短くす  

るとともに，電子増倍管を冷却する。これらを改良した後．反応速度定数の測定を行う予定  

である。  

研究課題 汚染大気中に存在する遊経基の研究  

〔研究旭当者〕 鷲川伸明・秋元 謹  

〔研究期間〕 昭和51年4月一52年3月  

〔目的〕 汚染大気中に微量成分として含まれる遊離基のスペクトルを実験室的に観測するこ  

とによりそれらの性質を調べ，大気中の化学反応を解明する。  
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〔権過および成果）・気相中で活性遊艶基を生成する方法として，放電により生成した準安定  

状態のアルゴン原子と各種分子との反応による方法を採用した。そのための実験装置として   

dischargeflowの実験系を製作し，またモノクロメpターT光電子増倍管，光子計数装置より   

成る分光測定装置を組み立てた。アルゴンを放電する方法としては直流電瞳放電を用い，生   

成した準安定状態のアルゴン板子に種々の分子を衝突させて，遊馳基またほ分子からの発光ス   

ペクトルを観測できるようなシステムとした。本年度は予備的実験として窒素，一酸化窒素等  

を導入し，発光スペクトルを測定して装置全体のテストを行った。  

〔今後の計画〕 次年度以降は特別研究「スモッグチャンパーによる炭化水素¶窒素酸化物系   

光化学反応の研究」のサブテーマ「光化学反応モデルのための炭化水素酸化反応機構の確立」  

の一環として，遊離基等の発光スペクトルの研究を行う。  

研究課題 多重反射鏡の試作と光学調整方式の検討  

〔研究担当者〕 井上 元・秋元 輩  

〔研究期間〕 昭和51年4月－52年3月   

【ヨ的〕 当研究所に建設された大型スモッグチャンパーの大きな特徴のひとつとして，チャ  

ンバー内に赤外線用の多重反射鏡が組み込まれ これを用いてチャンバー内気体試料の長光   

路赤外吸収スペクトルが測定できるようになっている。本研究では，チャンバー内設置の多  

重反射鏡よりも小さな多重反射鏡をもつ光学セルを試作し，これを用いて長光路フーIjェ赤  
外分光器の光学調整方法について検討する。  

〔経過および成果〕大型スモッグチャンバー付属のフーリエ赤外分光器に直結できるようなノト   

型の多重反射鏡システムを試作した。大型スモッグチャンパー内の多重反射矧ま反射鏡間の距   

離l．7m．最大光路数1弧最大光路長220mであるのに対L，′卜型多重反射鏡は反射鏡聞距離0・9  

m，最大光路数40，侵大光路長36mである。これらの多重反射鏡を用いて，フーリエ赤外分  

光轟を動作し，光学系を最適にするような調整方法について，検討を行い，長光路フーリ  

エ赤外分光器システム全体の最適動作条件を見出した。  

研究課題 光化学スモッグ生成に対する太陽光の効果  

〔研究担当者） 井上 元  

〔研究期間〕 昭和51年4月－54年3月   

〔目的〕 大気汚染物質のうちで太陽光によって光分解を起こす物質について，その光分解初  

期過程を研究し，光化学スモッグ生成に対する影響を調べる。   

〔経過および成果〕 光分解の初期過程を後続反応から分離して精密に調べるためには，光分  

解される物質を低圧の分子線にして，これに強いレーザー光を照射し，光分解生成物を直接  

質屋分析計で測定することが必要となる。この目的のため以下の構成をもつ装置を開発し，  

この装置に関する基本的な性能検査を行った。  

（i）分子線部：分子線はその強度および指向性が重要であり，このため10／′のマルチキャ  

ビラリーアレイで20mmの点に焦点を結ぶものを選んだ。分子線の全強度は理論計算値に一  
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致した。   

（ii）検出部：四垂撞型質量分析器の，イオン検出部は常法の電子増倍管の他に，シンチレー  

ション方式による検出も可能にした。後者は強いレーザー光の迷光に感じないので，検出器  

の飽和現象がなく，また，質量分析器のRF雑音を拾わないという利点があり，本システム  

に極めて有効であることが確認された。時間分解能をもった測定を行う必要性から，イオ  

ンエネルギーを高〈したため，質量数に対する分解能は犠牲にした。検出の遅れ時間につい  

てはrαノ両刀訂（Mは質量数，Eiはイオンエネルギー）の関係が成立することを確認した。  

また時間分解能（△r／丁）はM，Eiによらず，ほぼ一定値となった。   

（iij）真空排気部：オイルフリーの排気系により，検出部ではガス導入前に5 ×10【10torr  

に到達し，ガス導入時には分子線の種類，強度により10‾9－10‾8torrとなった。  

本装置は上記のように個々には計画した性能を発揮しているが．現在有するN2レーザー  

では光量が不十分であり，強力な光源が未完成のため，目的とする光分解の初期過程の研究  

結果はいまだ得られていない。   

〔今後の計画〕 光源としてYAGレーザーの高調波等を用い光分解の実験を行う。  

研究課題 煙拡散風洞による拡散モデル実験  

〔研究担当者〕 小川 靖・植鋸羊匡・光本茂記  

〔研究期間〕 昭和51年4月（継続）   

〔目的〕 燻拡散風洞を使い，建物まわりの気流の様子，およぴ，煙突からの排ガスの拡散場  

を測定し，建物の影響のある場での拡散現象を解析する。   

〔経過および成果〕 郎風洞内で大気境界屑をシミュレートするために，風洞床面に，ハニカ  

ムボード．コルク等を種々の方法で配列し，風速分布，乱れ等の測定を行った。これにより，  

コルクを千鳥状に配列する方法が最も適当である事が明らかになった。  

B）建物モデルを置き，開発した煙発生装置を催い，建物の大きさ，配置および風速等を変化  

させ，建物まわりの流れの様子を観測した。これにより，当風洞に適当な建物モデルの大き  

さ，使用可能な風速の範囲が判明した。  

C）建物の近傍に煙突を配置し，その高さ，口径，放出速度，風洞風速などを変化させ，一連  

の写真観測を行った。これにより，建物まわりでの排ガスのダウンドラフト現象についての  

基礎的なデータを得た。   

〔今後の計画〕 白煙による写真観測のほかに，エタンをトレーサーガスに使い，濃度場を実  

測し，より精度の高いダウンドラフト現象の解明を行う。さらに，野外における建物モデル  

実験との結果を比較し，相似則を検討する。   

〔研究発表〕   

（講演）  

第18回大気汚染全国協議会，昭和52年11月福岡にて発表予定．  

研究課題 フィールドモデル実験による建物まわりでの拡散現象に関する研究  

【研究担当者） 小川 靖・植鋸羊匡・光本茂記  
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（研究期間〕 昭和51年一（継続）  

〔日的〕 フィールドにおいて小さな建物モデルを置き，建物によるタウンドラフト現象の解  

明を行う。  

〔経過および成果〕′」、型の建物モデル（立方体）を設置し，その屋根上から白煙を排町し，  

建物背後の気流の様子，’さらに，排煙の挙動の測定を行った。また．大気の状態は近くに設置  

した6mの徴気象測定用ポールの風速計，温度計によって測定した。さらに建物高さにおけ  

る乱流成分の師走，運動量，熱フラックスは3方向超音波風速計によって行った。   

この結果，大気の状態が安定な朝方と不安定な畳とでは建物背後の排ガスの挙動のパター  

ンが異なる。これは日の出と共に地面が加熱され風速の乱れが大きくなる事と関係する事が  

わかった。また，屋根上で発生する逆流は風向によって変化し，従ってダウンドラフト現象も異  

なる辛がわかり，今後風向とダウンドラフト現象を結びつける手がかりがつかめた。  

〔今後の計画）（1）建物背後の流れ場をノト型ペーン ，小型風速計によって直掛則定し，安定  

度と建物背後のCaVitywakeの大ききとの関係を求める。（2）フィールド実験と風洞実験さら  

に数値失敬とを結びつけて相似別の検討を行う。  

〔研究発表〕  

（講演）  

一部を”Similarity Considerationsin Atmospheric Diffusion Processes“として．第3回  

U．S．・JapanConference onAir Pollution Related Meteorology（52年5月）に発表．  

研究課題 接地大気境界屑での拡散度の日変化の測定  

〔研究娼当者〕 植田洋匡・小川 靖・光本茂記  

（研究期間〕 昭和51年4月－（継続）   

〔目的） 接地大気境界層，特に地表面近傍の大気の挙動は，生活環境に直接開運するばかり  

でなく，これより上空の気流および大気拡散に強い影響を与える。地表面は，日中の太陽エ  

ネルギー放射，夜間の放射冷却により，その温度は大きな日変化を示す。それに伴い地表  

面近傍の大気は，日中，不安定成層を成し，夜間強い安定成層（接地逆転層）を形成する。  

そのため日中と夜間の拡散度の差は非常に大きなものとなる。本研究の目的は，①温度成層  

化によって生ずる浮力の乱流構造，乱流拡散におよほす影響を解明し，②接地屑の拡散度の  

日変化を理論的，実験的に明らかにすることにある。   

〔経過および成果〕（∋乱流におよほす温度成層効果：基礎研究として，完全に発達した定常  

二次元閑水路乱流流れ場に対して，自由表面からの熟の授受（水蒸気の凝縮および蒸発）に  

より温度境界層を形成させ，完全発達状態の温度成層について運動量および熟（物質）それ  

ぞれの拡散度を測定した．その結嵐 安定成層液中では運動量の拡散度eMは成層化のパラメ  

∴タ（局所リチャードソン数）Rト2で中立状態の兄に，熱あるいは汚染物質の拡散皮相  

ほ用の更に拓に減衰する。逆に不安定成層流中では，一Riの増大に伴って川は増大し，Ri－   

10で中立状態の5倍に，創／Ⅲは－Ri＝0，2で最大値4に達し，－Riが更に増大すると1に  

漸近する事を見出した。更に，乱流への温度成層効果を包含した乱流理論を検討した。②接  

地屑の拡散度の日変化：接地層（高度6mまで）について，その乱流構鼠拡散度の日変化  

を解明するため平均風速，平均温度の垂直分布．風速変動の三ち向成分，温度変動の同時測  

－35－   



走を夏季2週間にわたって実施した。観測結果には，日射量の増大に伴う日中の不安定成層，   

夜間の安定成層の典型的な変化の様子が見られた。同一風連に対して，高度1．1rnで日中の   

印は夜間の4倍に達し，高度が増せばその日変化は更に増大する事が明らかになった。この   
結果は今後，大気汚染のシミュレーションの際に十分考慮すべきである。  

【今後の計画〕来年度以降は，上記の2研究項目を個別の研究課題として継続実施する。  

〔研究発表〕   

（講演）  

（1）水村・植田L・小森：開水路内乱洗における温度成層効果．劉3回日本伝熟シンポジウん  

神戸．（51．5）  

（2）植H・橋本・水科：乱流努斬流れの壁面近傍における乱流構造．第8匝胤流シンポジウ  

ん 束乱 （51．7）  

（3）Mizushina，T．．H．Ueda．R．M611er andS．Komori：Eddy diffusivities perpen・  

dicular to free surfaces．アメリカ化学工学会，シカゴ．（51．8）  

（4）水村・植田・小森・前田：安定成層流中における乱流拡散係数．化学工学第42年会，広  

軋（52．4）  

（5）水科・植田・′ト森・前日・町田：不安定成層乱流における浮力効果．第14回日本伝熱シ  

ンポジウム，東京．（52．5）  

（6）水村・植田・中島・福井：自然対流・強制対流の共有流れ一層流熱伝達助走区間一  

化学工学第42年会，広払 （52．4）  

（7）水村・萩野・沢井・福井・植田：垂直平行平板間における熱伝達の研究一自然対流・強  

制対流の共存乱流の場合－．化学工学第42年全，広臥（52．4）   

（印刷）  

（1）Ueda，H．，R．M611er，S．KomoriandT．Mizu血ina（1977）：Eddy diffusivities  

near the free surfacein open channelflow．Int．）．HeatMassTransfer，  

20，130－145．  

研究詳喝 音波レーダー・レーザ仙レーダーを使った逆転層高度の日変化の測定   

〔研究担当者〕 植削羊匡・小川 才．ti・光本茂記・竹内延夫・清水 浩  

（研究期間】 昭和51年4月－（継続）  

（目的）大気中で高度の増加に伴い，温度の上昇する舐執 し－わゆる逆転層では浮力によ   

る乱流の安定成層化により渦動帖凰 乱流拡散は著しく減衰している。そのため地上からの   

汚染物質の拡散は地表面から逆転屑までの領域（混合層）に限られる。この逆転屑は，主に   

地上への日中の太陽エネルギー放射および夜間の放射冷却により，日周期で発息 崩壊を練  

り返す。本研究の目的は，まず①逆転層高度の日変化をモニタリングするリモートセンシン   

グ手法を確立し，更に②逆転層の発達，崩壊の機構を明らかにすることにある。  

（経過および成果〕 観測は茨城県館野の国立公署研究取 高層気象台周辺を中心に，水平方   

向に一様な気流（一次元洗）の日変化について実施した。（昭和52年2月24－25日，快晴）①   

リモートセンシング手法の確立：手法としては音波レーダー・レーザーレーダーを用い，結   

果をカイツーン（■高層気象台の御好意による）による風速，温度，湿度の測定結果と比較検  
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討した。レーザーレーダーについては，エアロゾル粒子濃度の大気中での三次元分布の測定  

から逆転屑の推察が可能である事が確認された。音波レーダーについては，早朝からの逆転  

屑の崩壊過程が追跡でき実用にも耐え得る事が確認された。また、将来の問題として，これ  

らの手法を用いた風速のりモートセンシングの実用の可能性を検討した。②接地逆転層の発  

達，崩壊の機構：接地逆転屑は日没と共に発達し，日出前には150mにまで達した。このと  

きの風速分布は，50－70m付近に強いピークを持つ非定常乱流特有の挙動を示した。接地逆  

転層の崩壊は，日出と共に始まり，50m／hrの初期速度で上昇した。このような一次元接地  

境界層の動的な挙動は，気流の非定常性および浮力による乱流の成層効果を考慮して説明す  

る必要がある。したがってフィールド実験とともに，トレーサーガス等の乱流拡散実験と並  

行して研究しなければならない。  

〔今後の計画〕 本年度以降，「接地大気境界層内での乱流輸送現象に関する研究」として継続  

実施する。  

〔研究発表〕  

（講演）  

（1）竹内・清水・安岡・植田・奥田：レーザー・レーダーによる風向・風速の3次元的測定  

法の開発．第4回レーザー・レーダーー・シンポジウム，東京．（52．1）  

2・2，4 水質土壌環境部  

研究計画とそのねらい   
水圏と地圏にまたがる広汎な研究対象のうち，現在の限られた人月で研究に取り組むに際し．  

次の7項を基本方針とした。  

1．水環境実験施設，土壌環境美験施設を利用することを考慮し，それら大型研究施設の効果的   

利用に結びつける。  

2．水城富栄養化に対する評価基準など，現下の重要行政課掛こ結びつける。  

3．物理，化学，生物学的立場を包含し，工学的な観点も加えて基礎的研究を展開する。  

4．地圏と水圏の接点にある底質にも注目する。  

5．水や資源の利用により生じた陪乗物の生活系や土壌への還元の間竃を取り上げる。  

6．土壌・底質のように，分析法の確立されていないものは，これを積極的に取り上げる。  

7．大型研究施設完成と同時にスタートが予想される特別研究への発展性を考慮する。   

次に，当部の陸水環境研究室，水質環境計画研究室，および土壌環境研究室が行った研究を慨  

述する。   

陸水環境研究室では，須藤（室長），田井，岡田が，上記指針の1，2，3，4，7に則って，  

前年度から継続の，水城富栄養化の評価，機構の研究を更に推進したほか，制御の方向へも発展  

し，その手始めとして制限栄養物質の人為自勺抑制一栄養塩の通常廃水処理および回転円紙筆特殊  

な方法による除去の研究をも行った傾藤・田井）。岡閏は，昭和51年6月から1ヵ年，EPA，  

Corva11isの研究所に出張したので，同研究所の特色を考え，淡水藻類のうち例えば〟わⅥ邦ぬ  

Sp・の純粋単離培養の研究などを行った。また，水質環境計画研究雇と協力して，フィールド研究  

の対象に霞ヶ浦西浦の高浜入りを選び，昭和51年6月から毎月，定期的に水質見，生物量（同定  

を含む）測定を行ったが，7－9月に亘るプランクトンの異常増殖期間については，週2回の現  
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場調査，試料採取・分析を遂行した。これは，指針の7に関連し，特別研究を始めるにあたり，  

7イ、ルド調査のどこにウェイトを置くべきかの判断に役立った。   

一方，淡水性徴生物．大型動物に重金属が濃縮され，またそれら重金属の存在下で微生物の増  

殖が阻害きれる問題について．経常研究を継続したほか，新たに指針の4，5に基づいて，例え  

ばミミズ．ワムシのような生物を，下水汚泥，ヘドロのような有機物過多の環矧こおいて培養す  

ることを対象とし，飼育管理，物質移行など，この種の生物処理を実際化するための基礎的研究  

を開始した。   

次に．関連の深い水質環境計画研究室においては，指針1，2，3および7に基づいて，陸水環境  

研究室と協同し，富栄養化現象を解明するための諸研究を展開した。陸水環境研究室につき記し  

た項目以外に，富栄養化現象の量的把握の上に欠くべからぎる水質量．水理量，気象因子，生物  

量の相互関係を，数学モデルを用いて検討した。シミュレーション手法としてはいろいろ提示さ  

れているが，問題の水城の問題の現象にどの種のものが適しているか，解析法よりも論理構成が  

重要であり．その点に特に留意した。対象として霞ヶ浦高浜入り（津野）と，神戸市水道千苅ダ  

ム貯水池（合田）を選びケーススタディを行っている。更に，村岡（室長）は11月に併任として着  

任し，水環境実験施設水理実験用施設．設備等を．流水中における物質移動に関する研究を遂行  

するのに適応するよう計画，整備した。   

土壌環境研究室は，指針1，3，5，6，7に留意し，昔日（室長），高松，向井が50年度の研  

究を更に継続した。土壌環境実験施設の建設は次年度に特に持ち越されたので，吉田は土壌の廃  

棄物還元先としての展望，作物の根圏に生息する土壌微生物，細菌による有機物代謝，硝化脱窒  

機能等に考察を加えた。高松は土壌中における無機汚染物の動態，特に金属元素の腐植酸などと  

の結合形態を正確に把握すべく，State－AJla】”jsの方法確立を目指し，新しい分析法の適用性  

などを研究した。また向井は，農薬のうちBHCを取り上げ，これをトレーサーとして土壌に与え  

た時の分解代謝，残留（吸着）機構について基礎的な実験を行った。これは，計画中の土壌環境  

実験棟に予定されている農薬グロス・チャンバー（仮称）の設計，仕様作成ともつながりを持っ  

ている。  

研究課題 陸水域における富栄養化の機構および制御に関する研究  

〔研究担当者） 合田 健・須藤隆一・田井憤吾・岡田光正・細見正明  

【研究期間〕 昭和49年ユ0月－（継続）   

柑的〕湖沼等の陸水城は工場廃水，家庭汚水，かんがい排水などの流入によって富栄養化   

が著しく進行している。富栄養化は水城の1次生産力が増大する現象であるから，その結果  

として悪臭の発生，水道水の異臭昧，DOの低下による魚類の免死等の悪影響が認められる  

に至っている。本研究はこの富栄養化の進行の機構を明らかにするとともに．栄養塩等の処  

理を始めとする防止対策について研究するものである。  

〔経過および成果〕 藻類増殖におよぼす窒素，横波度の影響．AGP，DIなどの富栄養化の   

評価指標等について研究を進めてきたが．本年度をこれに加えて廃水等に含まれる窒素，燐  

等の栄養物質の除去についても研究を行った。  

富栄養化の評価指標について廃水，3次処理水，湖沼水琴についてAGP試験を継続的に行   

いデータの蓄積を行うととい二脇cγβ印∫ぬαgr昭ダ〃β∫〟の純粋培養を行って，これに  
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よるAGP試験を検討した。またDlについては水質汚濁の評価指標としての意義を検討した。  

一方．現行の環境基準は湖沼においてC（）Dが用いられており．生産された藻類がどの程度の  

CODに相当するか，さらに燐浪度との相関はどうかについて検討した結果，霞ヶ浦のSS－  

CODの潜在生産力は3．0－26．7mg／戚の範囲であり．湖心付近の最高のSS－COD生産速度は  

0，35mg／R／dayであった。また，燐1mgはSS－COD40mg生産するという知見を待た。霞  

ヶ浦の高浜入において1976年7月より植物性プランクトンおよび原生動物の調査を実施し，  

7月－9月を中心にらん藻類，べん毛虫類，せん毛虫類が多量に出現することを観察した。  

藻顆増殖に及ばす窒素および燐濃度の影響ならびに廃水中の栄養物質の除去については，3  

次処理水のAGP試験を行って2次処理水のAGP（Ch［orelhlSP）200－370rng／£が凝集沈殿＋  

砂ろ過で燐除去を行うと20mg／E以下に，また脱窒を（T－IN≦0．5rng／£）行うと 20  

mg／£以下に下がることがわかった。窒素除去法としては浸潤ろ床法と回転円板法のパイロ  

ットプラント実験を行った結果，二次処理水中の窒素を浸潜ろ床法では90％，回転円板法  

では95％程度除去できることがわかった。一万，当研究所の廃水処理施設における各単位  

操作の窒素，燐の除去特性と，この処理水が流入する生物実験地のクロロフィルa量，SS量  

等の観測を一年間紘続したが，憐は凝集沈殿と砂ろ過で90％程度除去されるが、窒素はこ  

れに活性炭吸着を加えても除去されず，逆浸透処理で硝酸性窒素が50％程度除去されるこ  

とがわかった。また．窒素濃度3n堰／£，燐濃度0．05mg／£の処理水が連続的に供給され  

た生物実験地では夏期に藻類量が30mg／〟（クロロフィルa200／堵／戚）程度まで増加する  

ことを観測した。  

【今後の計画） 水環境芙験施設におけるマイクロコズム，屋内および屋外水槽，さらには恒  

温室内の回転円板処理装置をはじめ■とする各種水処理パイロットプラントならびに藻類培養  

装置を用いて有機的，総合的に研究を行う。  

〔研究発表〕  

（講演）  

（1）須藤隆一：富栄養化を評価するための藻類培養試臥下水道協会研究発表会，東鼠  

（51．5）  

（2）須藤隆一：印権沼水系における藻類生産の潜在青巨九 日本陸水学会，函館．（51．10）  

（3）田井傾吾・合田 健：再利用を目白勺とした生活廃水の高度処理．環境問題シンポジウム，  

束京．（51．8）  

（4）須藤隆一：生物膜処矧こおける脱窒素槽の生物相．日本水処理生物学全，横浜．  

（51．10）  

（5）須藤隆一・岡田光正：3次処理水の藻類生産九 日本水処理生物学全，横浜．（51．10）  

（6）須藤隆一：富栄養化に関する基礎的研究，日本醗酵工学会，大阪．（51．10）  

（7）敏藤隆一・岡田光正：回転円板処理における生物険の研究（第1報），大阪．（51．10）  

（8）合田 健：水系浄化のための微生物の有効利用に関する研究．科学研究費発表会，東京．  

（52．3）  

（9）須藤隆一：陸水域の富栄養化におよほす排水の影響．環境保全・公害防止に関する研究  

発表会，東京．（51．12）  

（印刷）  

〔1）岡田光正・墳藤隆一（1976）：生物種の多様性指数による水質汚濁の評価．用水と廃水，  

柑（6），40－52．  
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（2）合田 健・田井憤吾（1976）：廃水の高度処理と水質の限界．用水と廃水．唖9），  

5－13．   

（3）須藤隆一（1976）：陸水城のモニタリンク」富栄養化におよぼす排水の影響．環境情報  

科学，5（2）．23－30．   

（4）須藤隆一（1977）：生物処理の維持管乳下水道協会誌，川（3），36－44．  

研究陳顎 陸水城における重金属の生物濃縮に関する研究  

〔研究担当者） 合虻 健・須藤隆一・田井惧吾  

〔研究期間） 昭和49年10月－（継続）   

〔目的〕 本研究は，淡水性の微生物および微小動物におよぼす重金属の影響，および食物連  

鎖によって引き起こされる重金属の生物濃縮ならびに廃水処理汚泥への重金属の蓄積などに  

ついて検討するために行う。   

〔経過および成果〕 次の2項目について研究を実施した。①細菌，藻類，微小動物の増殖に  

およぼす重金属の影響。実験材料とする各種微生物の継代培養を行い，水環境実験施設の完  

成後に実施される実験に備えた。継代培養を続けた種類は，細菌1，原生動物8，篠類4，   

翰虫2，線虫1，である。さらに実験材料として用いることのできる花J和／zγ眈邦〟（原生動  

物）を霞ヶ浦の高浜入から分離培養することに成功した。②廃水の生物処理における汚泥へ  

の重金属の蓄積に関する研究一廃水中の微量の重金属が汚泥へ高濃度に蓄積（団地下水の場   

合Cu200rng／SSkg，都市下水の場合Cu2000mg／SSkg程度）するため都市下水汚泥の処分  

を困難にしている。汚泥への蓄積機構を解明するとともに，汚泥処分の立場から廃水中の重  

金属の許容限界について検討を加えた。   

〔今後の計画〕 水環境実験施設において，重金属存在下での各種微生物の培養試験を行う。   

〔研究発表）  

（印刷）   

（1）田井慎吾（1976）：水質汚染のモニタリング．ぶんせき、2朝1ゆ，62－63．   

（2）田井慎吾（1976）：下水汚泥の処理と含有重金属への対策．水道公論，12（4），5358．   

（3）須藤隆一（1976）：原生動物の増殖の測定．微生物の生態3，東京大学出版会．   

（4）須藤隆一（1977）：生物処理の維持管理．下水道協会誌，欄3），36－44．   

研究課題 特定生物による汚泥の処理の可能性に関する研究  

〔研究担当者〕合田 健・須藤隆一・田井傾吾・岡田光正  

〔研究期間〕 昭和51年4月－（継続）  

〔目的〕 従来の廃水の生物学的処理技術は，主として細菌と原生動物，細菌と藻類の混合培   

養系を利用してきたために，発生する汚泥量が多く汚泥処分が難しくなりつつある現状であ  

る。このため，本研究では，特定生物を大量培養することによって汚水，汚泥を処理し，最   

終的に発生する汚泥量を減少させるとともに培養した生物を飼料などに有効利用できる可能   

性について検討することを目的とする。  
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〔鍾遇および成果〕 次の2項目について研究を実施した。①貧毛類および輪虫顆の大量培養   

に関する研究。質毛頬（Aβ0ねso棚．エさ弼第Odr∫J揖，T祝わ7斥ズ）および鴇虫瓶（P′liわdf乃β，  

斤0ぬγぬ）を余剰汚泥などを餌にして培養したが，貧毛類を順調に増殖させることはできな  

かった。LE培地を用いて輪虫類の200cにおける増殖速度を測定したところ，舟板h嶽那で   

FL＝0．28daypl，Roklr由でFL＝0．23day1という値が得らtLた。この値は繊毛虫芳貞の比増殖   

速度の÷一志に相当する。②活性汚泥における貧毛類の出現に関する研究。一触二活性汚備  

には貧毛顆は出現しない。しかしながら，エアレーションタンクの滞留時間を24hr以上とり   

BOD負荷を極めて低くとる（0．02－0，03kg／kgMLSS／day）と．Aeolosoma7）｛活性汚泥混合  

液1mg中1000個体以上に増殖する可能性があることを明らかにした。この場合の余剰汚泥の  

発生量は著しく少なく（通常の÷－÷）なる。   

〔今後の計画〕 水環境実験施設において，貧毛頬，輪虫類の大量培養を行う。   

〔研究発表〕  

（印刷）   

（1）須藤隆一（1977）：廃水処理の生物学．産業用水調査会．   

（2）須藤隆一（1977）：微生物の管理．活性汚泥法の維持管理技術，科学技術開発センタ⊥．  

研究課題 水環境における微生物反応の動力学モデル化に関する研究  

〔研究過当者） 合田 健・村岡浩爾・津野 洋・柏崎守弘  

〔研究期間） 昭和50年10月一（継続）  

〔目的）水城における環境評価および水質環境計画を行うために，水環矧こおける微生物  

の基質や栄養塩の摺取・代謝過程，増殖過程，および捕食や分解過程等に関する特性把握，  

ならびに各過程を表示し得るシミュレーションモデルの展開を試みる。   

〔経過および成果】 以下の項月について研究を実施した。①都市下水処理場における水質負  

荷変動に対する活性汚泥微生物集団の応答への動力学モデルの適用悼の検討を行った。そ  

の結果，十分適用し得ることが示されるとともに，負荷変動に対処するための基礎的な設計   

・操作因子の相互関連性や特性表示をすることができた。②活性汚泥による基質の摂取・代  

謝に関する動力学モデルにおよばす培養Food／Microorganism比の影琴引こついて実験的．  

解析的研究を行い，その結軋 細胞内蓄漬物の変動特性．ならびにそれにおよばすF／M  

比の影響等を把握できた。③議顆（C柚どょJ〃Sp）の増殖過掛こおける窒素，および燐濃度の影  

響に関する実験的ならびに解析的研究を行った。その結果，これら栄養塩制限条件下にお  

いて藻類中の化学的組成が異なること，その変動特性．藻類の増殖特性および栄養塩の摂取  

特性を把握し，あわせて，これら現象を表示し得る動力学モデルを提示した。④富栄養化に  

よって増殖した藻軌 水生柄物等のバクテリア等による分解過程を走査型電子顕微鏡を用  

いて観察した。その結果，カビ類や梓菌類等によるヒルムシロ等の分解特性を顕微鏡写真と  

して把握できた。⑤霞ヶ浦高浜入の5地点について，3カ月にわたり週2回の間隔で，微生  

物および水質等に関する調査および解析を行った。その結果，この時期における冨栄養化  

関連項目の変動特性，水質相互関係，藻類の化学的組成，現存藻類種および動力学モデルに  

よるシミュレーションの際の必要因子や各係数値の値を把握することができた。⑥神戸市千  

苅ダム貯水池における水質変動特性および富栄養化現象の調査，解析を試み，水質変動特性  
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については水深方向および時系列解析により特性表示を行い，また藻類量の変動特性を表  

示し周るシミュレーションモデルの展開を行った。   

〔今後の計画〕 本研究は今後，上記各動力学モデルにおよばす環境因子や各過程の特性をよ  

り明確に把握することを目的として継続する計画である。   

〔研究発表〕  
（講演）   

（1）津野 洋・合田 健：活性汚泥中の蓄積物の挙動に関する研究．土木学会，東丸  

（51．10）   

（2）津野 洋・合田 健：クロレラ種の増殖過程における窒素および燐濃度の影響に関する  

研究．環境問題シンポジウム，東京．（51．8）   

（3）相崎守弘：走査型電子顕微鏡による着性徴生物の観察．日本陸水学会，函館．（51，10）   

（4）柏崎守弘・津野 洋・須藤隆一・合田 健：霞ヶ浦高浜入の夏期における水質特性Ⅰ．  

水質汚濁研究に関するシンポジウム，東京．（52．2）   

（5）津野 洋・柏崎守弘・須藤隆一・合田 健：霞ヶ浦高浜入の夏期における水質特性IT．  

水質汚濁研究に関するシンポジウム，東京．（52．2）   

（6）相崎守弘：霞ヶ浦の水質の変遷と現状．国立公害研究所大型研究施設竣工記念講演会お  

よびシンポジウム，筑波．（52．2）  

（印刷）   

（1）津野 洋・合田 健（1976）：動力学モデルによる活性汚泥法の水質負荷変動に関する  

研究（Ⅰり．下水道協会誌，l餌6），19．   

（2）台個健・海老瀬清一・大島高志（1977）：ダム貯水池の水質変化と富栄養化土木学  

会論文報告嵐（260），59－73．  

研究課題 流水中における物質移動に関する研究  

（研究担当者〕 合田 健・村岡浩爾・津野 洋・柏崎守弘  

〔研究期間】 昭和50年10月－（継続）   

（月的） 本研究は，海岸，湖沼．河川等の水理現象を基盤として，流水中における保存性物  

質および非保有性物質の物理的な挙動特性（沈降，移送，拡散，分散等）の把握，およびそ  

のシミュレーションモデルの展開を目的とするものである。   

〔経過および成果〕 アクアトロン水理実験棟の諸設備のチェックを行った。そして，アク  

アトロン水理莫験棟内の水理モデルの設計，仕様についての検討を行い，製作を行った。   

〔今後の計画〕 今後ほ次の2テーマを中心に研究を進める予定てある。①河道モデルにおけ  

る流水中の物質移動と水質指標の変動特性に関する研究，②浅い湖における物質輸送と拡散  

に関する基礎的研究。   

〔研究発表）  

未発表．  

研究辞魔 土壌環境における有機合成化合物など有機成分の集積分解に関する研究  

－42一   



〔研究旭当寺） 合田 健・誉田富男・藤井国博・向井 哲  

〔研究期間〕 昭和50年4月－（継続）  

〔目的〕 昭和50年度に報告。  

〔経過および成果】昭和50年度には．下水汚泥のように窒素含量の極めて高い廃棄物の土壌   

添加は．土壌中での微生物による空■巨窒素固定能を著しく阻害するが，生わらのように窒   

素含量の低い有機物の場合では促進することを認めた。51年度は，下水汚泥の土壌添加に伴   

う土壌－Pでの無機態窒素の消長を調べた。その結果，汚泥の添加量の増加に伴って土壌   

中のアンモニヤ，硝酸態窒素量が増えるが，5％以上の添加量では硝化作用の速度は緩慢と   

なり，亜硝酸の集積がおこった。この亜硝酸集積は土壌の水分含量が高い程著しく．汚泥3   

％添加で最高36ppmにも達した。都内下水処理場の活性汚泥は，団地や食品工埠のものより   

も土壌中での硝酸，亜硝酸の集積が少ない傾向を示した。また，炭素含量の高い有機物と下   

水汚泥の土壌への混合添加は，土壌中での無機態窒素の集積を著しく軽減した。  

合成薬剤，主として有機塩素系殺虫剤のBHCの土壌中における微細な分布様式を明らかに   

することを目的として，これまでに幾つかの研究を進めてきた。その中で，50年度において   

は，BHCが土壌中で不均一に分布すること，およぴその不均一分布の様相はBHCの異性   

体の種類によって異なることなどを見い出した。続いて，51年度においては，このBHCの   

不均一分布が何に起因しているかを探求することを試みた。その結果，BHCの不均一分布   

が，大別すれほ2穐類のグループの土壌有機物に起因することが認められた。  

一方，これまでの研究に用いた陸成土壌と環境を異にする底質土壌についても同様に．B  

HCの吸着部位を明らかにする目的として，51年度中に二．三の実験を開始した。   

〔今後の計画〕 上記の研究項目の継続のほかに，下水汚泥還元土壌において，地温が土壌   

植物系の窒素代謝，ガス代謝におよばす影響を検討する。また，BHCの土壌における分布   

様式においては，2）の項で述べた2種類のグループの土壌有機物のそれぞれがBHCを吸着  

する能力について，より詳細に解析を進める予定である。底質土壌についても，陸地土壌と  

同様の検討を加えつつ研究を進める。   

〔研究発表）   

（講演）   

（1）菅田富男：空中窒素国定研究におけるアセチレン還元法と垂窒素法の問題点．文部省特  

定研究セミナー，熟隠（52．1）   

（2）吉田高男：東南アジアにおける有機廃棄物の利用について．文部省特定研究セミナー，  

東京．（52．2）   

（3）苦悶富男：生物的窒素固定の意義と将来．農林省土壌肥料部門総括検討会議セミナrl  

東京．（52．2）  

研究課題 土壌環境における無機汚染物賀の動態に関する研究  

【研究担当者〕 合田 健・吉田富男・高松武次郎．  

〔研究期間〕（1）昭和50年4月－（継続）  

（2）昭和51年4月－（継続）  
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〔目的〕 昭和50年度に報告。  

〔経過および成果） 昭和50年度には，イオン電極による安定度定数の測定法を確立するとと  

もに，カドミウムと土壌腐植酸との安定度定数を各地の汚染土壌から抽出した腐植酸につい  

て実際に測定した。その結果，安定度定数が土壌腐植酸の腐植化に伴って増大することが明  

らかになり，すでに報告した。51年度はこれらの知見を更に発展させ，カドミウムの他，銅，  

鉛についても測定を行い，富山県婦中町広田の土壌（灰色低地土壌．黒ポク土壌に近接）か  

ら抽出した腐植酸で．Cd2＋；logK＝6．25＋0．63（pH－5），Cu2＋；logK＝8．65＋0．65  

（pH－5），Pb2＋；logK＝8．35＋0．30（pH5），（ただLKは全安定度定数を示す）の値を  

得た。これは，Stevensonが最近Bjerrumのプロットを用いて得た値に良く一致している。ま  
た安定度定数は色皮相数より求めた腐植化度のみならず，OH基の含量等に大きく左右され  

腐植化過程でおきるメトキシ基の加水分解が金属と腐植酸との相互作用を増大させる方向に  

働いているものと考えられる。また銅と鉛は共に108オーダーの安定度定数を持っているにも  

かかわらず，銅錐体はほとんどCuA2型で存在し，CuA＋型がほとんど見あたらないが，鉛，  

カドミウム錯体は，MA2型，MA＋型が共有することが明らかになった。  

〔今後の計画〕 錐体のミクロの性質を明らかにするとともに．実際の土壌で腐植酸が重金属  

の吸着源として寄与している割合等を検討する。  

〔目的〕 土壌．底質環境における金属類（ケイ素，ヒ素，塩素等を含む）の水平および垂直  

分布のデータを集積し，元素間の相聞パターンを明らかにすることにより，金属類の土壌，  

底質環境での蓄積，溶脱過程を解明する。その第一段階としての，けい光Ⅹ線分析法による  

多元素同時全分析法の確立を目的とする。  

〔経過および成果） 土壌，底質サンプルをHClO4－HF混液で湿式灰化後，金属元素をジュ  

チルジチオカルバミン酸錐体（Fe．Ni，Cu．Zn，Pb）．テトラフユニルポレート塩（K．  

Rb）および儲溶性シュウ酸塩（Ca）として捕果し測定する破カイ分析法と，試料を粉体のま  

ま内部標準法により欄り定する非破カイ分析法の比較検討を行った。また同一試料ま原子吸光法．  

中性子放射化分析法等によってもクロスチェックした。その結果，破カイ分析法，非破カイ  

公析法の比較では各元素とも，0．92以上の相関係数で良く一致しており放射化分析法との比較  

でも，例えばFeで0．97の相関が得られた。原子吸光法との比較ではMnで0．97の相関が得ら  

れている。その結果，非破カイけい光Ⅹ線分析法は土壌，底質の多元素同時全分析法として，  

他の分析法に比べ，j迅速であるばかりか，データの信頼性も十分であることが分かった。  

（今後の計画〕 本分析法を実試料に適用し，分析データの集積を行う。  

〔研究発表）   

未発表．  

2．2．5 環 境 生 理 部  

研究計画とそのねらい   

本研究部は環境悪化による人体影響の機序，人体の反応（疾痛をふくむ）に関して，生理学的，  

生化学的，病理学的等基礎医学的研究を行う。したがって人体影響を解明する手がかりとして実  

験動物を用いた実験的研究が主流となるが，それを基本として，臨床医学，社会医学の相互関係  

を探究する分野でもある。特に社会医学的関連については，環境保健部と協力してその研究視野  
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を拡げる必要があろう。   

研究室構成は環境生理・慢性影響・環境病理の3研究室より成り立っているが，構成人月の分  

野の多様性と取り扱う手法の遠い等の関連から研究室にこだわらず，当初の研究テーマとして，  

経気的環境汚染物質をとりあげるグループと，非経気道的環境汚染物質をとりあげるグループと，  

大きく2つにわかれる。   

前者の“大気汚染物質が生体に及ばす影響に関する基礎的研究“は動物実験環境調節施設内に  

設置された慢性ガス暴露キャビネットを使用して生体に対する影響の研究を行うものであるが，大  

気汚染物質としてまず二酸化窒素（NO2）をとI）あげた。   

前年度の急性暴露実験の結果から雄のラットがNO2に対して高感受性であることが判明した  

ので，性差に着目し，電子伝達酵素系の誘導札 破壊剤を前投与し，NO2暴露を行い，その致  

死時間の変動と，生体内代謝系の差違を解析する必要がある。   

51年度後半に理工学的性能試験を経て慢性ガス暴露キャビネットの完成をみたので，ラットを用  

い，NO2ガス濃度，0．4，1．6，6．4ppmの3浪度を用い，13週間にわたる亜急性実験を行った。  

今回は主として生化学，病理学を中心とした絶合検索システムと生化学的な標的指棟の確立を目  

的とした。得られた成績を基礎資料とし，その再現性のみならず，実験動物のライフ・スパンを  

踏まえての長期暴露実験を行い，生体の経時的変化を追及し．環項基準の基礎となる同値等の設  

定を行うことが目標である。   

後者は非経気道的環境汚染物質として，重金属特にカドミウム（以下Cd）をとI）あげ，その  

生体に対する影響を追及する研究である。この研究の中心は生体構成成分と重金属の相互作用に  

関するものである。Cd投与時の腎臓のメタロチオネイン（以下MTと略）中の鋼含有量がきわめ  

て高いこと、肝隋MT中の亜鉛が重要な役割を演じており，Cdの毒性発現機構としてMT中の  

Cdと銅の関係を追及すると同時に，MTそのものの腎臓への毒性発現機構についても検討する  

必要があるので，化学的，病理学的，免痩学的研究をあわせて■行う。   

各研究課題における本年度の主な研究内容は次の通りである。  

研究課題 大気汚染物質が生体に及ぼす影響に関する基礎的研究  

（研究担当部〕 環境生理郡  

環境生理研究室  

〔研究期間〕 昭和50年4月－57年3月   

（目的） 大気汚染はそこに存在し生汚する生物に対し諸種の影響をもたらし，今日，大きな  

社会問題のひとつとな’っているが，大気汚染の原因物質は多種多様であり，生休に及ぼす影  

響もまた多岐にわたっている。  

本研究は，大気汚染の生体への影執こついて被影響の質的および量的な実態を解明するこ  

とにより，その成果が社会問題解明のための基礎資料となることを目的とし，動物実験によ   

・り主として生理生化学・病理学的側面から究明するものである。  

なお，本研究は昭和52年度より本研究所特別研究としてとりあげられることになったので．  

研究分野は更に拡大されることになる。   

〔鞋遇および成果〕 昭和51年度（52年2月）において本研究所動物実験施設内に慢性周ガス  

暴露キャビネットが完成した事により，本研究の実施が可能となった。  
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研究計画の概要は，まず，NO2，SO2，オキシダント，ハイドロカーボン等の大気汚染  

物質の単一での生体影響をラット・モルモットハムスターおよぴウサギ等を用いて究明す  

る。葛引二，上記各大気汚染物質の複合存在する環境下における生体影響についてラット・ウ  

サギ・イヌおよぴサル等を用いて究明する。これらの成果から大気汚染と生体の機能障害お  
よび疾病との量的質的な関係について考察を加えることとする。一九 これらと並行して工  

学系では超低濃度の複合汚染物質混合状態の制御作出手法の確立をはかり，これによって本  

研究の精度向上をはかるものである。  

以上のような研究計画の概要にもとづき．昭和51年度においては，NO2ガスの単一暴露  

をとりあげ，実験動物としてはマウス・ラットおよぴハムスターを用いて，3時間と8時間  

の急性暴露実験，およぴ，ラットでの13週間の亜急性暴露実験を行った。  

その結果，急性暴露によるNO2ガスの影響はラット（JCL：SD系）にもっとも強く発現  

し．次いでマウス（JCL：ICR系），ハムスター（Golden系）の順で低下することが判明し  

た。また，亜急性暴露実験からはNO2ガスはラットの生理機能においても脂質代謝の低下  

など諸種の影響をもたらしていることが明らかとなった。これらの成果はいずれも次に計画  

している長期暴花実験のための基礎資料として利用される。   

〔今後の計画） 昭和52年度においては，NO2ガスの環境濃度領域での長期暴露実験を開始  

する計画である。供試動物は急性実験により影響のもっとも著明であったラットとし，実験  

期間はラットの全寿命（約2年間）を予定している。  

なお，本研究は昭和52年度よI）本研究所の特別研究となったので，研究の実施にあたって  

は外部からの客員研究員の招聴も加えて研究分野の拡充を図る予定である。   

〔研究発表〕  

（講演）   

（1）高橋 弘・久保田憲太郎：NO2ガス急性暴露によるマウス・ラットおよぴハムスター  

の感受性．第47回日本衛生学全総会，日本衛生学雑誌32巻1号，63，東京．  

（52．4）  

（印刷）   

（1）久保H憲太郎・高橋 弘・河田明治・竹中参二（1976）：大気複合汚染が生体に及ぼす影響の  

動物較差．大気複合汚染の生体に及ぼす影響，昭和50年度環境庁委託研究，12－30・   

研究課領 二酸化窒素（NO2）の毒性と薬理学的手法による毒性低下現象に関する研究  

〔研究担当者〕 嵯峨井 勝  

〔研究期間〕 昭和51年9月－12月   

〔目的〕 環境汚染物賓の生体影響は生体側の状態によって変動することはよく知られている。  

今回，二酸化窒素（NO2）の生体影響を研究する目的で，既にその作用が知られている  

数種の薬物を前校与し，その生体側の生理状態を変化させておき，これに対するNO2の影響  

の表れ方からNO2の生体影響の標的検索を試みた。   

〔経過および成果〕 方法：動物はSD系雌雄ラシト（購入時SPF）を用いて69～83ppmの   

NO2急性暴露実験により，その平均死亡時間（T）とNO2暴露濃度（C）の積算値（TXC）  

の変化を指標とした。薬物は各種臓器中の電子伝達酵素系の誘導剤あるいは破壊剤として知  
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られている薬物を用いて，その前投与による対照群との違いとともに雌雄の間の違いを検討  

した。  

成果：最も顕著な変化は電子伝達酵素系の強力な誘導剤として知られている3－メチルコ  

ランスレン（3－MC）が雌雄とも著しい延命効果を示し，対照群（100％）のそれぞれ154％  

と183％であった。次に電子伝達酵素系の中のC耳功娩，研乃g P－450の選択的破壊剤として知ら  

れているアリルイソプロピルアセトアミド（AIA）は雄では対照群の161％の延命効果を示  

したが雌では逆に72％となり致死効果を示した。これは雌雄の対照群どうしでは雌が長時間   

生き延びること，〔妙0戊′馴g P－450含量は雌が低いことなどを考えると性による違いとして   

興味ある問題を提起しているものと思われる。その他，誘導剤であるフユノパルビタールと   

クロルプロマジンも雌雄ともに一定の延命効果を示した。  

一方，オゾンで最も延命効果が高いと言われているp－アミノ安息香醸はNO2暴露に対し  

ては何の効果も見られなかった。また3MCについては種々の投与方法を変えてその延命   

効果を比較したが，電子伝達酵素系が誘導されるような条件でのみ延命効果を示したことか  

ら，NO2の毒性は各臓器中の電子伝達酵素系の変化と強く関係していることを知ることが  

できた。   

〔今後の計画〕 今回NO2の毒性と電子伝達酵素系の相関性を知ることができたが．一言に   

電子伝達酵素系といっても様々な生理機能と関係している。特に生体異物代謝機能，肺機能  

にとって重要な脂質成分を過酸化する系として大きな意味を持っている。そこで今後は生体  

異物代謝機能と脂質の過酸化反応に対する影響を指標としながら，そのより詳しいNO2 の  

生体影響について検討を行う予定である。  

研究課題 二酸化窒素（NO2）の亜急性暴露による生体への影響  

〔研究担当者） 嵯峨井 勝・河田明治・白石不二雄・有川由紀子  

〔研究期間〕 昭和51年11月－（継続）   

（目的〕 これまでNO2の生体影響に関する動物実験の報告は非常に多〈，生化学的研究も  

多数報告されている。しかしながらこれらの報告は用いた動物種，暴露期間．暴露方法が異  

なる為にその結果を統一的に理解することは困難である。  

そこで今臥 NO2の慢性影響研究の一環として，NO2の3ケ月間連続暴露の経時的変化  

を追跡することにより，NOzの暴露濃度および期間と生体反応との関係を追及することおよ  

び人間に対するNO2の影響検索に必要な指針を得る為の検討をも目的とした。   

〔経過および成果） 方法：動物はSD系の雄ラット（6週令）を用いて対照群，0．4ppm群，   

1．6ppm群およぴ6．4ppm群の4群に分けて3ヶ月間．NO2を連続暴露し，生化学的項目に  

ついてその経時的な変化を追跡した。  

検討した項目はi）肺と赤血球中の掩7㍑ロゐ軌β〃efαわJfc fもJゐ相即（PMP）注（1）に関与す  

る酵素の変化と還元型グルタチオン（GSH）含量および過酸化物・生成の目安としてのTBA  

値，ji）肺および血清中の脂質成分酎2）の変動，iji）血清の一般的臨床検査項臥 であった。  

注（1）PMPとは段通，大気汚染物笥によっても細胞内で生成することが知られてきた過酸  

化物を解代謝する酵素系である（脂質過酸化物，過配化水素等）。  

注（2）肺はその機能にとって，リン脂質を主成分とする脂質成分（表面活性物質＝Surfact－  
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aJ止が非常に重要な役割を果たしていることが最近，指摘されてきた。  

成果：肺のPMPについては，NO2暴露後ただちにG6PDとGSH－RahiCtaSe活性の上昇  

が観察され．NO2の影響を見ることができた。しかしGSIト触ゐβ活性の変化は見られ  

ず，オゾンに比して毒性は質的に異なることを追認したが．その影響は持続性のものであるこ  

とを見い出した。  

一方．これまで赤血球中のPMPの変化は報告されていないが，今回の我々の研究によっ  

てNO2の長期暴露は赤血球中のG6PDの上昇を誘起することがわかり，今後検体として血  

液しか望めない人間のNO2に対する影響を検討する場合の有効な指標となり得るものと思わ  

れる。またこれと共に，方法ii）に示した肺および血清の脂質成分中，特にリン脂質含量の変  

化がNO2の暴露濃度に依存した短めて優れた指標であることを知ることができた。  

また血清の臨床検査においては，LDH．AldoYage．SGOT，SGPT，尿素・窒素（BUN），  

どリルビン．トリグリセライド（TG），およびコレステロール等の変化は1週間暴露で急  

激な上昇変化を示し．2週間目の暴露では逆に急激な低下を起こし，更に長期の暴露によって陰  

険に対照群のレベルに漸近して行き，あたかも適応性を獲得したかのような経時的変動を観  

察した。これは急性暴露による影響と慢性暴露による影響が質的な違いを有していることを  

示すものかも知れず，なお今後の検討を必要とするところである。またこのような一般臨床  

検査による変化の漸少化の過程でも前記のPMPやりン脂質の変化は冗進しており，そのバ  

ランスの均衡点がどのような条件でまたどのような状態に変化するかが正常と異常の，ある  

いは異常と疾病の境界点としての評価に大きな意義を持つものと想像される。ニのような意  

味でもPMPやリン脂質のような偏寄の指標の開発とそれによる長期暴露による検討が今後  

の課題であろうと考えられる。   

（今後の計画） 今回得られたPMPに対する影響を中心に，脂質過酸化とリン脂質の変化を  

より長期暴露の実験によって詳し〈検討し，環境評価の指標としての生化学的検討を更に進  

める子宝である。   

〔研究発表〕  

（印刷）   

（1）嵯峨井 藤（1976）：窒素酸化物の生体への影響について、一特に肺の脂質代謝への影  

響を中心として一．公衆衛生，相7），483－489   

研究課題 急性ガス暴露キャビネット†和二おけるガス成分の分布と動的変化に関するバックグラウ  

ンド調査  

〔研究担当者〕 河田明治   

〔研究期間）昭和51年4月一52年3月  

〔目的）大気汚染物質の生体に及ばす影響に関する研究を進めるためには，まず高純度の汚   

染物質を正確な濃度で安定して暴露キャビネットに供給することが必要である。汚染物矧こよ   

っては不安定なため，生体に対する作用の異なる二次成分に変化することもあるので▼汚染   

物質の化学的変化に及ばす要因も検討しておくことが重要である0暴露実験にはまずNO2   

がとり上げられることになっているので，急性暴露実験装置を用いてNO2のNOへの変化に  

及ぼす要因について研究した。  
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〔経過および成果〕 昭和50年度の研究では急性ガス暴露実験装置の試作とその性能試験を行  

った。その際，10～140ppmのNO2による動物暴露実験を行ったところ．初期においてキャビ   

ネット内に3、4％のNOの発生が見られた。NOの生成に及ほす要因として考一えられるこ  

とは（1）キャビネットおよび暴露実験装置の材質，（2）キャビネット内の温度，湿度，三ミ内の照明，   
（3）実験動物の存在などがあり，これらの影響を調べるために実験を行った。  

（1）キャビネットおよび暴露芙験装置に使用する材質を検討するため，ポリ塩化ビニル，ポ  

リエチレン，テフロン，エチレン・ビニルアルコール共亜合体を用いてNO2のl頻新  

および分解反応について調べた。その結果，NO2の吸着能とNOの発生能はポリ塩化ヒ  

ニルが最も大きく，ポリエチレン・ビニルアルコール共重合体が最レトさいという結果  

を得た。   

（2）ヒーターと加1湿器を入れたキャビネット内に清浄空気を導入し，室内温度範周を20、30℃，  

湿度を50～70％に変化させた場合，NO2の濃度に変化なく，NOグ）発生も見られず，  

室内照明も影響を与えなかった。   

（3）暴露キャビネット内にラット35匹を入れ，NO2濃度を10－90ppm，換京回数を1時間に  

10回として暴露実験を行った際にも排気中にNOは検出されず，また敷わらと動物の排  

泄物についても同様の実験を行らたがNOの発生は見られなかった。  

以上の結果からNO2による動物の暴露実験においては，キャビネットおよび暴■詣実験装置  

にポリ塩化ビニルを使用すると初期においてNOか発生する可能性があるので特にこれらに  

用いる材質には注意を要することが明らかとなった。  

研究課溝 騒音に対する生体の適応能力（Adaptabirlty）に関する才．§礎的研究  

（研究担当者） 高橋 弘・有川由紀子  

〔研究期間） 昭和51年4月一52年3月   

〔目的） 騒音が生体に及ぼす影響は，原因となる騒音の物理的特性および受容体としての生  

体側の要因によっても大きく左右される。そして，生体側の要因のひとつとして適応能力   

（Adaptabirity）が指摘されている。  

本研究は，上述のごとき観点にたち，動物実験を主体として，騒音に対する生体各個の適応  

能力について基礎的知見を得ることを目的とする。   

〔経過および成果〕 本研究の失施にあたっては，まず，動物に対して騒音負荷を与える場   

（防音された空間）が必要である。当研究所においては，昭和49年度より着工した動物実験施  

設内に有効面積約16m；，防音効果約20ホンの防音室を計画し，52年2月に完成した。更に，  

防音室内には社会空間に常在する騒音－たとえば航空機騒音，建築工事騒音など－を録音再  

生し、その中で動物を長期にわたって飼育する装置の設置が必要となる。52年度以降は上述  

手順により実施の予定であったが，52年皮は予算措置・研究担当者の時間的都合等により，  

一時中止となった。   

〔今後の計画〕 騒音が生体に及ぼす諸種の影響の解明は，嶺音公害の影響および防止対麓を  

構ずる上にも露要な基礎資料となるものである。なかでも、現実社会に即応した問題として  

日常に常在する70－80ホン程度の騒音環境下に長期間にわたって暴露された場合の生休が受  

ける生理的影響についての研究は今日でも，ほとんどなされていない現状である。しかも，硯  
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実間竃として騒音の生体への影響に関する研究は社会的にも大いに希求されているとみられ  

る現状であるので．本研究は近い将来において再開すべき課題であると思われるものである白  

研究課題 生体構成成分と重金属の相互作用に関する研究  

〔研究担当者） 鈴木和夫・米谷民雄・竹中参二  

〔研究期間〕 昭利51年4月－（継続）   

（巳的〕 生体にとって有害と言われている重金属の内．カドミウムは生体中に蓄積する金属  

であり．その蓄積組織が帆 腎臓などに限完されている特異な金属である。そして生体組織  

内においてはメタロチオネインと呼ばれる低分子豊たん白矧二特異的に結合している。それ  

故，カドミウムの毒性を解明するにあたってはメタロチオネインの生体内における挙動およ  

び性質を明らかにし，生体組織への作用を解明する必要がある。本研究はメタロチオネイン  

の形成，代謝および性質を実験動物を用いて追跡し，生体内存在状態と生体組級への毒作用  

との関連を明らかにすることを目的とする。   

〔経過および成果） 50年度に行われたど抑 dわ℃実験により唖々の重金属の軋生休必須金属  

である亜鉛と銅がメタロチオネインの形成，代謝および性乍引二韮要な役割をになっているこ  

とが示唆された。51年度においては，カドミウム投与時の肝および腎におけるメタロチオネ  

インの形成および代謝を経略的に追い，メタロチオネイン「Pに含まれる亜鉛，カドミウムお  

よび銅の動態を調べた。これらの結果，カドミウム投与時の腎メタロチオネイン中の銅含貴  

が非常に高いことを明らかにした。また肝メタロチオネイン中の亜鉛とカドミウム鼠の時間  

的変化より，メタロチオネイン形成にあたって亜鉛が重要な役割をになっていることを明ら  

かにした。同時にカドミウム単一投与またはカドミウムと他の頚金属との組み合わせ投与の  

急性および慢性影響を病理組織学的に比較検討した。   

〔今後の計画〕 二れまでの研究において，カドミウムの毒性発現機構とLて、メタロチオネ  

イン中のカドミウムと銅の関係が重要であることがホ唆された。この観点からの実験を行う  

と同時に，メタロナオネインそのものの腎への毒性発現機構についても検討する。   

〔研究発表〕  
（講演）   

（1）鈴木和夫・久保田憲太郎：メタロチオネインに対する亜軋 カドミウムおよび銅イオン  

の結合親和性．日本薬学会第97年全，東京．（52．4）  

研究課題 ラット肝臓における生体異物（薬物）代謝酵素系に対するカドミウムの膨響に関する  

研究  

〔研究担当者〕 嵯峨井 勝・l〕石不二碓  

〔研究期間〕 昭和50年5月一51年9月   

〔目的） 前年度は生体異物（薬物）代謝酵素系に対するカドミウムの障害成分の検索につと  

め，この系のチトクロームP450への障害が主であることを知った。そこで今年度はその   

障害の経時的変化と主にチトクロームP－450の障害のメカニズムに中止、を置いて検討を行  
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った。  

〔経過および成果〕 肝臓における薬物代謝酵素系障害の経略的射ヒについては、¢′P－450，   

C少b5およぴ，の好一450依存性綾川椚■闇J（氾（おgざ（山繭相加加鹿勒眈油血靴とA扇け那  

／頭7Ⅶ〆俗g活性）について検討した。   

実験には7週令仲z’ぶねr糸雄ラットを用い，カドミウムはCdChを減薗生照食塩藩液とLて  

1相聞に8回（4，5，9E帽は投与せザ）腹腔内注射した。Cd2＋の第1回投与よt），各   

2，4，7，11，15週目に屠殺し、その経時的変化を検討した。   

これより全体的にその障害は第1回投与よリ4過日で最細二途し，その後11過日まで，そ   

の障室は経腰し、15週目ではかなりの回復がみられた。0すP－450関係の障害あるいは酵素   

活性の低下は30－40％であったのに対して同じヘム蛋白である（加b5の低下は最大で20％程   

度であり，Q謹－450はCdに対して健めて敏感であることがわかった。また，この軋血清化学   

白く」肝機能検査とLてのsGOTおよび或；PTの変化は見られなかった。二れらのことよ［）薬物   

代謝酵素系は，その中でも特に0すP－450は環境汚決物に対して傲めて敏感な形響を受ける   

優れた指標であることがわかった。   

¶1＼（諦P－450の障吉メカニズムについては，A椚玩如叩加＝あ肌邦画蝕とA扁〟那   

わ戌Ⅶ印k㍑淫性のE和之y花e巌抑efざ岱と玩t京和でのC〟P450の可視部吸収変化の耐から検討   

した。これらの結果より0げ450障害は酵素活憎部位にCdが†在掛乍用して醒某活性阻点を   

起こすというより．鋤P－450の合成あるいは分解による障害である可胎性が強いと思われた。   

また．CγtP－450グ）分解についてはinvitro添加のCdがCJ4P－420を生成することよr），   

主にq押450の旅乃すc一偏oJ／首都刀dを破壊することによるものと一郎っれる。  

また，ニメ■しら鋤P－450グ）含量低下およぴC少P450依存性酵素活性の帆下は肝湿邦罠当   

りの〃ゴビ和SO研〟／かOJgよ邦の低‾Fともよ〈対んむしていた。  

〔研究発表）   

（議決）  

（1）嵯峨井 勝・白石不二雄・久保［儒太郎：ラット肝ミクロソームの酸化還元酵素系に対  

するカドミウムの影響について．日本生化学会，生化学，48巻7号，748，札巾軋  

（51．9）  

（2）嵯峨井 勝・白石不二雄・久保田憲太郎：ラッ卜肝臓の薬物代謝酵素系に対するカドミ  

ウムの影響について．日本衛生学会，日本衛生学雑誌，32巻1号，127．東京．（52．4）  

研究課領 有概念属化合物および金属錯体の合成研究  

〔研究担当者〕 河輯明治  

〔研究期間〕 昭和51年4月52年3月   

（目的） 蚤金阻ま随々の有機金属化合物および金属錯体を形放し，それがどのような化学形  

態をどるかによって生体における層積部位や毒性効果が異なる。各棟正金偶の有機金属化合  

物および金属錯体の合成を試み，それらの生佃二村する毒他 生理活性を比較検討すること  

により、環境汚染物質としての重金属の生体置き轡に関する基礎的知見を得ることを目的とし  

て研究を行う。   

（経過および成果】 生体中で正金届はタンパク，ペ70タイド，炭水化物，服屑篭どとの相互  
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作用が考えられるが，重金属錯体が水溶性で，配位子が生体構成成分である場合を考え，配  

位子としてまずアミノ酸をとり上げた。カルポキンル基とアミノ基のみからなるアミノ酸と  

亜金属との錐体は安定度定数が低〈，重金属の毒性試験に必要な低濃度水溶液中において金  

属イオンと配位子への著しい解離が起こる。金属のなかで安定度定数の大きい錯体をつ〈る  

銅をえらぴ，嗣－グリシン錯体と硫酸銅についてマウスを用いて毒性を比較したが両者に顕  

著な差がみられなかった。   

重金属の生体に対する有害性については特にSH基との結合の強さが問題になると考えられ  

ている。また，重金属のなかでも錯体の安定度定数の小さいカドミウムもSH基を有する化合物  

と！ま強く結合することから，配位子としてSH基を有するアミノ軌ペブタイドの中からシ  

ステイン，ベニンラミン，グルタチオンをとり上げ，紹とカドミウムとの錯体の生成，単離  

を試みた。この研究の目的は錐体の動物に対する影響を調べることにあるので，使用する錐  

体はql性付近で水に可溶性であることが必要条件である。そのため，金属イオン濃度を灯1  
M，10‾2Mとし，金属と配位子とのモル比を1：1およぴ1：2とした場合の水に対する  

溶解度を調べた。鉛では，金属とグルタチオンのモル比が1：2で，鉛の濃度が10－2M の  

場合のみ錯休は水に可溶性であった。カドミウムでは，金属と配位子のモル比が1：2のと  

き．上記のすべての配位子と水に可溶性の錯体を形成した。例外として，カドミウムとベニ  

ンラミンの錯体は1：1のモル比においても水に可溶性であった。   

金属を含むタンパクにおいて，金属はシステイン残其のSH基と結合している場合が多い  

ので，カドミウムーシステイン錯体を用いて動物実験を行った。   

マウスを用いて塩化カドミウムとカドミウムーシステイン錯体との毒性を比較したところ，  

両者には顕著な差異が認められなかった。   

カドミウムのシステインとの結合の強さはメタロチオネインのようにSH基を多〈もった  

タンパクとの結合に比べて弱い。更に金属錯体の毒性問題を追求するためには，金属とイオ  

ウの結合が多い安定な錐体について検討する必要がある。  

2．2、6 環 境 保 健 部  

環境保健部の概要   

近代生活における健康破壊の要因としては，自然環矧二由来する疾病はほとんど克服し得たと  

考えられるが，代わって我々人糞酎ま，人為的にもたらされた環境から受ける健康問題に対処しなけ  

ればならなくなった。従来の環境衛生の諸対策や基準は，自然環境からの脅威に対応するものが  

主であったが，今後は，一般生活環境においても人為的要素による腱康破壊が起こl）得る可能性  

があり，また，生活水準の向上によって，より快適な生活環境への欲望も急速に高まってきてい  

る。   
環境保健部では，健康な生活を保証し得る環境基準を設定するために，調査ならびに実験を通じ  

て，人為的にもたらされた環境汚染が人見にあたえている影響を解明してゆくために必要な研究  

を行う。しかしながら，人類に対する環境汚染の彫響は，人間旅団の特性と環境要周との複雑な  

相互作用によって成町立1ておリー未知の事柄が非常に多い。その中でも，人間集団に対する環境  

要因の影響を評価する指標として，健康状態との閑適を明瞭に説明し得る拍様に乏しいことが、  

環境保健の研究上，また，保健行政の運営上，困難さを高めているといえよう。   

現在，環境保健部は．環境保健研究室と環境疫学研究室の二研究室より成っている。  
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環境保健研究呈の研究内容は，環境汚染物の生体負担と生体機能との関係から、環境汚染の生  

体に対する影響を評価する指標の開発を目指し，当面，大気や飲食物を介して生休に摂取される  

重金属頬，有機合成物等，蓄積性汚染物に対する量・反応の関係を追求し，更に，地域的に収集  

した生体試料の含有元素分析を行うことによって，生体内重金属蓄積状態と疾柄構造との関連を  

追求し，環境汚染の全国的拡がりをチェックしてゆく計画をすすめている。これまでに，有機水  

銀とセレン化合物との混合暴露に際しての生体内水銀の分布パターンを実験的に解明し，一応の  

結果を得たが，更に，人体からの試料として，毛髪，胎盤等，入手し得る材料を収集し，水銀，  

セレンの生体負担度を推定，これと生活条件との関連を検討する研究をすすめている。また，農  

薬PCB等の生体負担動こついても，試料の収集を行うと共に，動物実験によってDDTの排泄  

パターンを脂質代謝の面から研究し．一応の成果をおさめた。環境保健研究室が研究対象とする  

宿主は人間集団であるが，何らかめ型で人間とかかわりのある動物の試料もそのままの指標とし  

て適宜利用してゆくことも有効であり，その意味で．野犬，ネズミ，魚類も間接的に人間集団で  

起こりつつある汚染を推定する有力な指針として利用している。   

環境疫学研究室の使命は，当面の環境汚染の人体影響を評価してゆく上で，もっとも重要な調  

査研究を担当するものであるが，研究者は全国的にも極度に少い分野であって，研究者養成も重  

要かつ急を要する使命である。各地域別の人口集団を標準化した健康状態を調査し．その地域別  

差異を環境汚染レベルによって説明することにより，環境汚染の寄与率を求めて，健康な生活水  

準を保持し得る環境基準を作成するのが目標であり．また，公害病認定にあたっての指針を作成  

するための研究も行う。環境疫学研究室の活動は，有効な資料の収塵が重要な仕事であり，その  

ためにも，行政ルートに多大の協力を求めなければ不可能であるが，当面そのルートの開拓に努  

力を要する。現在取組んでいるものは，宿主である生体が汚染物に対して反応する場合の表現形  

式の個体差を、免疫学的手法により説明するための研究で，生体レベルあるいは細胞レベルで実験  

を行っている。また，特定汚染地域の人体試料についても，カドミウム，鉛等の生体内漬度を求  

め，全国的な汚染分布図を作成する準備をすすめている。   

環境保他部では，この外に，生活様式のちがいによる環境汚染物の影響のうけ方の相違点を研  

究して，健康を維持する上での標準的な生活様式の指針を作成することや，環境汚染物の生体へ  

の影響を感覚生理的に把握する方法を用いて評価することや，更にまた，社会科学的技法をとり  

入れて．環境汚動こ対する住民側の意識調査を行い，実際の汚染度との関係と比較するなどの調  

査も行うペく計画している。しかしながら，社会的要求が大きいにもかかわらず研究者がもっと  

も少い分野であl）．環境保能都としては，研究を行いながら，将来の研究員を養成してゆかねば  
ならないという実情にある。  

2．2．7 生 物 環 境 部   

研究計画とそのねらい   

本年度は，50年度から行っている研究課題の継続が主として行われるが．生理生化学研究室と陸  
生生物生態研究室で取り上げていた大気汚染物質の雑物影響に関する研究課題が，本年度より開  

始される特別研究「陸上植物による大気汚染環境の評価と改善に関する基礎的研究」（3ヶ年）  

に組み込まれて，重点的に研究を遂行することとなった。   

生理生化学研究室では，湖沼の富栄養化による藻類の異常発生機構の解明について引き続き研  

究を行っており，また，水生生物生態研究室と協力して，食物連鋭による義金偶の遷移と濃縮過  
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程についても継続して研究を行っている。   

陸生生物生態研究室では，都市域における大気汚染ガスの移動と植生への影響を．土壌環境変  

化を通じての間接的影響と直接的影響の両面からシステム生態学的に引き続き追求する。また，  

植物群落の環境形成作用に関する生態学的研究を遂行するために，本年度も引き続き所内実験圃  

場設計のための資料収集および腐場の設備・施設の内容を検討する。   

水生生物生態研究室では，汚染物質の自然生態系の平衡におよほす影響を，山地渓流の生態系  

におよぼす殺虫剤の影響とその臥復過程にみられる生態系構成生物相互の関係の解明および所内  

廃水処理水貯溜池の生物相の遷移の定期調査の両面から解析して行く。また，重金属の水生生物  

生態系における挙動の解明を，引き続き室内モデル実験によl）行うとともに，淡水魚の実験動物  

化の研究も継続して行う。   

さらに本年度より，水圏における物質代謝に棲めて重要な役割を果たしている日本産ユスリカ  

類の分類学的生態学的研究を開始する。  

研究課題 重金属顆の生体内での挙動一特に藻美引こおける挙動  

〔研究担当者〕 菅原 淳・近藤矩朗・島崎研一郎  

〔研究期間） 昭和51年4月－（継続）   

（日的） 水中の低破産の重金属でも．食物遵鍬こより水生動物体内に蓄積され 有害な濃度  

となるが，その食物連鎖の原点となる単細胞藻類における重金属顆の挙動について研究する。   

本年度は重金属頬の藻類細胞への取り込み機構．蓄積の際の存在状態および重金属存在下で  

生育した細胞と正常細胞との諸生理活性および構成成分の変化を比較検討する。   

〔経過および成果〕 緑藻クロレラを重金属存在下で培養すると，培養液中の重金属が減少す  

るが．これは細胞内への取り込みによるものの他に細胞表面での吸着によるものが考えられ  

るので．各種キレート剤を含む溶液で洗源を行った。この処理で細胞より重金属が遊離して  
来ないので，重金属は細胞内に取り込まれていることが確認された。細胞内での重金属の存  

在状態は，細胞破壊後，蛋自分画を行ってどの分画によく分布しているかを調べることによ  

り解明を行っている。重金属存在下で生育した細胞の光合成活性をクラーク型酸素電極を使   

用して測定した。正常細胞と比較して光合成酸素発生能力が低下しており，また色素組成  

の変動も吸収スペクトルの変化から観察きれた。これらの細胞をミジンコに与えた時の影響  

を，水生生物生態研究室で研究中である。   

〔今後の計画〕 重金属が細胞内のどの部分の蛋白質にどのような形で蓄積されるかを追究す   

る。また活性低下の原因として考えられる色素の存在状態の変化も螢光スペクトルの変化か  

ら調べて行く。  

研究課題 湖沼の富栄養化による藻類の異常発生機構の生理・生化学的研究  

〔研究担当者〕 菅原 淳・近藤矩朗・島崎研一郎  

〔研究期間〕 昭和51年4月－（継続）   

（日的〕 富栄養化の進んだ湖沼では，アオコの異常発生が起こるが，その機構については多く  
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の要因が含まれており．まだ不明の点が多い。本研究では，アオコの異常発生を実験室内   

で再現し，その複雑な発生機構を少しずつ解明して行く。本年度は．昨年度に得られたアオ   

コの主成分であるMicrocystis の培養条件を更に改善して，異常発生の実現をE］指すと共   

に，霞ヶ浦での異常発生細胞を解析して正常培養細胞との比較を行う。  

（経過および成果〕Microcystisの培養条件に更に種々の検討を加えた。培養液中への各   

種ビタミンの添札マグネティックスタラ一による低速挽伴培諷光照度の増触有機炭素   
源の添加等の改良を行い，現段階ではかなりの生育速度を得ているがまだ異常発生の再現ま   

では行かか、。またMicrocystisが共存するバクテリアによる分解物を生育に必要として   

いる可能性があるので，無菌化について検討を行った。抗生物質や紫外線照射により便宜的   

に行っているが，無菌化条件下では増殖速度が低下する。これは無菌化による栄養供給の不   

均衡によるものだけでなく，無菌化処理による細胞の不活性化あるいは突然変異誘起の可能   

性もあり検討中である。霞ヶ浦で採取した細胞と実験室で培養した細胞との間の光合成括阻  

色素組成について比較検討も開始した。  
〔今後の計画〕 霞ヶ浦で採取した細胞と通常培養細胞との間の種々の比較検討を続けて行い，   

異常発生機構を解明する手がかりを探る。無菌化に関しては，マイクロマニュビレータ一法  

を適用して行く計画である。   

研究課題 都市大気一土壌一植物系における大気汚染ガスの移動と植生への影響に関するシステ  

ム生態学的研究  

名取俊樹  〔研究担当者〕 戸塚 繚・古川昭雄   

〔研究期間〕 昭和50年4月一（継続）  

（月的） 大気汚染物質の植生への直積的影響ならびに，土壌環境変化を通じて植生に及ぼす   

間接的影響を解明し，都市域における植物群諸による大気汚染環境の改善に関する方策を検   

討する。  

〔経過および成果） 本年度は特に植物の乾物生長に及ばす二酸化イオウの影響を明らかにする   

ための基礎資料として，種々な環境条件のもとで二酸化イオウ暴露による植物の光合成・呼吸   

活性の変化を測定した。本研究は，昭和51年度より開始された特別研究「陸上植物による大   

気汚染環境の評価と改善に関する基礎的研究」と密接な関連があるので，本研究の成果は特  

別研究の研究成果に包含して別記した。  

〔今後の計画〕 上に記した特別研究の成果をもとに，本研究の初期の目的を遂行する。   

研究儒腰 椎物群落の環境形成作用に関する生態学的研究  

〔研究担当者） 戸塚 績  

（研究期間〕 昭和50年4月－（継続）   

〔目的） 植生変化にともなう地上環境および土壌環境の変化を測定して、植生の環境保全機   

能を解明する。さらに，自然生態系の物質循環におよばす植生破壊の影響を検討するととも  

に．人間活動による植生破壊の生態系への影響評価の手法を開発する。  
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〔経過および成果〕 本研究は，研究所用地別団地内の松林および雑木林を利用して．植生破  

壊による環境変化および植生回復にともなう陸上生態系の動態についての経年変化を調査研  

究するもので，本年度は昨年度にひきつづき実験圃場設計のための資料の収集と圃場の設備   

・施設を検討した。  

〔今後の計画〕 昭和52年未までに実験既場の一部が完成することになったので，本研究の予  

備的調査として，昭和52年度当初より圃場敷地内で土壌腐植量と土壌呼吸活性との関係につ  

いて調査を開始する。  

研究課題 汚染物質の自然生態系の平衡におよばす影響に関する研究  

〔研究姐当者〕 安野正之・久保淳子・畠山成久・春日清一  

〔研究期間） 昭和50年4月一（継続）   

【月的〕 環境汚染物質が自然の生態系を著しく破壊し，その生態系を構成していた生物が消  

失してしまったり，別の種に入換わったことなどが経験的によく知られている。しかしその  

ような生物相の破壊ないし変化の機序については，これまで系統だった研究がなされていな  

かった。本研究はこの問題を系統的に研究していく試みとして始められた。   

〔経過および成果〕（A）山地渓流生態系におよばす殺虫剤の影響   

殺虫剤の影響を受けていない山地の渓流を選び1975年11月から1976年12月まで1年間，毎月   

調査を行いそのほ流の本来の生物相をしらべた。源流から約1．5kmの長さの流れを研究対象  

としたが上流から下流にかけて流量，流速の変化にともない生物相は変化してくる。約30種   

の付着藻類，約1（》種の水生昆虫が生息していた。更にサワガニ，プラナリア，カワニナ，  

アカガエル等がみられるが魚は生息していか－。これらの生物についてそれぞれ季節的な消   

長が認められるが同時に生物群集の構成も季節的に変動する。ごの変動はそれぞれの種の分   

布域の季節変動に由来するものもあることが明らかになった。それは必ずしも上流から下流   

へ流下するということでなく，その逆もあった。またこのような源流系では従来量要祝され   

ていたi軌 札平瀬という生息域の分類と違って．岩の表面，落葉中，礫の下というような   

生息場所に分類され．それぞれに特徴的な生物相が認められた。  

1976年6H，隣り合う支流を対象として殺虫剤の生物への影響もしらペた。｝つの支流は全   

長約200m，もう一つの支流は00Om以上であるが，ともに幅は3（kmで流量も少ない′トさな流   

れである。前者は源流から後者は下流約200mの長さの部分に7ユニトロチオン（スミチオ   

ン）乳剤を流した。200m下流の地点の殺虫剤鰻度は同時に流したウラニンの濃度から推定  

したところ，45分後約0．5揮mのピークに達しその後急速に薄まった。実験に用いた二つの   

支流とも約30種の水生動物が生息していたが．プラナリアの一部を残しほほ全部の生物が流   

失した。生物は2ヶ月後には回復しはじめるが，本来駆除すべき昆虫としてのプユは1ケ月   

後には早くも回復した。その種類は本来そこに生息していたものと必ずしも一致しないが，   

種の交代が殺虫剤使用によるものかどうかは更に研究が必要である。回復の過程で出現Lて  

くる種のうち一部は生き残っていたと思われるものもあるが，上流部からの補充を期待した   

支流とそうでないものとの間で大きな差はなく，成虫の産卵によるものが多かった。したが   

って薬剤散布地域が広大な地域にわたれば，回復がより遅れるであろうことが推察され，薬   

剤散布地域の大きさと生物相の回復との関係という大きな問題の足がかりを作った。一方，  
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水中にのみ生息する昆虫以外の生物の回復は更に遅れることがわかった。  

1976年12月，生物相調査を1年行った支流で低毒性有機燐系殺虫剤アベイトによる本実験を   

行った。実験は上流部分を若干のこして乳剤をスミチオンと同様に流し，本流に入るまで約   

1kmの長さの間4地点で殺虫剤濃度を経時的にしらペ，同時に流下水生昆虫を8地点でせき   

止めて，各地点間の流下総数をしらべた。殺虫剤は投入点下流130mで12p叩をど－クとす   

るが，8∽m下流ではビータで0．5pFnにすぎない。生物の流失は殺虫剤の濃度に依存し．   

上流地点では．感受性の高いシロハラコカゲロウなどは流失するれ シマトビクラ等は影響   

を受けなかった。下流ではどの種もあまり流失していない。このような淡流における殺虫剤   

の対象であるプユは比較的流失し，回復過程も夏の予備実験とは異なっている。  

その他の生物の回復過程もまだ解析途中で今後も観察がつづけられる。ただし殺虫剤の投入   

後の顕著な変化として珪藻の異常増加と，ヤマユスリカ（3種）の異常繁殖が認められたこ  

とが特記される。  

（切廃水処理水貯溜他の生物相の遷移   

今年度は底質の変化と底生生物相の定期的な調査にとどまった。エスリれ イトミミズ等の   

出現種類数は増加したが，個体数の増加はみられない。甲殻類の動物プランクトンは一度も   

出現しなかった。昭和50年度に放流したフナ（卵）の二代目が増えたためと思われる。  

〔今後の計画〕 渓流における殺虫剤の実験は，生物相の回復が認められる時点まで継続して   

行われる。野外における実験は，潅がい用水路など繰り返しのきく場所で続けることになる。   

51年度に得られた特異的な現象の解析を行う。  

〔研究発表〕   

（講演）   

（1）安野正之・他：筑波山渓流の底生動物におよぽすプユ駆除薬剤の影響．  

陸水学会大会，函館．（51．10）   

（2）安野正之・他：プユ幼虫駆除における殺虫剤の流下，プユ研究会，徳払（52．4）   

（3）久保淳子・他：山地渓流の生息場所による水生昆虫相の差軋 生態学全大全，広丘  

（52．4）   

（印刷）   

（1）安野正之・他（1977）：筑波山渓流におけるプユ幼虫駆除実験と底生動物の流失過札  

衛生動物28，13．  

研究課題 水生生物の実験動物化の基礎的研究，（1）淡水魚類の系統分離  

〔研究担当者〕 春日清一  

〔研究期間〕 昭和51年4月－（継続）   

（目的〕 我が国での工場排水や農薬．毒物等の水生生物に対する毒性試験はJISによりヒメ  

ダカまたはコイを用いることが決められている。これらの材料は市販のものが用いられその  

系統や試験時の生理的条件など極めてあいまいであー），各所で行われる試験結果の比較を困   

難にしておりまた実験の再現性も期待できない。さらに魚類を使った生理生態学的実験にお  

いてもその系統の吟味はほとんど行われずにいる。従来から実験動物化された魚類にはメダ  

カくらいしかなく，さらに多くの免税を実験日的に応じて使いわけるため何種類かの魚種の  
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実験動物化が要求される。このように魚類の実験動物化の遅れている原因は種毎に全く違っ  

た生殖生理機構を持つことによる採卵や産仔の促進の困難さにある。このため種毎の生殖機  

構の解明とその人為的コントロールが必要である。   

〔経過および成果〕 邦産魚種としてギンブナ，キンブナ，タモロコ，モツゴ，タナゴ，タイ   

リクパラタナゴ，メダカ，ドジョウを実験室内水槽で飼育している。このうちモツゴ，タイリ   

クバラタナゴ，メダカ，ギンブナは夷験室内で採卵が行われた。モツゴの産卵は温室内で水  

温を25℃に保つと4月から9月迄続き，ほぼ3日に1度約200個の卵を塩ビのパイプや壁面  

に産みつけ採卵が容易で，椎仔魚の飼育もやりやすく，成熟こは4－5ヶ月と比較的短期間  

であることから実験材料として好適な材料となり得る事が明らかとなった。雌性発生するギ  

ンフナはフナのアセトン乾燥脳下垂体の食塩水懸濁液を注射することにより成熟を促進させ  

採卵することができた。  

外来種であるグッピーは男色系，赤色系，黄色系の3系統を飼育し，このうち賛色糸は6代  

目に達している。グッピーはほぼ27日の周期で出産するが，出産周期に伴い体重が変化し，  

特に出産前日には急激な増加がみられる。この際の脳下垂体摘除は出産の遅延を引き起し出  

産に対する脳下垂体の関与を示唆した。このことは脳下垂体機能の人為的コントロールによ  

る出産時の調節が可能であることを示している。   

〔今後の計画〕アクアトロンが完成し飼育施設が整し－外部環境の調節が可能となった。これ  

により各種魚種の外部環境に対する反応を明らかにし，またその性成熟を促進する環境条件  

を与えることにより周年的採卵を行い，常時実験村科を得られる方法を確立する。また採卵   

可能となった魚種は同系交配を重ねることにより純系化を図ると共に発生，成長．寿命，成   

熟等を観察し以後の研究の基礎的資料を得る。また飼育魚種の中から突然変異個体を見いだ  

すことにつとめ，これを実験材料化する。  

研究課題 日本産ユスリカ顆の分顆学的・生態学的研究   

〔研究埴当寺〕佐々 学 t安野正之・畠山成久・春日清一・久保淳子   

（研究期間） 昭和51年10月－（継続）  

〔目的〕，ユスリカ類は湖沼，地，河川，渓流，海岸などの底泥において幼虫が発育し，サナギを   

経て成虫が羽化飛散する。成虫はしばしば大発生していわゆる公害を引起すが，その反面に   

おいて水圏の物質代謝の一部として極めて大きな働きをなしている。しかし日本産のユスリ   

カ類についてはその分類および生態に関して知見に乏しいのでこれを明らかにする。  

（経過および成果） 日本および諸外国の文献の蒐農をほぼ終り，国内産の種のチェックリス   

トを完成した。更に日本各地で採集を行い，そのうち既に数十種以上が未記録種であること  

が判った。  

霞ヶ浦湖畔，公害研究所，桜村花茎住宅にライトトラップを設置し飛来するユスリカの種頬   

および個体数の調査を始めた。幼虫の飼育をいくつかの種について試みているが，処女生殖   

をするエ混ndβけeomgαを我が固で初めて発見し．その飼育に成功した。緑藻を餌として成長に   

対する幼虫密度の影響をしらペた。単独で飼育すると，12日ないし，14日で成虫になるが，   

高密度で飼育すると数ヶ月間幼虫のまま過ごすことがわかった。  

（今後の計画）（1）筑波，霞ヶ浦地域で年間を通じ幼虫，サナギ，成虫の定量的な捕集を行い，  
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その種類の分布と生態を明らかにする。（2）日本各地の材料を不定期に機会あるごとに採集同   

定を行う。（3）それらの飼育を試み，発育軋 食性等を明らかにする。・（4）環境の指標性を検討   

する。（5）環境における動態を解析する。  

〔研究発表〕  

く印刷）   

tl）佐々 学・安野正之（1977）：日本産ユスリカChironomidaeに関する知見追1J］I］．衛生  

動物，28，20  

研究課題 汚染物質の水生生物生態系における挙動に関する研究  

（研究規当寺） 安野正之・畠山成久・菅原 淳  

〔研究期間） 昭和50年4月－（継続）   

（目的〕 低濃度の重金属が水生生物生態系に存在した場合，生態系を構成する種々の生物に  

どの程度蓄積するか，またその結果生物がどのような有害な影響をこうむるかを，室内のモ  

デル実験によって明らかにしようとした。また生物の特徴である食物連鎖を通してと，水か  

らの重金属の取込みを，それぞれ分散して行わしめ，両者の場合の重金属の取込量や生物に  

与える影響の差を明らかにしようとした。  

〔経過および成果〕まず食物連鎖による重金属のモデル実験として，0．02，0．1，0．5ppm  

カドミウム（以下Cd）を含む培養液でクロレラを培養した。クロレラはCdの態度に比例  

し，それぞれ10－20〃g／g，60－80〃g／g，320－35恥g／g（クロレラ乾重）のCdを取  

込んだ。クロレラに取込まれたCdはキレートで120分洗っても，又冷蔵中にもクロレラか  

らほとんど遊離しない。このようなクロレラ（以下0．02，0．1，0．5ppmCdクロレラと  

記）を人工軟水で洗い，約1．5×106／舶の初膿度で生後12±6時間のタマミジンコに摂食  

させその影響を調べた。0．02ppmCdクロレラの場合は対照と差異はなかった。0．1ppm  

Cdクロレラの場合は10日目以降に平均産仔数にわずか阻害効果が認められた。0．5 ppm  

Cdクロレラでは7日目以降に死亡率，産仔数に顕著なCdの阻害が見られた。成長を脱皮  

ガラの尾刺長で調べると，Cd浪度に従い．阻害効果が認められ0，5ppmCdクロレラの  

場合は子供にも影響していた。ミジンコのCd取込量は1週間目までは，最大それぞれ40，  

60，100〃g／g （ミジンコ乾量）であった。  

次に溶液からだけCdをミジンコに作用させその影響や蓄積を調べるため，星間はCdを含  

むがクロレラを含まない水で，夜間はCdを取込んでいないクロレラを餌とした水でミジン  

コを飼育した。なぜなら溶液中のCdはクロレラに付着し，餌を通してのCdの蓄積がかな  

りの量あるからである。この場合クロレラを通して間接的にCdをミジンコに作用させた場   

合よりも1桁低い濃度0．002，0．01，0．05ppmで．しかも昼間だけのCd暴露であったが，  

0．05ppmの場合産仔数に顕著な減少が見られた。またこの場合夜間だけの摂食のため，産  

仔は1～2日おきに起ったがCdによる産仔期の遅れが認められた。Cdの蓄積も溶液から  

直接取込む方がクロレラにより間接的に取込む場合よりも1桁低濃度でほぼ同レベルの蓄積   

があった。次にCdを取込んだクロレラを‘ミジンコに与え，ミジンコにCdを約 5O，90，   

130／塔／g（グッピー乾責）程度取込ませ，このようなミジンコを毎日グッピーの稚魚に  

与え．Cd蓄積量や生長に与える影響を10日日まで調べた。Cd取込量はそれぞれ5，6，  
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12将／g（グッピー乾量）で，4－5日でほぼ平衡に達した。グッピーの成長には有意の   

差は認められなかったが．今後更に長期間の実験が必要である。  

〔今後の計画〕 実験のモデルを更に自然状態に近づけるため．生物の種類を5種類程度に増   

して，実験系を組立てる。そのため再現性のあるモデル生態系の組立が必要であるが，どの   

ような生物が適当であるか，またどのような環境で飼育するかなど引続き研究を行う。  

〔研究発表）   

（講演）  

（1）畠山成久・安野正之：食物連鎖モデルにおけるカドミウムの移行．日本生態学会．広軋  
（52．4）  

（2）安野正之・畠山成久：食物連鎖モデルを通してのカドミウムのタマミジンコの生長にお  

よぼす影響．日本生態学全，広臥（52．4）  

2・2．8 環 囁 情 報 部  

研究計画とそのねらい   

環境情報部の主要目標は，環境問題の解明と対策のために，広範困の科学技術分野の総合的な  

協力体制の確立によって毅適情報の円滑な流通をはかることにある。   

そのために，環境問題に関する情報のうち，主として研究の実施と促進に必要な科学技術情報  

の整備と提供のシステムを開発する。まず，整備については，情報の種類が，形態だけでも磁気  

テープ，マイクロフィルム，写真，地図，雑誌．単行本，パンフレット等に分かれ 内容につい  

ても原測定記録，統一された数麦類，学術的専門論文，さらに限定きれた委員会議事金表や通俗的  

解説書の類があるなど極めて多様であるため，上記目的に適した情報の選択手法の研究開発をす  

る。   

次に，提供については，その目的と需要に応じ，蓄積チータの加工と検査を答易にし，データ  

処理に当っては，数値データのみならず，文献情報や航空写真・宇苗写真等の非数値データから  

の，合理的な環境情報抽出方法を研究開発する。  

研究課題 環境データベースに関する基礎研究  

（研究過当者） 宮崎点国・安岡善文  

〔研究期間〕 昭和51年4月－（継続）  

〔目的） 環境に関する長期かつ広域にわたる大量データを効率的に蓄積，検索する方式を確   

立することを目的とし，これによって環境データベースの基礎を固める。  

〔縫遇および成果〕 ①環境科学研究情報検索システムの開発：検索コ「ド，キーワード，研   

究者名あるいは試験研究機関名による検索システムの開発を行った。また，研究情報ファイ   

ルおよび研究機関名ファイルの更新システムの開発により大量のデータの蓄碍が迅速になっ  

た。  

②大気汚染予測モデルのパッケージ化：既存め大気汚染予測モデルをパッケージ化し，数値   

検索されたデータにより大気汚染の予測が可能になった。その主なものは a）自動車排ガス   

、による大気汚染 b）点源による最大汚染濃度 C）点源による汚染濃度分布 d）長期予測 な  
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どである。  

〔今後の計画〕－データの前処理，汚染パターンの分類，予測モデル，環境評価基準設定など   

のプログラムパッケージの研究開発を行う。   

〔研究発表）  

なし．   

研究課題 画像情報処理システムに関する研究  

〔研究旭当寺〕 安岡着丈・宮崎忠国  

t研究期間） 昭和51年4月－（継続）   

（目的〕 環境状態を計測するに際しては，いくつかの離散的な測定データを解析する従来の  

手法に比較し，二次元画像等の多次元データを解析処理することが有効となる場合が多い。  

本研究では，環境を多次元的に計測するための情報処理システムを確立することを目的とし  

た。特に画像処租 パターン認識の手法を用い．航空写真等の画像データから環境情報を抽  

出するための手法について研究した。   

〔経過および成果〕 環境情報を効率的に抽出するために小型計算機を中心とした画像情報処  

理システムの設計を行った。今年度は特に入力装置を中心に作製し、カラーおよび自乗の堰  

像菅を内蔵した画像入力装置を構成し，さらに大量の画像データを処理するために，アナロ  

グ画像記憶装置と接続した。一方，画像処理ソフトウエアとしてはリモートセンシングに関  

する基本プログラム（データ入力プログラム，統計演算処理プログラム等）の開発を行い，  

特に，エントロピ指標を導入することにより．マルチスペクトルデータ（航空写真）から土  

地利用国を作成する手法の開発を行った。さらに大気環境部との協同研究により，レーザレ  

ーダ出力データ等の多次元測定データの処理手法の開発を行った。   

〔今後の計画〕 画像処理システムを構成するために，画像出力表示システムの作製を行う。  

さらに環境データベースシステムとの結合を行い，環境データを効率的に抽出するための画  

像処理ソフトウエアの開発を行う。   

（研究発表）  

（講演）  

1．安岡着丈・血相正行：リモートセンシング画像の領域抽出．リモートセンシングシンポ  

ジウム（計測自動制御学会），東京．（51．11）  

2．前出〔p．25（講演）（1）〕  

研究課領 ラボラトリオートメーションシステムの研究   

〔研究担当者〕宮崎息国・安岡善文・松戸 修  

（研究期間〕 昭和51年4月－52年3月  

〔日的〕研究所内に設置された各種の計測装置，実験システムのデータ収鼠情報処理を効   

率的に行うために，システムと計算機との検札計算機間の接続を行うインターフェースの  

開発を目的とする。  
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〔経過および成果） 計測機器で得られるアナログ信号を計算機に入力するための信号変換，  

処理システムを作製した。きらに小型計算機と大型計算機の接続を行い，データ高速転送シ  

ステムを作製した。以上のシステムにより，アナログ信号（実際のフィールドで得られる実  

験データは大部分アナログ信号である）を大型計算機を用いて処理することが可能となった。  

研究課題 公害情報のメッシュマップ化に関する研究  

〔研究担当者〕 藤原正弘・宇都宮陽二朗  

〔研究期間） 昭和50年4月一（継続）   

〔目的〕 広域面積にわたる環境・公害情報を定性的・定量的に把握し．データ・′ヾンクを整  

備するには各種環境数値データのメッシュデータファイルの作成が望ましい。しかし，数値  

データのメッシュデータ化にあたっては，効率的なメッシュコード添加法等データの収集に  

関する問題点，データの利用および解析目的に応じた貴通な環境情報のメッシュデータファ  

イル構造および，メッシュマップ表示に関する問題点がある。本研究では特定のデータをモデ  

ルとして上記の問題点を明らかにすることを目的とする。   

〔経過） 環境・公害情報のメッシュデータファイル作成にあたっての問題点を明らかにする  

には特定の環境データ（大気汚染データ，健康被害テ」タ，気象デ⊥タ）を用い，試験的な  

メッシュデータファイルを作成し，これを解析することにより当該データの利用の可能範周  

について吟味することが重要である。そこで，各都道暦県および環境庁で収集された光化学ス  

モッグによる健康被害データを整理し，光化学スモッグ被害発生地点，被害度，被害発生時  

刻分布図を作成することにより，光化学被害の発生の実態に関する研究を行うとともに，光   

化学被害等，数値データのメッシュデータファイル作成の具体的な問題点を検討した。   

〔成果）1）高濃度オキシダント発現時の最多風向図，2）光化学健康被害発生地点分布図，3）   

光化学健康被害度分布臥 4）光化学健康被害発生時刻分布図を作成し，光化学スモッグによ  

る健康被害の地域性を諭ずるとともに，気象データ（風向）との関連性を調べる一方法を提  

案した。  

〔今後の計画〕 来年度以降は関東平野における光化学スモッグ健康被害情報のメッシュデー   

タファイルを作成し，大気汚染データおよび気象条件（特に微気象に影響を与える地表温度デ   

ータ）等，関連データとの比較・解析を実施する予定である。  

〔研究発表〕   

（講演）   

宇都宮陽二朗：関東平野のいわゆる光化学スモッグによる被害の分布に関する2・3の考乳  

日本地理学全秋季大全， 弘前．（51．10）   

（印刷）   

宇都宮陽二朗：関東平野のいわゆる光化学スモッグによる健康被書に関する2・3の考察．  

東北地理，（投稿中）  

2．2．9 技  術  部  

研究計画とそのねらい  
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技術部では本研究所の大型研究施設等の維持管理を行うと共に供試実験動植物の供給および系  

統維持をおこなっている。さらに施設の改良および充実した絶特管理をおこなうために、各枝環  

境調節施設の開発研究および施設関連の研究手法の開発を予定している。   

技術部は研究所発足の1年後50年4月に設置され 50年10月に技術室，生物施設管理室の2呈  

が認められ，エネルギー供給管理をはじめとする各種業務が始められた。一方研究面については  

人月および機器設備等の充足後，51年10月から生物施設管理室において経常研究が始められた。   

技術部が管理している植物実験施設および動物実験施設の特徴の一つは．大気汚染ガスの生物  

影響研究のためのガス暴露設備である。   

大気汚染ガスについての環境基準値が極低濃度に定められているので，これらの濃度填での生  

物影響実験は長期間にわたるものが多くなる。長期間安定した状態での極低濃度のガス濃度制御  

は技術的にも又維持管理上も困難なことが多い。ガス分析計の性能向上等に伴う制御系の改良等  

も研究対象にする必要がある。温湿度，風速および光等の環境要因についても汚染ガス濃度制御  

の外乱要素として検討する必要がある。また，これらの実験施設における種々の植物反応のオン  

ライン計測とその関連手法の開発を並行して進めなくてはならない。また，供試生物材料につい  

ても，制御環境下における実験の再現性を得るために，実験目的に合致した形質の遺伝的均一化  

を目的とした選抜育種および系統維持と各種指標植物の作出もおこなう必要がある。   

51年皮下半期はガス暴露に関連して．環境調節施設における空調系とガス濃度制御系の干渉特  

性の把握，換気回数の変化に伴う空調系およぴガス系への影響把握および換気回数による汚染ガ  

スニ次生成物除去効果の把握等について実験をおこなった。   

研究課垣における本年度の主研究内容は次のとおりである。  

研究課題 大気汚染ガス濃度制御方法の研究  

〔研究旭当寺〕 大政謙次・安保文彰・相賀一郎  

（研究期間） 昭和51年10月一（継続）   

〔目的〕 産業の発展と人口の過密化による人間生態系の変化が公害問題として提起され，生  

物系への影響が懸念されている。現在，大気汚染ガスが生物に与える影響について多方面か  

ら研究されているが，特に人工環境制御装竃を用いた研究は任意の環境条件下で再現性があ  

る資料を得ることが出来る。しかし，この種の装置を用いた従来の研究は比較的高濃度で短  

期間の実験が多く，単一ガスと複合ガス効果を分離して議論した例は少ない。  

環境基準値レベルのガス濃度で温湿度，光および風速等の環境要因との関係を含めて議論す  

るためには，長期間安定しかつ装置内での二次生成物の除去等を考慮した高精度の環境制御  

装置が望まれる。本研究では装置内における複合ガスの特性を把握し，実験に必要な制御ア  

ルゴリズムの開発を目的とする。   

〔経過および成果〕 単一ガスについて次の基礎的研究項月を実施した。①空調系とガス濃度  

制御系の干渉特性の把握；特に空調系の干渉が大きいSO2 ガスについて，温湿度および冷  

却コイル表面温度等を変化きせてSO2 濃度制御系におよぼす影響を調べた。②換気回数の  

変化に伴う空調系およぴガス系への影響把握：換気回数を種々変化させ熱交換量および物質   

交換量の変化を調べた。③換気回数による二次生成物除去効果の把握；NO2旦エNO＋0の  
反応を例にとり二次生成物の除去効果を調べた。  
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【今後の計画） 来年度以降は複合材スについて基礎データを収集し，さらに単一ガスおよび  

複合ガスについて二次生成物を考患した種々の制御アルゴリズムを開発する予定である。  

〔研究発表）  

（講演）  

（1）相賀一郎・大政諌次・寺島貞二郎・額田正己：低過度大気汚染ガス暴霞実験用グロース  

キャビネットの基礎研究（Ⅰ）低濃度ガス制御のための諸条件について．生物環境調  

節学会，松江．（51．10）  

（2）大政謙次・相賀一郎：低濃度大気汚染ガス暴露実験用グロースキャビネットの基礎研究  

㈱単一ガスの基本的制御方法について．生物環境調蘭学全、松江．（51．10）  

（3）大政謙次・相賀一郎：植物実験用グロースキャビネットにおける低濃度大気汚染ガス制  

御（Ⅰ）低濃度ガス制御のための空調プロセスと基本的ガス制御について．冷凍協会  

学術講演会，東京．（51．11）  

2．3 所内プロジェクト研究   

研究課題 陸水域の汚濁防止に関する総合研究  

〔研究期間〕 昭和51年4月－52年3月   

柑的〕 最近の水環境における最大の間堰の一つは，閉鎖性水域における－ いわゆる富栄養   

化現象である。これは主として，有機濁質と栄養塩の貯水性水系への長年の蓄積が湖内藻顆   

の異常繁茂をもたらし，その結果それら水城の水環境としての価値を破壊するものである。  

そして我が国におけるそのような富栄養化の事態は極めて深刻である。  

このような状況に対し，行政的には新たに総量規制方式を導入するなどの方策で対応しよう  

としているが，富栄養化現象のメカニズムそのものが未解明であるため，相当の努力にもか  

かわらずまだ具体的施策の決定に至っていない。  

それに対して冨栄泰化現象の機構について多くの研究が多方面で実施されているにもかか  

わらず，その解明が施策に取り入れられるほど進んでいない毅大の理由は，冨栄養化現象の発  

生が「水城への汚染薯の流入・移動等の水理過程」．「水中での動植物生態の生物過程」．「地中   

浸透や底泥蓄積に関する物質移動過程」等多くの事象によって惹起されるたれ その解析に  

当っては，自然科学の極めて多分野の知見を要することにあろう。さらに加えて，廃水発生  

活動や汚濁影響の社会・経済的予測，およぴその評価等の社会・人文科学的知見をもあわせ  

て要求されるため，従来の他組織ではそのような総合的取り組みが困難であったところにあ  

ると思われる。  

以上の状況を踏まえて．国立公害研究所では理学，工学，生物学，農学等の自然科学部門の  

みならず経済学，社会学等の人文科学部門のスタッ7をも有するという特色を生かし，これ  

ら多分野の専門家から成る総合的研究プロジェクト態勢を作った。この態勢の下に，まず陸   

水城における富栄養化現象を解明し．その知見に立って総合的な防止対策のあり方を提案す  

ることを最終目標として研究を実施する。  

なお，本研究のフィードルとしては地理的条件等を加味して霞ヶ浦を当面の対象とする。   

本研究はその研究過程に応じて次の3研究グループに分け，分担研究を実施した。  
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（1）流入汚濁物質量の推定とその制御に関する研軋  

（2）湖での生態系内物質循環過程の研究。  

（3）総合評価に関する研究。   

そこで以‾Fにそれぞれのテーマ毎にその“経過および成果′′．≠今後の計画”について略述す  

る。   

なお，本70ロジュクトは本年度はとりあえず所内特珊として発足したが，次年度以降は本  

特研として正式に活動することを目指している。  

1）汚濁発生流達解析   

〔研究担当者〕合田 健・須藤隆一・舌臥官男・H井偵吾・向井 哲・  

津野 洋・高松武次郎・内藤正明・後藤典弘・北畠能局  

中移修身・宮崎忠国・宇都宮陽二朗   

〔経過および成果〕霞ヶ浦周辺地城における汚濁負荷発生状況およぴその流速過程を調べ・  

霞ヶ浦に対する汚濁負荷流入のシュミレーションを行い，また汚濁防11二に対する指針を得  

ることを目的として，基礎的な研究を行った。まず，調査あるいはデータ・メッシュ化の基  

礎となるメッシュ地図の作成を行い，霞ヶ浦西浦全域の1／25，000の1Kmリッシュ地図を  

作成した。以降，本プロジェクトの研究はこのメッシュ地図を基に進められる。   

次に，高浜入流域に含まれる10市町村について，人口▼農業，製造業など汚濁負荷発生量算  

定の基礎となるデータを収集し．また，汚濁発生源の同定，定量を行うため航空写真を撮影  

した。これらに基づき，BODおよぴCODについて汚濁負荷発生量を推定し，解析を行った。  

特に製造業からの汚濁負荷算定については，個々の事業所についての推定を加算する方式を  

とり，より正確な推定を行えるようにした。これらのデータを勘こ，高浜入流域の水環境計  

画に関する研究を行った。さらに，霞ヶ浦周辺の地下水からの霞ヶ浦への栄養塩寄与度の把  

握を目的として，下記の如き予備調査を行い，今後の本調査・研究の計画作成のための資料   

とすることができた。すなわち，（1）土浦市地先においでポーリングを行い，1Ⅶmの土壌   

コアサンプルを採取・保有すると共に柱状図の作成を行った0（2）霞ヶ浦周辺の数カ所の井  

戸水の栄養塩に関する分析を行い，井戸の深さによる栄養塩分布の調査のための計画資料と   

することができた。  

〔今後の計画〕 来年度以降は霞ヶ浦流域全体についての汚濁負刊量の推定を行うと共に、モ   

デル地域を設けて汚濁物質の流速過程の解明を行う。  

2）湖での生態系内物質循環過程の研究  

〔研究担当者） 安野正之・須藤隆一・大槻 晃・柏崎守弘・津野 洋・  

田井傾吾・佐竹研一・河合集欣・春日清一・久保淳子・  

菅原 淳・島崎研一郎・土屋 巌・安岡着丈・飯倉菩和 一  

白井邦彦・安部喜也・細見正明・ 山本祐子  

〔経過および成果〕 霞ヶ浦周辺城から流入する汚濁物質の湖生態系に対する影響および湖生  
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態系によるこれら汚濁物質の転換を研究するため，流水城の比較的限定され，主として恋瀬川，  

園部川の流入する高浜入にぉいて予備的な調査を行った。高浜入は汚染がはなはだしく，ア   

オコの発生も著しい地域で，今回の調査においても．栄養塩類，お．よび植物プランクトン等  

は河川の流入する最奥部において濃度が高く、外部にいくと現有量は高く，次軌こ蒋まって  

いくことが認められた。動物プランクトンも種類数において最奥部で多く外に出るにしたが  

って漸次減少することが認められる。この傾向は底生動物にも認められた。これらの調査は  

昭和51年11月から定期的に行われ，昭和52年度に引継がれている。  

（今後の計画） 高浜入における栄養塩類の循環をより適確に把握し生物への転換量の推定を  

行う。霞ヶ浦全域についてのモデリングを可能にするため全域の調査を開始する。  

3）総合解析指標  

〔研究担当者〕 丹羽富士雄・原料幸彦・森田恒幸・青木陽二  

〔経過および成果） 霞ヶ浦地域環境の評価のためには地域住民の生活の質に着目した総合的  

な指標作りが必要である。その指標作りのためには住民が地域の現在の環境をどのように評  

価しているかを把握しておかなければならない。そのため，霞ヶ浦周辺住民の環矧こ対する  

意識調査を企画した。霞ヶ浦の水に関連する環境の評価という視点から調査を行うこととし，  

調査票の設計，実査の外部委託のための仕様蕃の作成，調査用地図の作成までの作業を完了  

した。調査票は霞ヶ浦周辺環境に対する意識に関するインタビュー調査のためのA票と，留  

め置き調査による環境点検固からなるB栗とで構成される。A票の調査項目は，①生活環境  

全般，②霞ヶ浦周辺環境の変化，悪化したと思う場合の暮らしとの関連，③水の汚れとその  

原因，④霞ヶ浦の水の浄化と他の諸公共救荒とのトレードオフ関係，⑤定住指向．およぴフ  

ェイスシートである。B票は，調査対象の居住地周辺半径1km内外の地図を用い，地図上に  

環境の良い地点，悪い地点を記入して環境点検団を作るものである。B票の質問項削ま，水  

の汚れ，悪臭，水泳の場，釣・投網，景色の5つである。調査地点は．霞ヶ浦湖岸から1km  

以内に位置する集落で，周辺全域にほぼ均等に50地点を選定した。1000サンプルを予定して  

いる。   

（今後の計画） この意識調査の実査，集計解析を引き続いて実施する。さらに，グループア  

ナライザーを用いた意識調査，それによる意識の計量化のための研究を実施する。  

研究課題 光化学大気汚染における二次生成物質の実験室的検出とその生体影響の研究  

〔研究担当者〕 奥田典夫・秋元 肇・星野幹雄・久保田憲太郎・  

嵯峨井 勝・ 白石不二雄  

〔研究期間〕 昭和51年4月－52年3月   

〔目的〕 光化学汚染大気中にはオゾン以外に炭化水素化合物等の多数の二次汚染物質が含ま  

れ それらの内のあるものは生体に対し，急性，慢性の毒性をもつことが予想される。本研  

究においては，特に，芳香族炭化水素一室素教化物系の光化学反応において生成する物質を  

同定し，それらの化合物の毒性を組織培養細胞（哺乳動物）を用いて検討することを目的と  
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した。  

（経過および成果）（1）比較的低濃度く数ppm以下）の窒素酸化物くNO，NO2）存在下  

での芳香族炭化水素の光酸化反応生成物を同定するために，小型スモッグチャンバーを用い  

て芳香族炭化水素一亜硝酸†空気系の光照射実験を行った。芳香族炭化水素としてはベンゼ  

ン，トルエン，エチルベンゼンを用い，生成物の同定ほガスクロ質量分析計によって行った。  

（2）これら芳香族化合物からの生成物はフェノール類（ベンゼンの場合フェノール．トルエ  

ンではクレゾール，エチルベンゼンではエチルフェノール），アルデヒド，ケトン類（トル  

エンの場合ベンズアルデヒド，エチルベンゼンではベンズアルデヒドとアセトフユノン），  

ニトロベンゼン顆（ベンゼンではニトロベンゼン．トルエンではニトロトルエン，エチルベ  

ンゼンではニトロエチルベンゼン），硝酸エステル（トルエンの場合のみ硝酸ペンジルが同  

定された）および少量のニトロフェノール類（ベンゼンではニトロフェノール．トルエンでは  

ニトロクレゾール，エチルベンゼンではエチルニトロフェノール）に分類することができた。  

（3）これらの生成物の内，本年度は生体毒性試験の対象として硝酸ベンジルおよぴニトロトル  

エンをとりあげ，前者については標準品の合成を行い，毒性試験の試料に供した。試料と  

してニトロトルエン（0－およびm一体）を用いた場合，100ppmでは株化細胞の一つであ  

るHeLa S3細胞の増殖を抑制する作用が培養全期（1－10日）にわたり見られた。25ppm  
では培養前期（2－3日）に増殖を促進する作用が見られ，後期（6－10日）では逆に増殖  

を抑制する作用が見られた。また5ppmでは後期（8－10日）はやや増殖が抑制される程度  

の影響であった。硝酸ペンジルおよび他の物質については現在検討中である。  

〔今後の計画〕 この研究は52年度は経常研究として継続する。52年度は芳香族化合物として  

キシレンを用いた場合の二次生成物の同定を行い．これらを含めた各種二次生成物質の培養  

細胞（哺乳類株化細月払 初代分離肺細胞等）の増殖に及ばす影響．細胞形態に及ばす影響及  

び突然変異惹起作用等の検討を行う予定である。  
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3．大型研究施設等  

3．1 概  i兄  

環境科学の総合的，学際的研究を目的とする本研究所では，理工系から生物医学系にわたる各  

種の大型かつ高性能の研究施設が次々に建設され，逐次試運転から本格稼働に入っている。中で  

も生物を研究対象とする大型研究施設は，その生物のライフサイクルその他に関連して長期かつ  

安定な連続運転を必要とする。したがってエネルギーセンターでは，24時間連続の運転，監視か  

つ緊急措置体制がとられている。廃棄物処理施設も含めて，これら大型研究施設とエネルギーセ  

ンターの管理運営は，実験材料とエネルギーをインプットとし．実験データと処理または回収を  

必要とする廃棄物をアウトプットとする点，あたかも多品種生産の複雑な化学プラントに頬似し，  

生産性と運転1管理の合理性，廃棄物の合理的処理，機械システムのメンテナンスを十分考慮し  

たレイアウト，プリメンテナンス等が重視されねばならない。更に重要なのは，本格稼働後も定  

期点検時を活用して必要な手直し，場合によっては一部改良の手が適切迅速に打たれなければな  

らない。機械システムとそれに相応しい建屋から成る研究プラントは，本質的に独創性と多様性  

高性能への挑戦と化学プラントに追求される機能性と安全性を目拍して，研究者と技術者が一体  
になって，設計，建設，試運転 本格稼働のすべてのステップにわたって弾力的な改変を努力す  

べきものであろう。しかも早いステップにおける努力ほど成果が大きいことは当然である。   

技術部が大型研究施設等の運転，管理を担当しているが，昭和51年度に実施したエネルギーセ  

ンターおよび大型研究施設等の運営，管理状況と昭和51年度に完成した大型研究施設のうち．水  

環境実験施設および光化学スモッグチャンバーの概要を紹介する。（昭和51年度に完成した施設  

のうち動物実験用環境調節施設については創刊号で紹介している。）  

3．2 エネルギー供給業務等  

3．2．1エネルギー供給業務   

50年度未植物実験施設の実験開始に伴い．生物系実験研究の特徴として長期にわたる安定し   

たエネルギーの供給と設定環境条件の維持が要求されるたれ 24時間連続監視体制をとること   

とし，運転保守を民間に委託し，技術室がその管理指導に当っている。   

51年度にはS．P．F．動物実験施設につづき中動物実験施設，光化学スモッグチャンパー   

水環境実験施設がそれぞれ完成し，エネルギー供給量が増加し，契約電力を1，100KWから2，400紺   

に変更した。   

水道水は従来構内井水を使用していたが．8月から筑甫水道企業団の公共水道を受け入れ，   

井水は雑用水に使用している。  

3．2．2 廃棄物処理業務   

従来所内排水は，雨水を除きすべて当研究所の廃棄物処理施設で処理した後．実験他に放流   

していたが，霞ヶ浦常商流城下水道の完成に伴い，生活汚水だけは2月から公共下水道に直接   

排水している。  

3．2．3 ガラス工作業務   

50年度未にガラス工作室および工作機械類の整備が完了し，51年度から業務を開始し，研究  
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室依頼の装置製作ならびに加工修理を行っている。  

3．3 ファイトトロン（植物実験用環境調節施設）  

本施設は制御された環境下で，環境基準値レベルの低濃度城の大気汚染物質が，植物におよぽ  

す影響について試験研究することを主目的とLた施設であり，昭和50年12月に竣工し，試運転期  

間を経て本年度から実際に本施設を利用した試験研究が開始された。  

3．3．1利用試験研究  

植物実験施設委月全に提出された研究計画にそって，表1に示すように3部5研究室が利用   

した。特に生物環境部の陸生生物生態研究室，生理生化学研究室を中心とした特別研究「陸上   

植物による大気汚染環境の評価と改善に関する基礎的研究」が中心となって．大気汚染物質量   

露用キャビネットを用いて，二酸化イオウガス（SO2），二酸化窒素ガス（NO2）暴露による植物   

への影響について試験研究が行われた。  

3．3．2 実験植物の管理と供給  

制御環境下で植物を最適に生育させるため．生物施設管理室の植物専門官を中心として，本   

施設独自の植物栽培様式を考案し，鉢．人工培養土，培養液等を開発し，それらによって実験   

植物が栽培されている。また一般植物の失験材料植物化も行われ，遺伝的形質が均質である植   

物の開発が現在ロシアヒマワリで行われており，各種環境に対する指標植物の開発も具体化さ  

■れている。現在本施設で供試される植物はロシアヒマワリ，ホウレンソウを中心に十株数に及   

ぶが，これらはすべて自家栽培によるものであり，本年度に供試された実験植物数は衷2の過   

りである。  

3．3．3 グロースキャビネットの運転と管理  

24時間連続監視体制をとるエネルギー供給および一般環境条件維持業務をパックにして，生   

物施設管理室のガス専門官を含む専任スタッ7組織（ズートロンと兼ねる）が，研究計画に基   

づき．人工光型グロースキャビネット9主と自然光型グロースキャビネット4主の環境条件を   

実験植物の生育を考えて最適に制御を行っている。ガス環矧こついては，本年度は二酸化イオ   

ウガス，二酸化窒素ガスを中心として制御し．キャビネットの運転管理ならびに保守に当った。   

また低濃度のガス暴露における制御方法，ガス分析方法，環境条件の制御方法について．一層   

本施設に適した方法への改善を目指して研究，開発中である。  
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表1昭和51年鹿ファイトトロン利用研究  

利用部・研究室名   研 究 課 題   使用施設   供試植物   

生物環境部   〔特別研究〕   ガスキャビネット  ロシアヒマワリ   
陸生生物   陸上植物による大気汚染環境の評  自然光主   インゲン   

生態研究室   価と改尊に関する基礎的研究   その他   
（生態学的研究）  

生物環境部   〔特別研究〕   ガスキャビネット  ホウレンソウ   

生理生化学   同 上   自然光皇   トマト，シソ   

研究室   （生理生化学的研究）  ダイコン  
ラッカセイ   

生物環境部   水生生物の実験動物化と毒性試験  材料提供温室   （水生動物）   

水生生物   方法の開発   

生態研究室  

水質土壌環境部  土壌一植物環境における物質代謝  地温コントロール  イネ等   

土壌環境研究室  に関する基礎的研究  チャンバー  

材料提供温室   

技術部   0植物ガス暴露実験用キャビネッ  ガスキャビネット  ヒマワリ   

生物施設管理室   トのメンテナンスの為の特性杷  

握  

0同キャビネットの運転可能限界  

の把捉と装置改良の為の基礎的  

実験   
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表2 昭和52年度実験植物播種実績（鉢数〉  

植  物   
播  使  数  計  

4月へ一9月   10月～3月   

ロシアヒマワリ   6，504   6，015   12，519   

ホウレンソウ   1，939   2，780   4，719   

インゲン   1，155   1，040   2，195   

トマト   385   255   640   

ダイコン   160   80   240   

その他   180   555   735   

苗木類   332   540   872   

計   10，655   11，265   21，920   

3．4 ズートロン（動物実験用環境調節施設）  

本施設は，大気汚染物質が生体（と〈にヒトに外挿できる動物）におよぼす長期慢性影響につ  

いての研究を主目的とする施設として計画され，昭和51年6月に竣工した。ひき続き．釣3ヶ月  

の性能試験期間を経て，51年9月より試験研究が開始された。  

3．4．1 利用試験研究  

動物実験施設委員会に提出された研究計画にそって，表3のように，環境生理部3研究室が   

中心となり，大気汚染物質（NO2，SO2）暴露による動物への影響についての試験研究が重点   

的に行われた。  

3．4．2 実験動物の適正な飼育環境の作出と飼育管理  

本施設を利用して行われる動物実験は．赦密な環境統御を行ったS．P．F．環境下での実験が   

主体となるため，動物の導入から死体処理まで一貫したS．P．F．管理体制の確立が急務であった。   

動物専門官の下に民間委託による実験動物飼育管理業務が10月より開始され，これに伴い適当   

な検疫システムの開発．飼育器材等の滅菌方法の検討，飼育環境の微生物学的浄化および維持   

方法の確立等を実施し，適正な飼育環境の作出と維持につとめると共に，S．P．F．維持に関する   

基礎的知見の集積につとめている。また，これら知見の一部は，導入動物についての情報とし   

て実験者に提供した。  

本年度中に検疫導入し，供試された動物種および数を表4に示す。  

3．4．3 ガス暴露キャビネットの運転と管理  

実験計画に基づき，ASG系（′ト動物用）AMG系（中動物用）のガス暴露キャビネット計8台を   

延8ケ月稼働させた。キャビネット内環境の制御は，温度，湿度，ガス濃度ともに良好な制御   

結果が得られた。一方，キャビネット内飼育管理において，独自に器材導入方式を検討し，将   

来の長期慢性暴謁に対応し得る技術を確立した。  
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表き 昭和引手度ズートロン利用研究  

利  用  
研究部・室名   研  究  課  題   使 用 施 設   供試動物   

環境生理部  
環境病理研究室  

マウス，ラット  
急性暴露キャビネット  

モルモット  

環＝晩生理部   薬物前投与の影響およぴNO2   急性暴露キャビネット  

環境生理研究室  

環境生理部   ASG系キャビネット  

環境生理研究室  ハムスター  
験  

環境生理部   ASG系キャビネット  

3研究室共同  

特に生化学的変化について  

環境生理郡  
環境病理研究室  AMG系キャビネット  

ガスの影響  モルモット  

環境生理部  
アニバック  ラット   

研究  

表4 唱和52年度検疫導入動物種および数  

（51年9月－52年3月）  

動 物 種   性   匹 数   動 物 種   性   匹 数   

マウス  雌  360  ウ サ ギ   雄   16  

雄  380  
ハムスター  ′ト計  雌  100  

740  
（自家生産）  雄  100  

ラット  雌  390  小計  200  

雄  640  

′ト計  1，030   

モルモット  雌  80  

雄  290  

′ト計  370   
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3・5 アクアトロン（水環境実験施設）   

本施設は，水生生物実験施設および水理実験施設より構成きれ，陸水環境に関する水生生物，  
水理の両面にわたる一休的な試験研究を行うための中心施設であり，生物学および物理・化学的  

実験手法を用い，水質汚濁の機楓陸水生物の影響等についての総合的な研究を行うことを目的  

とした施設である。  

3．5．1 水生生物実験施設   

0施設の規模  

鉄筋コンクリート造3階建  

延床面積 2198．82nl王   

0主な設備  

（Dマイクロコズム   

マイクロコズムは．人工湖と培養タンクからなっている。両者共スチール製で蒸気減嵐 エ   

アーフィルターなどによって，外部からの微生物汚染を防ぐことができる。人工湖は2重槽に   

なっており，内槽の実容量は3mヲ（高さ4m）である。外槽は7段に区切られており，それぞ   

れ温度の異なる水を循環させ，内稽に温度躍層を作らせることができる。照度は水面で0－   

30，0001uxの範囲に調節可能である。深度の溶存酸素，pH，ORP，水温，照度などを連続的に   

測定し，自記記録させることができる。培養タンクは集客量1m3であり．捜絆装置を備え，完   

全混合による培養を行う装置である。温度は20－30℃の範囲で一定に保持できる。  

（参人工環境室   

魚など水生生物を任意の環境条件下で飼育し，実験材料を随時提供することを目的とする。ま   

た，特定の季節条件を設定して実験することが可能で，6主にわけられている。   

室温10～20±2℃可変，供給水温10－20±1℃可変，照度．光岡期可変，および室温20－30   

±2℃可変，供給水温20－30±1℃可変，照度．光周期可変の部屋がそれぞれ3皇ある。   

③毒性試験室   

水汚染物質である重金属や農薬等合成化学物質等を低濃度で含む制御された環境で，魚およ   

びその他の水生生物を長期にわたって飼育し，それらの物質の生物に与える影響を試験研究す   

る。  

室温 25℃±2℃   

稀釈水流量 200mi／min一－950ml／min／ガラス水槽   

稀釈水槽水温 25℃主2℃，10℃±1℃   

④藻類培養調光棚   

本装置は藻類の増殖に及ぼす照度ならびに光の変化パターンの影響に関する研究を行うもの   

である。本装置は白色螢光灯および陽光ランプ，妄定した照度を得るための調■光装置ならびに   

照度を変化させるための制御装置（コンピュータ接続装置）からなる。   

棚数 4段（上3段螢光灯3本／段，最下段クールレイランプ17灯）   

照度 螢光灯照明 0－6，0001ux 6段切換  

陽光ランプ照明 0－30，000lux 6段切換   

調光制御装置1式，デコーダボックス1式，空冷用ファン  
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3．5．2 水理実験施設   

規模   

鉄骨造平家建 延床面積 886．78m2   

施設の特徴   

本実験施設は，海岸，湖沼，河川等の水処理現象を基盤として，流水中における保存性物質   

および非保有性物質の物理的な挙動特性の把握，およぴそのシミュレーションモデルの展開を   

目的としている。流水中の汚染物質（保存性物質および非保有性物質）の挙動に関する物理的   

な因子（沈降，移送、拡散、分散等）についてシミュレーション実験を行うとともに，これら   

物理的因子に影響を及ばす環境因子の把握を目的とする。   

①モデル湖   

20mXlOmX（水深）1m，鉄筋コンクリート製で，鉄製サンプリング橋が付属L，この中に   

湖沼内湾等のモデルを組み，物質移動に関する研究を行う。なお，長水路と組み合わせて，河   

口域．感潮河川等に関する実験もでき得る。   

②長水臥矩形水路   

1mxlmX（長さ）80m，鉄筋コンクリート製。台形水路：1．5mXO．5mX（長さ）80m，側   

面傾斜45℃，鉄筋コンクリート艶，角落各2ケ所付属。河川のシミュレーションモデルであり，   

河川流水中における物質移動等の研究を行うものである。   

③勾配可変水路および三次元拡散水路   

ア．勾配可変水問  

2mXO．5mX（長さ）27m鋼板製で測定台車が付属し，河川における物質移動に及ぼす  

底面勾配，水路断面形状，底面粗壁等の影響に関する研究．河川の流砂，移動床に関する  

研究等を行うものである。  

イ．三次元拡散水路  

i2．5m（人口部）1．5m（測定部）蔓×0．75mX（長さ）19m鋼板製で測定台車およぴカメラ台車  

が付属し∴塩水等によって密度流を発生させ，この密度流下における物質の拡散等を三次  

元的に解析するためのものである。  

3．5．3 アクアトロンデータ収集および制御システム   

本装置は水生生物実験地設および水理実験施設の各種実験装置のデータ収集および制御の目   

的で設置されたものである。収集されたデータは印刷されて1日に2回祇テープおよぴライン   

プリンターで出される。この紋テープほそのままで当研究所大型電子計算機にデれタとして入   

力することができる。   

なお，本装置は，使用日的および端末設置場所が多榛にわたり，また研究データの収集とい   

う性格上 計算機のトラブルや誤操作によるデータの消失の防止，ならびに端末位置で実時間   
データの確認のために特にローカルデータステーションが設置きれている。   

HITAC lOIl／A（8K語）．データタイプライタ，リンケージ部，ローカルデータステー   

ション  
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図 アクアトロンデータ収集および制御システム  

AI 7ナログインプット  

DI ディジタルインプット  

山 千ィジタルアウトプット  

写其1 水生生物実験施設全景  
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3．6 光化学スモッグチャンパー  

光化学スモッグチャンバーは工場，自動車等の発生源から大気中に排出された窒素酸化物，炭  

化水素等の一次汚染物賀が太陽光により光化学的に二次汚染物質に変質するメカニズムを実験的  

に研究するための施設である。   

本施設の光化学スモッグチャンパーは．チャンパー本体（反応容器），ソーラーシミュレーター（凝  

似太陽光源），試料空気調整薬置（空気精製清浄装置および試料空気混合装置）および分析用計測  

機器より構成き九ており．従来のスモッグチャンパーと異なる次のような大きな特徴をもっている。  

① チャンバ｝本体はテフロンを被覆したステンレス製であり，高真空排気および加熱焼き出し   

が可能である。これによりチャンバー壁面に吸着した反応物，生成物を除去することができる。  

② 光源として波長分布および強度が太陽光に近い高圧キセノンランプの平光線を使用している。  

③ チャンバー本体に長光路フーリエ干渉赤外分光器が組み込まれており，各種反応物，生成物   

をチャンパー内部から取り出すことなく濃度測定をすることが可能である。  

3．6．1 施設の概要   

1．建築規模  

鉄筋コンクリート造平家建，延昧面積723m2   

2．光化学スモッグチャンパー装置  

2－1 チャンバー  

横置円筒形 内径1，450mm，長さ 3，500mm，内容積 約6m3  

材質；SUS304．内面処理；テフロンMコート温度制御範阻 rlO－5QOC±1－C  

排気系 スパッターイオンポンプ，チタンゲッタげポンプ，ターボ分子ポンプ，  

ソープションポンプ，油回転ポンプ  

■ 到達真空度10‾7Torr  

2－2 ソーラーシミュレーター  

型式；多灯式同軸水平投射型．光源；1KWキセノンランプ19灯，電源安定度；±2％／  

hr，±3％／hr  

写真2 光化学スモッグチャンバー本体  
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2－3 試料空気調整装置  

精製空気純度 全炭化水素 0．01ppmC以下  NOx O，01ppm以下  

CO O．01ppm以下  SO2  0．01 ′′  

CO2  1．00 JJ  H20 10．0 ／／   

混合気体の種顆 炭化水素二種  

NO．NO2，SO2，CO   

試料気体濃度範囲 0．10～2．00ppm（500ppm成分標準ガスを用いた場合）  

2－4 分析用計測機器  

Ⅰ）長光絡フーリエ干渉赤外分光器  

11）ガスグロマトグラフ賀量分析計  

IIr）光散乱測定装置   

Ⅳ）その他  

3．7 主要研究機器  

本研究所が昭和51年度に装備した計測機器等のうち主なものは次のとおりである。  

3．7．1 フィールド計測草   

本計測車は大気環境部．水質土壌環境部，生物環境部等，大気汚染，水質汚濁および植物影   

響等の野外実態調査を実施する研究各部が使用するもので，多目的に利用するため，次のよう  

な仕様を有している。  

〔諸元〕   

本体車種：いすヾBD→40型   

車両全長：8．93m  

全幅：2．46m  

全高ニ3．25m   

総重量： 11トン   

完眉：  9名   

出入口：後部に機器搬入用出入口   

車体安定用ジャッキ：測定中の車体  

安定用   

冷・暖房装置：走行中および停止中  

様働可能   

外部電源：測定用電源は外部からも  写其3 フィールド計測車  

取入れ可能  

サイクル変換機：周波数60／50変換機  

発電機：ポータブル型100V，4KVA  

ボンベ格納庫：測定用ボンベ格納庫設置  

外気導入ロ：測定用外気導入口（床上6mまで延長可能）  

風向風速計用ポール：車内床上8mまで伸縮可能  
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レーザ”レーダー用架台および油圧ジャッキ等：レーザーレーダー装置設置用架台およ  

び移動用油圧ジャッキ，天井開口部（スラ  

イド式）設置   

その他：測定機器台（2台），流し，ケーブル導入ロ，冷蔵鼠投光機等   

3．7，2 自記分光光度計 Cary17 DX製   

（米国バリアン社製）   

本機は，数ある自記分光光度計の中でも世界的に定評があり，優れた性能を有するので，光  

化学反応過程における中間体生成の把握，微ノトの吸収変化からの物質の同定および定量，高濃  

度試料での仝波長城の吸収スペクトル解析，酵素反応および化学反応の経時変化，葉面赤外  

反射スペクトル等の困難な研究の場合でも十分使用できる。  

〔性能〕  

1．測定再現性：1，OAbs．付近，0、0004：2，OAbs．付近，0．001   

2．ベースライン安定度：0．0005／k   

3．分解能：紫外，可視城，0．07nm：赤外域，0．3nm；S／N2000．   

4LiRl恍精度：0・1Abs．付近，0・0004；1・OAbs．付近．0，001；2．OAbs．付近，0．005：3．O  

Abs．付近，0，03．   

5．デジタルメータによるAbs範囲ニ0－5．7Abs．   

6．透過率ゼロサブレッション：100％まで   

7．ビーム反転機能あり  

3．7．3 電界脱離型イオン源付質量分析計   

（日本電子製 SGO2）   

通常の有機化合物分析用質量分析装置に用いられているイオン源は，電子衝撃型イオン源で  

あり，対象となる一般の試料は，比較的安定な物質をあつかっている■。   

本イオン源は，熱に不安定な，また低揮発性物質の分析に適しており，質量スペクトルとし  

てほとんど親分子または親分子プラス1のピークが得られる。   

乾板検出を用いることによI）精密質量が測定でき，元素組成も比較的容易に決定できる。  

〔性能〕  

1．電界電離型（Fl），電子衝撃型（EI）イオン源を共用している   

2． 分解能：20，000   

3．質量範囲：m／el－4000   

4．付属品ニアクティベーターFDAO－1，スポットウェルター  

3．7．4 カ■スタロマトグラフ四重僅質量分析計   

（Hewlett－Packard社製 5992A）   

本装置は，大気，水中に含まれる微量の有機化合物を分離し，定性・定量することができる。  

コンパクトなべンチト／プ型で，システムはキャリクレーターによりコントロールされる。さ  

らに，自動調製機能を備えているので，使いやすく，環境研究に適している。  

〔性能〕  

1．質量範周：10－800amu  
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2．感度：ステアリン酸メチル1ng   

3．分解能：M／△M＝2M   

4．GCオープン：一50℃～350℃   

5．GC－MS結合方式：ジェット型または，ノン7●ラン   

6．多重イオン検出器：6チャンネル  

3、7．5 ガスタロマトグラフ質量分析計データ処理システム   

（日本電子㈱製JMA－2000）   

本装置は，すでに使用中のガスクロマトグラフ質量分析計（日本電子㈱製JMS－DlOO）と  

結合させて，データ採取，データ処理，データのプリントアウト，化合物の検索をオンライン  

で行うものである。i拭IJ定，データ解析が従来よりも短時間ですみ，GC－MSの性能，効率が一  

段と向上している。  

〔性能〕   

低分解能データ処理，高分解能データ処理．マスフラグメントグラフイー用データ処理，デ   

ータ検索，磁気ディスク，CTRディスプレイ，サイレントプリンター  

3．7．6 臨床化学自動分析装置   

（Electro－Nucleonics．Inc，製）   

本装置は遠心法をとりいれた血清生化学性状の自動分析装置である。装置の構成はロートロ  

ーダー部，アナライザー部，コントロール部およぴコンピュータ部の四部よりなり，試薬と  

検体をいれたトランスファーディスクを交換設置する以外はすべて自動化されている。測定で  

きる項目は，アルブミン，アルドラーゼ，アルカリフォスファターゼ，どリルビン．BUN，ク  

レアチエン，グルコース．トランスアミナーゼ，など約35項目以上である。なお，検体に前妙  

置を加えることにより尿および各種臓器中の生化学成分についても測定が可能である。  

（性能）  

1，迅速分析：1時間に90～300検体測定可能   

2，有効性：酵素反応の初速度測定と終点測定の両用に有効である   

3．高精度：フィルターと回析格子分光器を用い鋭い波長での測定が可能である  
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4． 情報業務   

公害および関連する環境各分野の情報についての，収集・整備・提供等に関する業務を行って  

いるが，関連する分野が多岐にわたり．かつ巨大な情報量であることを考慮して，近年めぎまし  

い発展を示している，各種情報処理システムを活用することを目指している。これによって，公  

害関連情報に関しての幅広い要望に対処するため，環境情報部が設置され 業務室・情報システ  

ム室・情報調査室・電算機管理室の4室をもって，経常研究（pp．60－62）と並行しながら次の  

業務を進めた。  

4．1 環境情報の調査・収集および処理  

数値および非数値に分けられる環境情報のうち，数値データについては主として情報調査室が．  

非数値データ（文献情報等）については主として業務室が担当し．情報システム呈と電算機管理  

室の協力によって進められている。なお，国際協力業務の一環としてのUNEP（国連環境計画）  

のIRS（情報源照会システム）に関する業務を進めた。  

4．1．1 各都道府県の数値データ処理の実態調査  

51年度は大気データファイルと水質デ⊥タフアイルについて次の調査を行った。  

大気データについては，大京汚壌を常時，自動測定し，磁気テープ化している主要11自治体の   

49年度のデータをモデルとして，データ処理システムの検討を行った。各自治体の大気データ   

の処矧ま，それぞれの電算機の機種および磁気テープ0のフォーマットが異なっており，これがデ   

ータバンク作成の1つの問題点となっているが，この調査では，磁気テー70の統一7オ～マッ  

トについて検討し，さらに，他の関連データとの比較，解析を容易ならしめるため、大気汚染   

データをメッシュデータ化する手法を検討した。  

水質データについては，都道府県，ならびに政令市において測定されている－ 全国各水域の   

水質データのうち，BOD，CODについて，昭和46年度から50年度までの全てのデータを磁気   

テープに入力し，水質データファイルを作成した。なお，測定点に関する情報を属性データフ   

ァイルとして作成した。このファイル作成にあたって，水質測定地点と，それにかかわる水域   

等に当研究所独自の．水系，河川，湖沼，海風 測定点コードを付加し，測定点の位置を示す   

経緯度をデ→タとして入力するとともに．測定点分布図を作成した。  

4．1，2 文献情報処理システムの改善   

現在，EPA（米国環境保護庁）の全出版物について，そのマイクロフィッシュ版が研究所に到   

着しているが，その書誌事項を電算機処理することによって，文献情報の利用効果が改善でき   

る。と〈に，EPAは国際的な情報収集に力を入れているので，そこで作成された文献情報   

を活用することは，米国のみならず世界の環境公害の研究情報を得るために効果的である。   

51年度は．マイクロフィッシュ上欄の書誌事項を電算機にいれて，著者目録を作成し図書閲   

覧室のレファレンス業務に用いられるようにした。これによって，最新の在庫文献（現在はEP   

Aに限定，将来は米国内の他の省庁の≠環境影響評価報告〝すなわちEISその他に広げる予定）   

計録を年に何回か更新できることになった。  
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4．2 IRS業務   

昭和50年10月に環境情報部が国内フォーカルポイントに指定されたが、現在はこれに関する事  

務を調査室で担当し，83機関の情報源をナイロビのUNEP・IRS本部に登録した。この登録  

内容をまとめた「IRS匡l内情報源台帳」を作成し，関係方面に配布するとともに，IRSの概  

要を説明したパンフレットを作成して配布する等の啓蒙活動を進めた。また，IRSマニュアル  

の印刷・配布，ユーザーからの情報依根に対する定形回答文書の作成・配布等のIRS本部に対  

する支援を行った。  

4．3 電子計算機業務  

電子計算機業務は電算機管理室が，環境情報部の運営目的に合わせて，多様な業務を部内の他  

の呈および各部と協力して行っている。   

文献検索やデータ検索システムは環境庁（東京霞が関）および所内より検索可能であり，本庁  

ではデータ宅内装置により，その他各種計算業務を行った。   

科学技術計算としては，大気測定データ，水質に関する実験データ．騒乱悪臭に関するアン  
ケート調査のデータ，生体内における重金属の実験データ，光・イオン化質量分析器からの測定  

データ等を使用しての，数値シミュレーション，最適化および統計的分析等の計算を行い，ま  

た，環境調査資料として作成された磁気テープのデータ処理のテストや処理方法の開発を部内各  

室および各部に協力して進めた。   

なお，主要業務として進めた文献情報検索とデータ検索は次の内容のものである。  

4．4 文献情報検索   

文献情報検索業務は，当研究所で収集．作成した文献情報およぴ2次情報としての市販の文献  

検索磁気テープを編集，加工して作成した文献情報ファイルに対して検索および索引誌の作成を  

行うことができる。  

4．4．1 文献検索業務は作成した情報ファイルに対して次の機能を有する。   

（1）検索：キーワード等の検索・質問文により，検索対象範囲を指定する。出力結果は合致  

文献数，合致文献番号，著者．題名，その他の項目である。   

（2）索引誌作成：’次の索引誌を作成する。  

ア．書誌索引誌．ニ指定した項目について上昇順に項目，主題等を出力する。米国環境保護  
庁（EPA）関係の著者索引を作成した。  

イ．キーワード頻度索引誌：ファイルに登録されたキーワード全てが出力されるので，こ  

れを参考にして検索できる。  

4．4．2 文献情報フ7イル，日本科学技術情報センタ，（JICST）関係ファイル，EIC関   

係ファイル．米国環境保護庁（EPA）関係ファイルがある。   

JICST関連ファイルでは，環境公害編第1巻第1号一第2巻第12号（磁気テープ24巻）   

約30，300文献．EPA関連ファイル約3，000文献のデータが磁気ディスクに蓄積されている0  
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EIC関連ファイルでは．74年度10，600件，75年度8，200件，76年度9，000件の環境研究文献が  

ある。  

4．5 データ検索業務  

データ検索業務は当所で収集・作成したデータに対し，データファイルの作成とデータ検索プ  

ログラムの作成を行い，そのプログラムでファイルの内容検索を行う。検索されたデータは検索  

利用者が自由に処理できる。  

4．5．1 システムの構成：次のジョブ群から構成されている。   

（1）コボルライブラリ作成ジョブ   

（2）データファイル作成ジョブ   

（3）データ検索プログラム作成ジョブ   

（4）スキーマファイル作成ジョブ   

（5）インバーテッドファイル作成ジョブ   

（6）データ検索ジョブ  

これらのジョブ群によって，インバーテッドファイルの活用で事前検索が進められ，検索速   

度が高められまた，データ検索ジョブは簡易な専用言語を用いたものである。  

4．5．2 データファイル  

第1匝l緑の国勢調査による植生自然度のメッシュデータに加えて，51年度は前記（p．80）情報   

収集業務による「全国公共用水域水質汚濁データ（BODとCODlの46－50年度分およぴ49年度   

の主要ユ1自治体の大気科学の毎時間データりQ数項目）のデータファイルを蓄積したが．これ   

らの利用のための統計計算・検索・出力の各プログラムを開発中である。  

4．6 図書および編集業務  

現在，研究所には官制上の図書館はなく，環境情報部業務室が環境情報の収集整理および提供  

に関連する業務の→部とLて図書館業務を行っている。所内ロビーを暫定的に整備して，閲覧  

室（電動番架を含む）〔278mり，複写室〔77mりを用意し，閲覧座席数34席を用意しており，52年3  

月未現在の蔵書数等は次のとおりである。  

〔出版物〕  

1．単行本  4，135冊（1，541冊増加）   

2．外囲資料類 約2，000冊（整理中）   

3．国内資料類 2，ユ23冊（828冊増加）   

4．雑誌類（和）351種類（寄贈交換147）  

（洋）369種顆  

〔写真〕  

1．航空写真（モノクロ・リアルカラー・赤外カラー）  

（所内プロジェクト，霞ヶ浦調査に関連して入手し，または撮影したものである）  
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2．宇宙写真（LANDSAT）   

〔地図〕   

1．地図帳173冊（単行本として整理）   

2．図集 約7，500枚（整理中）  

3．＃卜地図 7本   

〔磁気テ【プ〕（p．81文献情報ファイ／レ参照）   

1．JICST（日本科学技術情報センター）環境公害編1975－1976年度  

2．EIC（EnvironmentalInformation Center．U．S．A．）EnvironmentalAbstracts  

1974－1976年  

3．EPA（U，S．環境保護庁）Bibliography  －1975年（国立公害研環境情報部作成）   

〔マイクロフィルム〕   

1．EPA フィッシュ10，222件（2，475件増加）  

2．EIC フィッシュ 約5，000件（EICテープ対応）  

3，その他 フィッシュ 約500件（整理中）   

編集印刷糞務としては，小国立公害研究所調査報告”第1号「環境科学に関する研究現況調査報  

告」（環境情報部）を51年6月に発行し，“国立公害研究所年報〝創刊号（昭和48，49，50年度）  

を52年3月に発行した。   

また，部内誌として“環境情報部ニュース〝 をほぼ隔月刊で発行しているが．その内容は．業  

務紹介・文献紹介・新着図書目録・資料（収集レポート頬）目録・公害研セミナ岬記事・職月研究  

発表リストなどであり，国会図書館，公害関係研究機関，および各省庁・自治体公害担当部局等  

に寄贈交換諒として配布している。  
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5．  総  務  

5．1予算および決算  

〔予 算〕  
（単位：円）  

49  50  51   

（組織）  

環 囁 庁  100，506，000  586，853，0001，288，078，000  2，027，4糾，000   

環  境  庁  223，000  1，327，000   

休 職 者 給 与  223，000  1，327，000   

国立公害研究所  100，506，000  586，853，0001，287，855，000  2，020，384，000   

職 員 基 本 給  15，233，000 120，911，000 187，464，000  299，087，000   

職 員 諸 手 当  3，566，000  59，813，000 100，601，000   160，701，000   

超過勤務手当  829，000  7，263，伽0  11，033，000  17，659，000   

非常勤職員手当  470，000  607，000  1，682，000   

児 童 手 当  6，000  101・000  340▼000  520，000   

諸  謝  金  396，000  476，000  2，415，000   

職 貝 旅 智  728，000  2，963，000  3，992，000  10，655，000   

赴 任 旅 費  1，121，000  3，424，000  4，341，000  3，342，000   

委 貝 等 旅墾  1，103，000   1，016，000  1，174，000   

庁  牽  11，266，000  55，171，000 109，923，000   186，060，000   

試 験1肝 究 曹  67，242，000  314，360，帥0  652，543，000 1，120，608，000   

通 信 専 用 料  
－   17，493，000  210，048，000  209，916，000   

土地借料  475，000  3，325，000  4，180，000  4，750，000  
（土地建物借料）  

各所修繕  1，186，000  1，662，000   

自動車兎量税  40，000  60，000  105，000  153，000   

行政情報処理調査  
研 究 費  

5，773，000   

職 員 旅 堂  172，000   

庁  曹  34，000   

行政情報処理調査  
研究委託螢  

5，567，000   
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〔決 算〕  
（単位：円）  

4 9   5 0   51   

（組織）  

環  境 庁   75，433，905  

環  境  庁  22，875   1，303，005   

休 職 者 給 与  222，875   1，303，005   

国立公害研究所  75，433，905   

職 貝 基 本 給   1，568，375  85，450，848  164，106，893   240，559，209   

聡 貝 諸 手 当   107，495  41，294、713  83，479、073   116、104、798   

超過勤聯手当   137，975  7，262，815  11，219，987   17，658，615   

非常勤職員手当  248，370   603，480   1，252，244   

児 童 手 当  0  77，000   176，000   355，（旧0   

諸  謝   金  390，000   476，000   2，410，500   

職 員 旅 費  241，990  2，962，820   3，991，370   10，652，090   

赴 任 旅 曹   422，460  3，284，778   1，748，855   3，341，466   

委 員 等 旅 費  1，013，340   1，173，860   

庁  賛  8，078，000  186，060，000   

試 験 研 究 費   64，775，000  

通 信 専 用 料  17，493，000  210，048，000   209，916，000   

土地借料  
（土地建物借料）  

77，610  1，958，320  3，121，060   3，835，230   

各 所 修 繕  1，184，400   1，662，000   

自動車重量税  25，000   30，500  115，500   83，100  

行政情報処理調査  
研究費  

5，772，980  

職月旅費  171，980  

庁 費  34，000  

行政情報処理調査  
研究委託賛  5，567，000   

1，100，790               57，434，000  109，911，984              314，360，000  652，542，999  1，120，608，000  
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組  織  図 （昭和51年度）  

管理部門  情報部門  研究部門  技術まl汁1  7  計  前年度末 定 員  30  22  6g   128  51年度 増 員  l l  △l l  14  12  △l 27  年度兼 定 員  30  22  83  1g  I54   

（注） 二重わくは51年度新設部門  

△印は削減  



爺  付   

1． 磯貝著作等目録（昭和51年1月→12月）  

く講 演 発 表＞   

総合解析部  
1．後藤典弘：環境影響総合評価システムについて．化学工業協会主催 TAセミナー，東泉（51・3）  

2．後藤典弘：わが国におけるDump Fee概念の集札 都市ごみの資源再生利用枝衝システム研究開発成果  

発表講演会，東京．（51．7）  

3．後藤典弘：環境影響総合評価の方乱 日本産美技術振興協会・日本技術士会主催 第3匝】TA研修会，東  

京．（51．7）  
4．Gotoh．S，：Resource recovery technologyin solid waste processing．Lecture Notes preDared  

forJICA．JESC AnnualSolid WasteLecture Programs．Tokyo，（5l．9）  

5．後藤典弘：環境影響総合評価について．環境アセスメントセミナー．名古屋．（51．11）  

6．Gotoh，S．：Notes for East－West center consultation on environmentalpolicy programL  

East－WestPlanrLingSession ofEnvironmentalPolicyProgram、HonoluIu．（51．12）  
7．内藤正明・宮崎思国（環境情報部）：公害行政における環境情報について．文部省環境関係特定研究合同  

シンポジウム，国立公賓研究所，筑軋（51．1）  

8．内藤正明二環境問題のシステム解帆工業枝術院産業公害研究総合推進会議給金，東丸 く51．11）  
9．原料幸彦：都市空間評価尺度としての移動時間推計の一方法行動モデルを用いた推計方法．日本都市  

計画学会．東京．（51．11）  

10．Morita．T．and Y．Yasuda（Kobe University of Cornmerce）：Systerns analysis of decision  

making process on thelocation of nuclear power sitesinJapan，Peace Science Socier  

tyInternationalJapan Research Seminar，Osaka，（51．8）  

計測技術部  

1．大槻 晃・安鳳昭夫：高速液体クロマトグラフを用いる水中有機物の直接分析法l．水中のフタル醸エス  

テルの分析法の検討．第37回分析化学討論会，鹿児島．（51．5）   

2．Manny，B．A．（MichiganStateUniv．）andA，Otsuki：Nitrogencontentofthreedissolvedorganic  

matter fractionsinlake waters．39th AnnualMeeting of American Society of Lirnnol・  

ogy＆Oceanography，Geogia Savannah．（51．6）   

3．岡本研作・根本祐子・不破敬一郎：生物標準試料の作製と評価（3）茶葉試料のけい光Ⅹ線分析．第25回日本  

分析化学年会，新潟．（51．10）   

4．藤井敏博・不破敬一郎・野尻倭夫（日電子物産）：スパークイオンソース四垂徳質量分析計の可能性につ  

いて．日本質量分析学合，東京．（5l．7）   

5．藤井敏博・不破敬一郎：GC－MSにおけるイオン計数法とその特性．第12回応用スベタトロメトリー  

東乱．（51．10）   

も．藤井敏博・不破敬一郎：検水の直接導入GC－MS法による水道水中の有機塩素化合物の分析法．第11回  

有機化合物のマススベタトロノトリー討論会，野軋（5l．11）   

7．古田直紀・吉村悦郎（東大農）・原口紘娯・不破敬一郎：フレーム発光および吸収スペクトルの研究（第  

4報）－アルカリり＼ライドの光解離過程－．日本分析化学会，鹿児島．（51．5）   

8．古田直紀・原口紘誉・不破敬一郎：フレーム発光および吸収スペクトルの研究（第5報）一多元素同時分  

析の試み－．節25回日本分析化学年会，新潟．（5l．10）   

9．吉村悦郎（東大農）・古田直紀・戸田昭三（東大農）・不破敬一郎：フレーム発光および吸収スペクトル  
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の研究（第6報）一弟1遷移金属塩－．第25回目本分析化学年会．新潟．（51．10）  

10．不破敬一郎・角田欣一（東大）・土器屋由紀子（東大）・岡本研作・根本祐子・戸田昭三（東大農）：生  

物標準試料の作製と評価（1）茶葉試料の調整と原子吸光分析．分析化学講演要旨集，鹿児島．（51．5）  

11．安原昭夫：養豚排泄物中の揮発性酸性成分の同定．第11固有機化合物のマススベタトロメトリー討論会，  

野田．（51．11）  

大気環境部  
1．秋元 孝・市村禎二郎（東工大）・山崎秀郎（東工大）：線型少区間近似による光化学大気汚染過程の電  

算機シミュレーション．日本化学会第34春季年会，平塚．（51．4）  

2．Akimoto．H．，M．Hoshino，G．lnoue．M．Okuda and N．Washida：Photooxidation of Tolu・  

ene－NO2－02－N2SyStemin gas phase．The12thInformalConference on Photochemis・  

try，Wasbjngtorl，D．C‥（51．6）  

3．Ishiwata，T．（TokyoInstitute of Technology），H．Akimoto andl．Tanaka（TokyoInstitute  

of’Rchnology）：Excitation of HNOby O2（1△g）．The12thInformalConference on  

Photochemistry．Washington．D，C．．（51．6）  

4．石渡 孝（東工大）・秋元 姿・田中郁三（東工大）：HNOの化学発光の研究（Ⅳ）．分子構造総合討論  

会，東京．（51．10）  

5．山崎秀郎（東工大）・秋元 肇：光化学大気汚染のシミュレーションの一方法 線型化反応行列，固有値  

および加成性．第17回大気汚染研究生国協議会大全，神奈川．（51．10）  

6．秋元 謹：炭化水素混合物に対するHC－NOx系光化学反応の一般化モデル．第17同大気汚染研究全国協  

議会大会，横浜．（51．10）  

7．井上 元・奥田典夫・星野幹雄・常田伸明・秋元 磁：いレエンノNOg／空気系でのトルエンの光酸化反応  

機構．日本化学会第34春季年会，平塚．（51．4）  

8．植鋸羊匡：主流部乱れと熟伝達について、円柱周りの熱伝達一．第13回日本伝熱シンポジウム，神戸．  

（51．5）  

9．植鋸羊匡・橋本佳法（京大工卜水科璃郡（京大工）：乱流努断流れの壁面近傍における乱流構造．第8回  

乱流シンポジウん 東乱（51．7）  

10．Ogawa，Y．：A new wind tunnelfor the simulation of atmospheric diffusion、69th Annual  

Meeting of the Air Pollution ControIAssociation，Oregon Portland．（51．6）  

11．小川 靖・溝口次夫（研究企画官）：国立公告研究所環境用風洞について．第17回大気汚染研究全国協議  

会，横浜．（51．10）  

12．Ogawa，Y．：Awind tunnelapproach to atmospheric environmentalmanagement rThe new  

nies wind tunnelfacility一．JointJapan－U．S．A．Panelon PhotochemicalAirPollution．  

Nor〔h Calorina．（51．10）  

13．Ogawa．Y．：The effects of a s］ng】e bui】djng on diffusJOnTA combinedJaborato】γand  

field study．The Amencan Society of MechanicalEngineers．New York．（51，12）  

14．奥田典夫・星野幹雄・鷲別申明・秋元 笹・井上 元∵良沢克己（茨大理）・白井義春（茨大化）：トル  

エンーHNO2－NO．－02／N2系の光化学反応生成物．第17回大気汚染研究全国協議会大全，横浜．  

（51．10）  

15．奥田典夫：光化学大気汚染のシミュレーション．第17回大気汚染研究全国協議会大全，横浜．（51．10）  

16．竹内延夫・安岡善文（環境情報部）：国立公害研究所におけるレーザ・レータ．レーザ・レーダ研究会．  

東京．（51．1）  

17．星野幹雄・荒井重義（理研）・今村 昌（理研）：ベンゾフユノン負イオンラジかレのアミン中での吸収  

スペクトルと平衡反応．日本化学会第34春季年会．平塚．（51．4）  

18．星野幹雄・閑 春夫（群馬大）・荒井塵義（理研）・今村 昌（理研〉 ニアントラセン類似化合物のT－  
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T吸収について．日本化学会第34春季年金．平塚．（51．4）  

19．星野幹雄・鷲別申明・秋元 姿・井上 元・奥田典夫：NOx，空気存在下での0，OH－トルエンの反応  

機構．光化学討論会，福臥 r51．1D）  

20．鷲田仲明・D．タライ（ボン大）：CO●（a3汀）＋CO→C十CO2の反応の可能性について．EE本化学舎弟34  

春季年会，平塚．（51．4）  

21．鷲別申明・井上 元・秋元 輩・奥田典夫：酸素原子とトルエンの反応．第11匝「高速反応討論会一札軋  

（51．8）  

22．鷲酎申明：プロビルラジカルと酸素原子，分子との反乱 光化学討論会．福岡 （51．10）  

23．Washida．N．and K，D．Bayes（California Univ．）：The formation and oxidation of tertiary  

butylradicals．12thInternationalSymposium on Free Radicals，Califomia Laguna  

Ikach．（51．6）  
24．Kyle．D．B．（Califomia Univ．）and N，Washida：The reactions of methylradicals with  

atomic and molecular oxygen．12thlnternationalSymposium on Free Radicals，Cali－  

fornia Laguna Beach．（51．6）  

水質土壌環境部  
1．柏崎守弘：走査型電子顕微鏡による着性徴生物の観察．第41回日本陸水学会大会，函鼠（51．10）  

2．杉木昭典（日本下水道事業団）・森 忠洋（日本下水道事業団）・岡田光正：竃栄養化に与える2次また  

は3次処理水の影響に関する調査－マイクロコズムによる検討．第13回下水道研究発表会，東京．  

（51．5）  

3．合田 健・臼井傾吾：水処理の考え方の合理化について．日本水質汚濁研究会，東京．（51．2）  

4．合田 健：環境影響の評価に関する私見．第27匝‖尭乗物処理対策全国協議会全国大全，札幌．（51．9）  

5．合田 健：富栄養化防止と廃水処乳産業用水技術全国会譲セッション3．東京．ほ1．11）  

．6．須藤隆一・岡田光正・森 忠洋（日本下水道事業団）：富栄養化を評価するための藻類培養試乳 第13回  

下水道研究発表会、東京．（51．5）   

7．須藤隆一・岡田光正：印旛沼水系における藻類生産の潜在能九 日本陸水学舎，函1軋（51．10）  

8．大竹久夫（大阪大工）・≠頁藤隆一・合葉修一（東大応徴研）：富栄養化に関する基礎的研究（第12報）  

軒外人工水路実験（その2）・日本醗酵工学全，大阪．（51．10）   

9．調藤隆一・岡田光正・森 忠洋（日本下水道事業団）：回転円板処理における生物膜の研究（第1報）．  

日本醗酵工学全、大阪．（51．10）  

10．森 忠洋（下水道事業団）・須藤隆一・岡田光正・金子久夫（北坂戸処理場）：3次処理水の藻類生産九  

日本水処理生物学全，横浜．（51．10）  

11．須藤隆一・岡田光正■森 忠洋（下水道事業団）：脱窒処理による生物膜の生物札 日本水処理生物学全，  

横浜．（51．10）  

12、田井傾吾・津野 洋・≠巨藤隆一・合田 健：藻類増殖におよほす窒素および燐濃度の影響に関する研究  

（第1報）．窮12匝卜衛生工学研究討論会，東京．（51．1）  

13．臼井憤吾・須藤隆一・合田 健：染料に対する活性炭吸着特性．第27回全国水道研究発表会，神戸．  

（51．6）  

14．田井憤吾・須藤隆一・合田 健：再利用を目的とした生活廃水の高度処理．第4匝Ⅰ環境問題シンポジウム，  

東京．（51．8）  

15．津野 洋t合田 健：クロレラ稜の増殖過程における窒素および燐濃度の影響に関する研究．第4回環境  

問題シンポジウム，東京．（51．8）  

16．津野 洋・合田 健・宗宮 功（京大工）：活性汚泥中の蓄相物の挙動に関する研乳土木学会第31回年  

次学術誌横倉 東京．（51．10）  

17．向井 哲・和弘糞徳（東大農）：土壌中におけるγ－BHCの吸着部個」日本土壌肥料学会、神戸．  

（51．4）  
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18・Yoshida・T・＝Areviewreportonthesituationof agricultural・agrO－industrialandmunicipal  
WasteSin someAsian countries．FAO／SIDA workshop on Organic Materials as  
Fertilizersin Asia，Bangkok．（51．10）  

環境生理部  

1．野牛 弘（郁衛研）・林 月番（東大衛）・中村清純（東大衡）・久保田寛大郎：ラットにおけるPCB  

の臓器別半減期の試鼠 第46回日本衛生学全総会，新潟．（51．7）  

2．野牛 弘（都衛研）・久保EE［憲太郎・森EE（昌敏（都衝研）・大石眞之（都衝研）：HEXACHLOROBEN－  

ZENE のラット臓器別半減期の試算．第46回目本衛生学会総会，新潟．（51．7）  

3．野牛 弘（都衛研）・大井 玄（都衛研）中村清純（東大衛）・林 月客（東大衛）・久保田憲太郎・福  

島一郎（順大公衛）：ラットにおけるメチル水銀の臓器別半減期の試算．第35回日本公衆衛生学会総  

会，岐阜．（51．10）  

4．野牛 弘（都衛研）・久保田憲太郎・林 月答（東大衛）・中村清純（東大衛）：環境汚染物質の生体内  

代謝の模擬実験一版器間移行係数の計算方法－．日本公衆衛生学合縁全，岐阜．（51．10）  

5．嵯峨井勝・白石不二雄・久保田憲太郎：ラット肝狼ミクロソームの酸化・還元酵素系に対するカドミウム  

の影響について．日本生化学会，札幌．（51．9）  

環境保健部  

1．安藤 満・脇阪一郎：P，P’DDEによる肝臓薬物代謝酵素系の活性の誘導と回復．日本公衆衛生学会．岐  

阜．（51．10）  

2．Ando，M，andI．Wakisaka：Relation between p，p’一DDE residuesin body and drug meta・  

bolizing enzyme activity．The Second Meeting for the Study of Toxic Effect，Tokyc．．  

（51．11）  

生物環境部  
1．近藤矩朗・菅原 淳：大気汚染ガス暴露による植物の集中のアブサインン酸量の変動．日本生物環境調節  

学会第14回大全，松江．（51．10）  

2．渡辺恒雄（帝人生物医学研）・近藤矩朗・藤伊 正（東大理）：紅藻アサクサノリのエチレン生成阻害蛋  

白質を用いたアフィニテイクロマトグラフイー．日本植物学全第41回大会，富山．（51．10）  

3．島崎研一郎・菅原 淳：光合成電子伝達反応におよほす亜硫酸ガスの影響．日本生物環境調蘭学会第14回  

大全，松江，（51．10）  

技術部  

1．相賀¶郎・大村 武（九大）・佐藤 光（九大）：イネの光合成色素突然変異の生理学的解汎 第15回ガ  

ンマーフィuルドシンポジウム，茨城．（51．7）  

2．相賀一郎・大政談次・寺島貞二郎（′ト糸工業株）・額田正己憮鉄化学工株）：低浪度大気汚染ガス暴露  

実験用グロースキャビネットの基礎研究 L低浪皮ガス制御のための諸条件について．日本生物環境  

調節学会，松江．（51、10）  

3．大政謙次・相賀り郎：低濃度大気汚染ガス暴露実験用グロースキャビネットの基礎研究Il．単一ガスの  

基本的制御方法について．日本生物環境調節学会．松江．（51．10）  

4．大政謙次・相賀一郎：植物実験用グロースキャビネットにおける低濃度大気汚染ガス制御．（l）低濃度  

ガス制御のための空調プロセスと基本的ガス制御について．日本冷凍協会，東京．（51．11）  

環境情報部  
1．宇都宮陽二郎：飯山盆地とその周辺の構造地形→予報－．日本第四紀学会一般研究発表会．大阪．（51．1）  

2．宇都宮陽二郎：関東平野のいわゆる光化学スモッグによる被害の分布に関する2，3の考察．日本地理学  
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会秋季学術大会，弘前．（51．10）  

3．土屋 巌：鳥海山貝形′ト氷河の年々変動と流動現軋 日本地理学全，東京．（51．5）  

4．土屋 巌：大量積雪による氷河現象一馬海山貝形ノト氷河について．日本気象学会一 束乱（51．5）  

5．大嶋太市（法政大工）・力九 厚（法政大工）・土屋 巌：熱映像による環境調査の基礎研究．日本写真  

測量学会，東京、（51．5）  

6．Tsuchiya．Ⅰ．：Year －tO－year fluctuations ofindian southwest monsoon rainfa11and  

cross equatorialair flow andlowlatitude atmospheric circulation during1962－1972．  

InternationalSymposiumon Recent Climatic Change and the Food Problems，筑軋  

（51．10）  

7．大嶋太市（法政大工）・力九 厚（法政大工）・今関辰夫（法政大工）・岩切 徹（法政大コニ）・土屋巌：  

赤外熱映像による環囁調査の基礎研究．窮2回リモートセンシングシンポジウム，東京．（51，11）  

8．土屋 巌：鳥海山貝形小氷河の形態・流動・温度の測定．日本雪氷学会，仙台．（51．11）  

9．安岡善女・田村正行（総合解析部）：リモーヤセンシング画様における領域抽出．第2風リモートセンシ  

ングシンポジウん 東京．（51．11）  

研究企画官  
1．溝口次夫・合田 健（水質土壌環境部）・田井憤吾（水質土壌環境部）：国立公害研究所の廃棄物処理施  

設について．第27回廃棄物処理対策全国協議会全国大全，札幌．（51．9）  
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＜印 刷 発 表＞   

総合解析部  
1．大山義年（1976）：環境技術について．日立捻論，50（4），  

2．北畠能房（1g76）：米国アディロングック州立公園の開発と環境保全．海外の建設－（21）．5－9．  

3．後藤典弘（1976）：環境アセスメントの基本的考え方と評価方法．ウラン濃縮プラントの環境アセスメン  

ト，政策科学研究所，17－53．  

4．後藤典弘（1976）：mmpFeeに関する調査研究．資源再生利用技術システム開発委月余，昭和50年度  

受託研究報告書，日本産業技術振興協会．434－456．  

5，後藤典弘t中杉修身（1976）：米国における資源再生利用の最近の動向．資源化プラントのコスト試算．  

資源再生利用技術システム開発委貝会．昭和50年度受託研究報告書．日本産美技術振興協会，456－  

464，4さ3－496．  

6．後藤典弘・中杉修身（1976）：資源化および減量化に関する白吾（米国）一要約∴ 都市と廃棄物，6（3）  

1－7．  

7．後藤典弘・内藤正明・森田恒幸・富川博也（政策科学研）（1976）：第Ⅰ編 環境影響評価総合解析システ  

ムのフレームワーク．環境影響総合解析システムの設計に関する調査研究（4）環境庁昭和50年度委  

託研究，政策科学研究所，1－84．  

8．後藤典弘（1976）  

9．後藤典弘（1976）  

10．後藤典弘（1976）  

11．後藤典弘（1976）  

12．後藤典弘（1976）  

13．後藤典弘（1976）  

14．後藤典弘（1976）  

1S．後藤典弘（1976）  

：海外における資源再生利用技術（1）．化学装置，柑（3），11－20．  

：海外における資源再生利用技術（2）．化学装置－ t8（4），19－25．  

：工学的発想の限界，はぐるま，（238L 2－6．  

：資源化技術実用化の条件．月刊廃棄物，（13），116－123．  

：廃棄物処理の今後のあり方．生活と環境，2t（7），6－13．  

：廃棄物処理システム改善に関する考察．都市環境工学，8（2），3－17．  

：環境評価の多様性．環境情報科学，5（4），2－7．  

二都市ごみのコンクリートへの利用．コンクリート工学，川（4），61．  

16．内藤正明・中杉修身（1976）：テクノロジーアセスメント問題の定式化の一例．オペレーションズ・リサ  

ーチ，21（1），18－21．  

17．内藤正明（1976）：水質汚染現象のモデリングとシミュレーション．計測と制御，‖（3），39－48．  

18，原料幸彦（1976）：社会環境評価項目の一つとしての移動利便性到達可能空間量の計測一地域メッシュ統  

計講座（25）．統計，27（8）．34－40．  

19．原料幸彦（1976）：社会環境評価項目の一つとしての移動利便性移動時間配分量の推計一地域メッシュ統  

計講座（26）．統計，27（9），3844．  

20．森田恒幸（1976）：環境アセスノントの考え方．は－ぐるま．（242），2428．   

計測技術部  
1．fIaraguchi，H．andK．Fuwa（1g76）：DetermLLla〔ionofphosphorusbymoZecularabsorp亡forlflame  

spectrometryusingthe phosphoruS mOnOXideband．An盆1yticalChemistry．48．7朗－786．  

2．Haraguchi．H．，N．Furuta．F：．Yosimura（TokyoUniv．）andK．Fuwa（1976）ニAnalogdatatreat・  

ment of spectrain flameabsorption and emissionspectrometrY．AnalyticalChemistry．4B．  

2066－2069．  

3．藤井敏博（1976）：在留ガソリン中脂肪族硫黄化合物の定性分析．分析化学，25（3），141－145．  

4．藤井敏博（1976）：GC－MSにおけるイオン計数法とその特性．質量分析，24，253－259．  

5．Furuta，N，，E．Yoshimura（Tokyo Univ．）．Y．Nemoto．H．Haraguchiand K．Fuwa（1976）：  

Photodissociation of sodiumhalidesin the air－aCetyleneflame asstudied by molecular  

absorption flamespectroscopy．ChemistryLetters，539－542．  
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6．F11ruta，N．，T．Watanabe（TDkyoUlliv，）and S．F11iiwara（TokyoUl血）（1976）二ESRstudy  

ofγ－rayirradiatedpotassiumhexacyanocobaltateK3〔Co（CN）6〕．BulletinoftheChemi－  

calSociety oりapan．49，174O－1747．  

大気環境部  
1．小川 靖（1976）：建物と大気汚染一マリリン・モンロー効果と大気汚染－．公共建築，17（69），53－  

58．  
2．奥EE［典夫（1976）：大気汚染研究と計測機乱TheHitachiScientificlnstrumentNews，）9（3），巻  

頭育．  

3．寺尾 満（環境情報部）・竹内延夫（1976）：環境汚染計測－レーザ技術の利用．計測と制御．t5（1），  

151－156．  

4．Wa血ida，N．andK，D．Bayes（CaliforniaUnivtl（1976）：ThereactiotlS Of methylradicalswith  

atomicandmolecularoxygen．InternationalJournalofChemicalKinetics，8，777－794．  

氷菓土壌環境部  
1∴岡田光正・須藤隆一（1976）：生物瞳の多様性指数による水質汚濁の評†乱 用水と廃水，t8（6），40  

－52．  

2．合田 健（1976）：廃水処理の課罵と万札 日刊工業新軌 6月4［］，14．  

3．合田 健・田井傾吾（1976）：廃水の高度処理と水質の限界．用水と廃水18（19）．5－13．  

4．合田 健（1976）：国立公害研究所における廃水処理と再利用．送水技術，2（4），85－69．  

5．合田 健（1976）：ある環境観．土木学会誌，6t（12），5861．  

・6．須藤隆一（1976）：汚水処理．公共建築．6g（3），48－52．  

7．須藤隆一（1976）：人為的浄化、用水と廃水18（3）．37－45．  
8．須藤隆一（1976）：原生動物の増殖の測定．微生物生態研究会桐 微生物の生態 3増殖をめぐって・  

東京大学出版会，273－279．  

9．須藤隆一（197も）こ陸水域のモニタリング一高栄養化におよほす排水の影響一．環境情報科学，5（2），  

23－30．  

10．須藤隆一（1976）：廃棄物の生物処理について．環境研究，（13），30－34．  

11．田井憤吾（1976）：下水汚泥の処理と含有量金属類への対乳 水道公論，ほ（4）、53－5さ．  

12．田井憤吾（1976）：水質汚染のモニタリング．ぶんせき．25（10）．62－63．  

13．津野 洋・宗宮 功（京大工）・合田 健（1976）：動力学モデルによる活性汚泥法の水質負荷変動に関  

する研究（l）．下水道協会誌，t3（141），1－12．  

L4．津野 洋・宗宮 功（京大工卜合田 健（1976）：動力学モデルによる活性汚泥法の水質負荷変動に関  

する研究（ⅠⅠ）．下水道協会誌，ほ（145）．1－9，  

環境生王翌部  
1．Kawada．M．．M．Tohma（Hokkaido Univ．），T，Sawaya（ttokkaidoUniv・）よndM・Kiura（Hokr  

kaido Univ．）（1976）：Anewproductofcholesterolbymetalfreeautoxidatic＞ninaqueo－  

usdispersion．Chem Pham．Bull．，24．31093113．   
2．久保田憲太郎・高橋 弘・河田明治・竹中参二（1976）：大気複合汚染が生体におよばす影響の動物種差．  

昭和50年度環境庁委託研究 大気複合汚染の生体におよばす影響（主任研究者 鈴木武夫）報告書，  

12－30．   

3．嵯峨井膵（1976）：窒素酸化物の生体への影響について一特に肺の脂質代謝への影響を中心として・公  

衆衛生，哺（7），45－51．   

4．榎本 其（聖マリアンナ医大）・大坪浩一郎（東大医科研）・竹中参二（1976）：マイコトキシンの病理．  
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別冊蛋白質 核酸 酵素，（11）．一紙菌毒素研究 敢近のあゆみ－．325－338．  

生物環犠部  
1．Watanabe，T．（TeijinInstituteforBiornedicalResearch）andN．Kondo（1976）：Isolationof  

a proteinaceousinhibitorofethylenebiosynthesisfrommarinealgae．Agriculturaland  

BiologicalChemistry，40．1877－1878．  

2．Saito，M．（TeiiinlnstituteforBiomedicalReseaTCh），N，Kondo，H．Yamaguchi（Teijinlnsti・  

tuteforBiomedicalResearch）andT．Hashimoto（InstituteforPhysicalandChemicalRe・  

search）（1976）：Plant growthregulatlngaCtivitiesof batatasinlllanalogues．Plant＆  

CeJ】Physio】ogy．け，ム‖一朗さ．  

3．Sasa．T．（MedicalCo11egeofMiyazaki）andK．Sugahara（1976）：Photoconversionof proto－  

Chlorophylltochlorophyllainamutantof ChLoγellaregulaγi5．Plant＆CellPhysiology，17，  

273－279．  

技 術 部  
1．村田 忠（島津製作所）・田原康雄（島津製作所）・小西通夫（京大農）・橋本 康（愛媛大農）・大政  

謙次（1976）：アダプティブコントロールによるグロースキャビネットの試作．生物環境調節，14  

（4），131137．  

環境情報部  
1．宇都宮賜二朗（1976）：日向低地に発達する阿蘇火砕流堆積物とその14c年代一日本の第四紀層の14C年  

代（112）一．地球科学，30（6），44－46．  

2．土屋 巌（1976）：鳥海山貝型小水河一現存する′ト規模山岳氷河の概観－．地理，21（■3）．60－69．  

3．土屋 範（1976）：気候のモニタリング．環境情報科学，5（2），2－8．  

4．土屋 巌（1976）：積雪量の判読解析に関する研究．科学技術庁，リモートセンシング研究連絡会譲兵乱，  

リモートセンシング情報利用技術の開発に関する総合研究，Iロー17丁m－45．  

5．土屋 巌（1976）：月山・鳥海山小氷河群の年々変動とその気候的解帆 天気 2さ，399－402．  

6．土屋 巌（1976）：熱帯循環の年々変動とインドのモンスーン降雨．筑波大学気候学・気象学研究報告，  

（2）．57－62．  

7．土屋 巌（1976）：飯豊山・月山・鳥海山の大量積雪および小過摸氷河現象発生についての序報．雪氷、  

38，178－187．  

8．宮崎息国・内藤正明（総合解析都）・中杉修身（総合解析部）（1976）：環境科学に関する研究現況調査  

報告．国立公害研究所調査報告，（1），106p．  
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2．他機関からの研究費による研究一覧  

■■  ■  ．爛 ほ   研究代表者氏名   研究分担者氏名  
および所属   （国立公害研究所職員のみ）   

人間の生存にかかわる自然環境に関する基礎  佐 々  学  
的研究「総合姓」   （副 所 長）   

佐 々  学  安野正之，春日清一  
環境改善に対する生物の利用  

（副 所 長）   （生物環囁部）   

内 藤 正 明  寺尾済（総合解析部），  
環境情報データバンクの確立に関する基礎研究  添田南宮崎急転．  

安岡善文（環】尭情報部）   

水中の微量有機物の抽出と同定   
安原昭夫  

（計測技術部）  

魚介類とそれを摂取する人間における水銀と  中 野 篤 浩  
セレンの量的関係について   （環境保健部）   

沼 田  兵  安部審也  
都市生態系の構造と動態に関する研究  

（千葉大学）   （計測技術部）   

都市水域における有機物の存在形態とその起  半 谷 高 久  安部書也   
将に関する研究   （東京都立大学）   （計測技術部）   

ガスマスによる芳香族ニトロ化合物およぴ7  鈴 木 武 夫  奥出典夫   

ユノール誘導体の分析   （国立公衆衛生院）   （大気環境部）   

低温排水の伝熱および排水中の微量成分の移  水 村 篤 郎  楠田祥匡   
劫．反応現象の解析   （京都大学）   （大気環境部）   

水 科 篤 郎  植田洋匡  
乱流拡散に関する基礎的研究  

（京都大学）   （大気」昭境部）   

鈴 木 武 夫  秋元 畢  
空気中遊離基の実験室的検出  

（国立公衆衛生院）   （大気環境部）   

吉 田 俊 秀  高橋 弘  
実験動物の純化と開発  

（国立遺伝学研究所）   （環境生理部）   

各種アルコールおよびその燃焼生成物の生体  冨 沢 摂 夫  高橋 弘   
におよばす影響lこ関する研究   （北里大学）   （現唖生理部）   

オンコセルカ症対策のための媒介昆虫防除－  多 田  

化学療法および効果判定法について   

植物群藩の物質代謝による環境保全に関する  門 司 正 三  戸塚 績   
基礎的研究  （生物環境部）   

モンスーンアジ7における異常乾湿の気候学  膏 野 正 敏  土昆 巌   

的研究   （筑波大学）   （環境情報部）   
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3．職員 き毎外 出 張お よ び留 学  

部 室 名  職  名  氏 名  出 張 国 名   用  務   期  間  備 考   

環境生理部  研 究 員  鈴木和夫  アメリカ合衆国  日米科学協力セミナー「天  551．6．13－    慢脚汗究藍     然有機化食物の生合成」出席  51．6．20   
水質朋   岡田光正   富栄養化メカニズムの解明  S51．6．14～  
陸水環喝那究藍  と制御に関する研究   52．6．13   

S51．8．6－  
環境情報部 情報調査室  室  長  藤原正弘  オーストラリア  IRS会議出席  51．8．15  

副 所 長  佐々 学  フィリッビン  国際環境会議出席   S51．9．4－  
51．9．11  

米国における環境化学およ  
大気環境部  部  長  奥田典夫  アメIjカ合衆国   び大気汚染研究状況の視察  S51．9．5 

水質土嚢環境部   韓乱フィリッビ  国連食糧農業機構のコンサ  S51914－  

室  長  ＿ 賀－＝：】  

研 究蓋  タイ，マレーシア   
51．11．14   

副 所 長  英臥ドイツ，  国連世界保健機構の熱帯病  S51．9．21～  佐々 学             スイス   研究会請出席   51．10．3   

大気環項部扶気  研 究 員  小川 靖  アメリカ合衆回  アメリカ機械学会出席   S51．11．26－  

鵬1研究室  および共同研究   52．1．1   

旨†脚脚質   岡本研作   日米科学協力事業の日米合  S51．11．28－  

計測研究去  同セミナー出席   51．12．3   

総合解析部  主任研究官  後藤典弘   
第ニグループ  計画企画会議出席   51．12．17   

スイス，ドイツ，  
副 所 長  S52．1．29－  

佐々 学   スウェーデン  WfiO熱帯病対策金謙出席   52．2．11  

佐々 学  タイ   東南アジア文相機構医学計  
画の環境医学会譲出席   52．3．30  

総合解析部 第 S51．1．20－  

一グループ   53．1．19   
研究休職   
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4．職 員 名 簿（昭和52年3月31日現在）  

職  名   氏  名   職  名   氏  名   

所長  技官大山東年  桜井和子  

副所長  同佐々 

環境情報部長（併）  喬  

主任研究企画官  技官仲光佐直   同土屋 巌   

研究企画官   同 大 彬  武  室長補佐   事務官岩 浅 至 宏   

同   同 今 井 紘 一  業務係長  同 大 島 則 夫   

同   同 溝 口 次 夫  同 藤 田 早 苗   

同  同上野 照会イ系長  欠  

同白井邦彦  

稔帝都長   事項官引野一男  同遠田和恵   

捻務課長   編集係長  同 塚 本 息 之   

課長補佐   同 内 田  治  情報システム室長   欠   

総務係長（兼）  同 内 田  治  研究員   技 官宮 崎 忠 国  

同 小 石  元  同   同 安 岡 善 文  

同 外 石 とき子  情報調査室長   同 藤 原 正 弘  

同 中 村 文 子  研究月   同 宇都宮 陽二朗  

技 官岩 渕 清 二  同   同 松 本 幸 雄  

同 阿久津  勇  同   同 姓 野 純 子  

同 染 谷 竹 男  電算機管理室長   同 稲 葉 賢二郎  

人事係長  事務官高 畠 五 行  管理係長  事務官古■川 満 信  

同 宇津野 克 子  同 猪 爪 京 子  

同 川 村 和 江  同 遠 藤 都 子  

操作係長  同 鈴 木 輝 夫  

会計課長  同笹川 虹  同松戸  修  

課長補佐  同菅原三夫  

予算係長  総合解析部長（併）  満  

同 鈴 木 義 光  第一グループ主任研究官  同 内 藤 正 明  

出納決算係長  同 龍 崎 惣 一  研究員   同 中 杉 修 身  

同 田 口 公 子  同   同 飯 倉 善 和  

契約係長  同 森 近 和 雄  研究補助員   同 桜 井 美紀子  

同 深 谷 幹 雄  界ニグループ主任研究官  同 後 藤 典 弘  

同 森 厩 義 雄  研究員   同 北 畠 能 房  

同 桑 田 信 男  同   同 森 田 恒 幸  

調度係長  同 松 戸 克 明  同   同 田 村 正 行  

同 赤 塚 輝 子  窮三グループ主任研究官  

研究貝   （併）  
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

第四グループ主任研究官   欠   研究員   技 官 向 井  哲   
研究員  技官青木陽二  

研究月  同津野 洋  
計測技術部長（併）  同相崎守弘  
大気計測研究室長  同安部書也  
研究員  間藤井敏博   技官久保田憲太郎   
同   同、安 原 昭 夫  環現生理研究室長   欠   
同   同 河 合 崇 欣  主任研究貝   同 高 橋  弘   
同   同 横 内 陽 子  研究月   同 噂峨井  勝   

研究補助員   同 山 本 祐 子  同   同 有 川 由紀子   
水質計測研究室長   同 大 槻  晃  環境病理研究室長（併）  同 時 水 不二雄   

研究員   同 原 口 砿 盈  研究員   同 竹 中 参 二   
同   同 岡 本 研 作  同   同 白 石 不二雄   
同   同 古 田 直 紀  慢性影響研究室長   同 河 田 明 治   

生体化学計測研究室長   欠   研究員   同 鈴 木 和 夫   
研究員  同佐竹研一  同米谷民雄  

同  同′ト林隆弘  
大気環境部長  技官奥田典夫  

大気物理研究室長  同竹内延夫   
研究月   向 井 上  元  環境保健研究室長   欠   
同   同 清 水  浩  研究員   同 安 藤  満   

大気化学研究室長   同 秋 元  肇  同   同 中 野 篤 浩   
主任研究員   同 常 田 伸 明  環境痩学研究宣長   欠   
研究員   同 星 野 幹 雄  研究員   同 町 日 和 彦   
大気環境計画相究室長  欠  同  同金子 勇  
主任研究月  同植田洋匡  

研究員  同′ト川  端   生物環境部長（兼）   技官佐々  学   
同   同 光 本 茂 記  生理生化学研究室長  同 菅 原  淳   
同  同村野健太郎  同近藤矩朗  

同  同島崎研一郎  
水質土壌環境部長   技官合田 健   同久保淳子   
陸水環境研究室長   同 須 藤 隆 一  水生生物生態研究室長  同 安 野 正 之   

研究月   同 田 井 憤 吾  研究員   同 春 日 清 【   
同   同 岡 田 光 正  陸生生物生態研究室長  同 戸 塚  繚   
同   同 細 見 正 明  研究員   同 畠 山 成 久   

土壌環境研究室長   同 書 田 富 男  同   同 古 川 昭 雄   
主任研究月  同藤井国博  同 名 取 授 樹   
研究員  同高松武次郎   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

技術部長   技 官佐 治 健治郎  植物係長  欠   

技術室長   同 ′ト 林 雄 一  技 官斉 藤 博 之   

管理係長  欠  同 板 橋 正 文  

同 竹 内  正  同 木 村 英 雄  
動物専門官  同  寺 尾 忠 治  

施設係長  欠   植物専門官   同 藤 沼 康 実  
同 松 重 一 夫  ガス専門官   同 松 本  茂  

生物施設管理室長  同 相 賀 一 郎  研究月   同  大 政 謙 次   

動物係長  欠  同   同 安 保 文 彩   

同清水  明  

5．委 員 会 等 出 席  

委 良 会 名（依頼先）   氏  名   現  職   

原子力委貝全参与   （総理府）   大 山 養 年  所  長   

産業技術審議会委員 （通産省）   大 山 義 年  同  上   

学術審議会委員  （文部省）   佐 々  学  副 所 長   

中央公害対策審議会委員（環境庁）   佐 々  学  同  上   

同  上  専門委貝（同上）   仲 光 佐 直  主任研究企画官   

同  上   JJ （同上）   奥 田 典 夫  大気環境部長   

同  上   JJ （同上）   安 野 正 之  生物環項部 水生生物生態研究室長   

同  上   J！ （同上）   内 藤 正 明  絶食解析部 主任研究官   
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昭和51年度所内各委員会委員名簿  

図書および編集委員会  

寺尾  満●  （環境情報部長）  

添田  裔‥  （環境情報部長）  

土屋  巌  （環境情報部）  

相賀 →郎  （技術部）  

柏崎 守弘  （水質土壌環境部）  

大槻  晃  （計測技術部）  

小川  靖  （大気環境部）  

鈴木 和夫  （環境生理部）  

戸塚  横  （生物環境部）  

内藤 正明  （総合照析部）  

中野 篤浩  （環境保健部）  

溝口 次夫  （研究企画官）  

幹 事  白井 邦彦  （環境情報部）  

● 51年6月30日まで  

‥ 51年7月1日より  

廃棄物処理委員会   

委貝長   

副委員長   
委 員  

／J  

／／  

JJ  

リ  
l／  

／／  

／J  

／J   

幹 事  

（水質土壌環境部長）  

（総合解析部）  

（大気環境部）  

（技術部）  

（水質土壌環境部）  

（環境生理部）  

（環境保健部）  

（生物環境部）  

（計測技術部）  

（環境情報部）  

（研究企画官）  

（水質土壌環境部）  

健
弘
匡
一
一
弘
浩
久
紀
修
夫
吾
 
 
 

典
洋
雄
隆
 
 
鴇
成
直
 
 
次
横
 
 

田
藤
田
林
藤
橋
野
山
冒
戸
口
井
 
合
 

後
植
小
須
高
中
畠
古
松
溝
田
 
 共通機器委且会   

委員長  不破敬一郎  （計測技術部長）   

副委貝反  菅原  淳  （生物環境部）   

委 員  安藤 満  （環矧呆健部）  

大政 謙次  （技術部）  

岡本 研作  （計iRll技術部）  

嵯峨井 勝  （環境生理部）  

高松武次郎  （水質土壌環境部）  

中形 借身  （総合解析部）  
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委 員  溝口 次夫  （研究企画官）  

（環境情報部）  

（大気環境部）  

（計測技術部）  

宮崎 忠国  

雫田 伸明  
幹 事  藤井 敏博  

植物実験施設委且会   

委月長   

副委員長  
J／   

委 月  
／／  

／／  

／／  

††   

幹 事  
／／  

学
郎
績
一
一
淳
 
之
男
∵
次
英
 
 
 

一
 
紘
雄
 
 
正
 
冨
謙
康
 
 

々
 
賀
塚
井
林
原
野
 
田
政
沼
 
 

佐
相
戸
今
小
菅
安
宅
大
藩
 
 

（副所長）  

（技術部）  

（生物環境部）  

（研究企画官）  

（技術部）  

（生物環境部）  

t  ・・ 1  

（水質土壌環境部）  

（技術部）  

（／／）  

動物実験施設委員会   

委員長  久保田宕太郎   
副委員長  相賀 一郎  

／／  高橋  弘  
／J  町田 和彦   

委 貝  今井 紘一   
／／（幹事） 大政 謙次   

／／  ′」、林 雄一   

／／  嵯峨井 勝   
／／  竹中 参二  
′′（幹事）  寺尾 恵二   

／／  中野 篤浩   

水環境夷験施設委員会   

（環境生理部長）  

（技術部）  

（環境生理部）  

（環境保健部）  

（研究企画官）  

（技術部）  

（／／）  

（環境生理部）  

（ ／／ ）  

（技術部）  

（環境保健部）  

長
 
 

長
 
月
 
′
 
 

員
委
 
′
 
 

委
剛
 
 

健
一
一
之
正
一
一
洋
久
夫
夫
 
 
 

雄
隆
正
光
清
研
 
 
成
一
次
 
 

田
林
藤
野
 
田
 
日
竹
野
山
里
 
口
 
 

合
小
須
安
岡
春
佐
津
畠
松
溝
 
 

（水質土壌環境部長）  

（技術部）  

（水質土壌環境部）  

（生物環境部）  

（水質土壌環境部）  

（生物環境部）  

（計測技術部）  

（水質土壌環境部）  

（生物環境部）  

（技術部）  

（研究企画官）   

／／  

委 員  
JJ  

／／  

／／  

／／  

／／（幹事）   

／l  
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7．公 害 研 日 誌  

国土庁大都市圏整備局長他14名視察  

農林省関東農政局長他2名乗所  

工業技術院公害資源研究所長他12名乗所  

茨城県水質環境局長他5名来所  

茨城県政地方総合事務所37名来所  

茨城県立高等学校教頭全会長海老沢昭  
氏他29名来所  

建設省土木研究所長他12名乗所  

部長会議  
日本下水道事某団i3名名乗所  
イラク囲，サレー・ムトラック氏他1  

名視察  
建設省大臣官房官庁営繕部橋本営繕監  
督官他4名来所  

部長会譲  
部長会議  
直研連筑波問題特別委員会開催  
国際協力事業団海外研修生，マレーシ  
ア国，ロバートリン・ホック・リー氏  

他11名視察  

国土庁事務次官中橋敬次郎氏他1Z名視察  

部長会議  
福岡県議会公害特別委月会水戸正美氏  
他15名視察  

アメリカ臥 住宅公団ジャック・アン  
ダーヒル氏他3名視察  

環境庁記者クラブユ5名乗所  

環境庁企画調整局長柳瀬孝吉氏，長官  

官房総務課長英砂博成氏 企画調整局  
研究調整課長津沢健一氏来所  
農林省大臣官房予算課長石川弘氏他8  

名来所  
農林省林業試験場・林野庁指導部研究企  
画官他10名視察  

科学技術庁計画局筑波研究学園都市専  
門官3名乗所  

部長会議  
経済団体連合会千賀常務他2名視察  

メキシコ国，産業技術監督官マリア・  

テレサ氏偲2名視察  

スペイン国，工業省産業公害防止局長  

エンセンナソト氏他4名視察  
アメリカ乱 ペンシルバニヤ大学副学  
長他2名視察  

農林省水産技術会議事務局長．下浦静  

平氏他3名乗所  

タイ乱 国家研究評議会事務総長他4  

名視察   

農林省農林水産技術会議事務局長他12  

名視察  
部長会諸  
科学技術週間による施設一般公開（4  

／14－15）  

関東財務局国有財産主席監査官他7名  

乗所  
国土庁筑波推進本部30名視察  

部長会議  
宮内庁東宮東田・寺島侍従および茨城  
県秘書課長他視察  
部長会議  
気象庁観測部長他9名来所  

皇太子殿下ご進講（大山所長，佐々副  

所長）  

部長合議  
皇太子殿下行啓  
大蔵省主計局薄井主査他視察  
環境庁企画調整局長柳瀬草書氏他7名  

視察  
部長会議  
環境週間による施設一般公開・講演会  
（6／9－10）  

環境庁各局補佐と公害研室長・研究企  
画官打合せ合議  
農林省家畜衛生試験場長他11名乗所  

衆議月議月登坂重次郎代議士視察  
部長会譲  
環境庁水質保全局長堀川春彦氏・水質  
規制課長島日陰志氏他1名視察  

環境庁環境保健部長野津聖氏他9名   

東ドイツ労働組合委員長イイベルト・  
ケルハルス氏他6名視察  

七日舎視察（自由民主党国会議員18名）  

環境庁企画調整局長柳瀬孝舌氏他1名  

来所  
部長合議  
部長会諸  
環境庁大気保全局企画課長山崎圭氏視察  
建設省筑波営繕本部15名来所  

日韓農業共同研究団朴永大氏視察  
部長会議  
大蔵省主計局農林省担当主計官宮下創  
平氏他11名視察  

部長会議  
行政管理庁佐々木管理官・安藤副管理  
官他視察  

10．22  

10．26  

I■  

10．27  

10．2き   

6．14  

6．17  

6．22  

／  

6．23  

6．28  

6．30  

11  

7．13  

7．27  

7．28  

8．5   

／／  

8．10  

8．20  

8．24  

8．27  

J／  

10．29  

11．2  

11．9  

11．17  

11．19  

11．22  

11．25  

11．27  
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の発生機構と植物影響 24日：霞ヶ浦  

水質の変遷と対策）  

神奈川県伊勢原市公害防止連絡協議会  
20名来所  

文部省．管理局教育施設部研修生45名  

乗所  
福岡県福岡市公害対策審議会都留大治  
郎氏他18名視察  

部長会議  
茨城県生活改良普及員60名見学  

メキシコ国，メキシコ大学長ウルキリ  

氏他2名視察  
会計検査（2月28日－3月2日）  

環境庁長官石原傾太郎氏他3名並びに  

環境庁内記者クラブ15名視察  

国土庁政務次官佐藤守良氏他19名視察  

宇宙開発事業団筑波宇宙センター長他  
2名来所  

理化学研究所所長福井伸二氏他5名視  

察  
東京大学農学部吉武成美教授他8名東所  

部長会議  
当所発足3周年記念日  

農林省日拉農業委員15名視察  

部長会議   

部長会議  
全国地方公害研究所職員56名乗所  

行政管理庁，山本貞雄管理官他9名  

視察  
部長会譲  
環境庁顧問般後正道氏視察  
労働省．産業安全研究所木下釣一氏他  

4名乗所  
科学技術庁，長官官房科学調査官蓮見  

澄男氏他12名乗所  
タイ臥 チュラロンコーン大学環境科  
学研究所所長他2名視察  

農林省，家電街生試験場佐藤去長他4  

名来所  
部長会譲  
茨城県水海道市役所公害対策審議会委  
員15名視察  

茨城県環境指導課幹部研修20名来所  
ズートロン・アクアトロン・スモッグ  
チャンバー竣工に伴う土浦市記者クラ  
ブ7社説明  
ズートロン・アクアトロン・スモッグ  
チャンパー施設竣工式（参加者約70名）  

第1回公害研シンポジウム開催（9日  

：動物用ガス暴露実験施設による大気  

汚染の影響研究 23日：大気汚染物質  

2．10  

2．17  

2．19  

2．22  

2．23  

2．24  

2．28  

3．2  

3．7  

11  

3．8  
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8．公害研セミナー記録  

年月日   題  目   発  表  者   

51  

その7  

52  6，16  

について一会書研動物実験施設の紹介を含めて－   

53   7．16   脇阪一郎（環境保健部），   

54   7．22  公害制御の計量分析   宍戸俊太郎（筑波大学）  

55  9．8  

処理および検索  篠原鎖男（東京大学）  

56  9．28  和田英太郎（三襲化成・生命科学  

研究所）  

57  10．20   小川晃男（理化学研究所）   

58  11．30  西村敏充（富士通・国際情報社会  

科学研究所）  

59  12．1   野牛弘（東京都立衛生研究所）  

60  12．8  

について  橋本康（愛媛大学）  

61  12．22   豊川裕之（東京大学）   

62  52． 2． 2  金属がとらえる大気汚染物質とその機器分析   宇田応之（理化学研究所）  

63   3．16  社会的費用の計量化に関する一考察  

用村担之（大阪大学）■       一多目的システムにおけるトレード・オフ分析－  



9． 施設等の完成時期および酉己置計画図  

施  設  名   構   造   面  積   完 成 時 期   

研  究  第  1   棟   R C － 3  5，76 2m2  昭和49年3月竣工   

管  理  棟   RC－ 2   6 7 3  昭和49年6月竣工   

共  通  設  順  接（Ⅰ 期）   R C － 2  2，213  昭和49年11月竣工   

廃 棄 物 処 理 施 設（Ⅰ期）   処理能力  200mり日  昭和49年11月竣工   

植物実験用環境調節施設  R C － 3  3，3 4 8  昭和50年12月竣工   
（ファイトトロン）  

動物実験用環境調節施設  
（ズートロン）   SRC7  3，6 9 4  昭和51年6月竣工   

中  動  物  棟   RC － 2  1，4 91  昭和51年11月竣工   

水 環 場 実 験 場 設  
（アクアトロン）   

R C － 3  2，198  昭和51年11月竣工   

共  通  設  備  棟（ll期）   RC－ 2   8 8 7  昭和51年11月竣工   

光化学 ス モ ッ グチ ャ ン バー   R C －1   7 2 3  昭和52年1月竣工   

研  究  第  2  棟   R C － 3  5，6 7 4  昭和52年6月竣工予定   

実 験 圃．場 （本 構 内）  圃場20mx25m4面 温1棟  昭和52年9月竣工予定   室  

実 験 圃 場 （別 団 地）  
圃場20爪×25m9面 管理棟218m2  昭和52年9月竣工予定   

土 壌 環＝囁 実 験 施 設   R C － 3  1，769  昭和53年2月竣工予定   

大気物理実験施設（大気拡散風洞）   R C －1  2，3 5 3  昭和53年3月竣工予定   

特 殊 計 測 芙 陰 施 設   R C － 2  1，310  昭和53年6月竣工予定   

廃 棄 物 処 理 施 設（汀 期）   処理能力 500mり自  昭和53年12月竣工予定   
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